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第 1 章 序論         
 
1.1 研究の背景 
 
1.1.1 屋上緑化の歴史と普及 
 屋上緑化の起源は、紀元前 2100 年頃に、古代メソポタミアのジグラットの基壇に高木や
潅木（低木）が植えられていたものが、始まりではないかと推定されている。建物を本格的
に修景として緑化することは、紀元前 7 世紀頃に作られたバビロンの空中庭園であり、その
後、近年までの屋上緑化の歴史の流れは不明である。日本では、大正 4 年（1915 年）に施
工した旧秋田商会ビル（現下関市観光情報センター）の屋上庭園が一番古い事例であり、現
存し、見学できる屋上庭園としては昭和 10 年に造られた東京・台東区の朝倉文夫のアトリ
エ（現朝倉彫塑館）がある。1962 年に整備された日本橋高島屋の屋上緑化は、日本最初の
人工軽量土壌を使用した軽量化工法を用いた事例であり、土壌土厚さは 60cm、クスノキ・
ヤマモモなどの高木も植栽されている。また、軽量土壌で初めてバラの生育に成功し、人々
の交流の場として利用されていた。 
近年、都市の周辺部に比して都市中心部の気温が上昇する「ヒートアイランド現象」が顕
在化しており、地球温暖化防止対策とともに都市のヒートアイランド対策の強力な推進が必
要かつ急務となっている。ヒートアイランド対策を推進するための地表面被覆の改善策とし
て、国の施策 1)等において「屋上・壁面緑化の推進」が位置づけられている。東京都では
2001 年 4 月に条例を改正し、一定規模超の敷地面積を有する建築物の新築又は改築を行う
場合、緑化可能な屋上部の面積の 20％超の緑化を行うことを義務づけており 2)、大阪府で
は 2006 年から、京都府では 2007 年から屋上緑化の義務化を実施している。そして、都市の
ヒートアイランド現象以外にも、緑地の減少、大気汚染、降水など、都市の生活環境悪化を
背景に、都市緑地に対する関心が高くなり、屋上緑化の技術を活用して、都市の中で、より
多くの緑を確保しようとする国や自治体が増加している。 
そして、これらの施策により、図 1－1 に示すとおり、屋上部の緑化面積は年々増加して
おり、今後も着実に増大が予定される 3)が、義務付けは、緑化面積の量的増大を図る上で有
効であるが、反面、整備する緑化施設の質的水準を必ずしも重視するのではない。 
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1.1.2 国と自治体の制度や政策 
１）義務化制度 
屋上緑化の義務化は東京都を初め、大阪、京都等の大都市に広がっており、義務化してい
る屋上に対して、東京、大阪、京都ともに、人の出入りが可能で、利用可能な屋上を緑化対
象としている。東京都はヒートアイランド現象に歯止めをかけるため、2001 年 4 月から、
新築ビルの屋上緑化を義務付けた。義務付けを順守しない場合には、20 万円以下の罰金が
科されることになる。東京における自然の保護と回復に関する条例（自然保護条例）第 14
条により敷地面積 1,000 ㎡以上（公共施設は 250 ㎡以上）の施設が建築物を新築、改築、増
築、工作物、屋外競技施設または屋外娯楽施設、駐車場、資材置場、作業場、墓地を建設す
る時、屋上緑化義務化の対象になる。 
大阪府は、2006 年 4 月 1 日から、自然環境保全条例が改正され「ヒートアイランド現象
の緩和」や「潤いとやすらぎのある街づくり」を推進するため、新しい緑化制度である建築
物の敷地等緑化を促進する制度を実施した。敷地面積 1,000 平方メートル以上の建築物の新
築・改築又は増築が対象であり、建築物上で緑化する場合は利用可能な屋上の 20％の面積
が基準として採用され、これらの基準を上回る面積を緑化することが義務付けられた 4)。  
京都府では、2007 年 4 月 1 日から、地球温暖化の防止をはじめ、ヒートアイランド現象
の抑制や都市環境の改善を図るため、京都府地球温暖化対策条例に、府民や事業者等が建物
を建てる際に、基準に従って緑化を進めることを内容とした緑化促進制度を設けた。建築物
の屋上面積の 20％以上の緑化が必要で、屋上面積とは、建築物の屋根部分で人の出入り及
び利用可能な部分のうち、空調施設等、建築物の管理に必要な面積を除いた面積である 5)。 
2）容積率割増制度 
都市環境改善等の為に、屋上緑化の義務付けのほか、敷地内の緑化義務面積に屋上緑化面
積を入れ、容積割増しする制度を実施し、都市緑化を推進することを目的としている。特に、
大阪では、地上部緑化と同じ扱いをするため、樹木による、良好な緑化をすることを条件と
しており、緑地としての質を考慮して制度を実施している。  
東京都は、ビルオーナーが積極的に屋上庭園整備を推進するために、都市の再開発地域な
どを対象に、屋上緑化が条件で容積率を上乗せる制度を 2001 年 4 月 1 日から実行した。こ
れは、都市のヒートアイランド化の抑制など都市環境の改善に資するため、特定街区、再開
発地区計画、高度利用地区、総合設計などの都市開発諸制度の運用基準等を改定し、屋上緑
化など都市緑化を推進するのが目的である 6)。 
また、大阪府では、従来の公開空地による容積割増しに加え、屋上緑化の面積に相当する
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建物床面積を容積率として割増した（一定の上限値あり）。この制度では現行の敷地内の緑
化義務 30％について、屋上緑化も含めて 30％としてカウントできるが、地表で 30％の緑化
をしない場合は、透水性舗装等により環境への配慮をすることとなっている。 
ここでの屋上緑化とは、建築物の屋上部分において、恒常的に、樹木等を有効に植栽するも
のであり、これらの生育に必要な土などの植栽基盤があるもの（鉢植え等は不可）、または、
水生植物を配した水面と定義されている７)。 
3）補助金支援制度 
助成・補助金に関する制度は、緑化義務面積以上を緑化することを基本とし、都市や町の
緑地として公開することを補助の条件としている制度、植物の種類によって補助金が違う制
度がある。そして、屋上緑化後の 5 年間撤去の不可、植物の生育状態に関して毎年報告する
など、緑地としての公開、緑の質、維持管理などが制度として規制に盛り込まれている。 
さらに、東京都では 2009 年 4 月から、街かどの景観向上に貢献する、緑化場所の公開性
が高いなど、地域において緑化効果が高い民間施設の緑化事業（接道緑化、壁面緑化など）
について、工事費の一部を助成、対象は、東京都内の都市計画法第 7 条に基づく市街化区域
に立地すること、公道に面した緑化、公開空地など、制度的に公開を義務付けられた区域の
緑化、敷地内や人工地盤上であって開放されている区域の緑化である 8)。 
 
 
 
 
図１－１ 東京都における屋上等緑化指導実績（東京都環境局） 
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新宿区では、都市の緑化を図りみどり豊かで快適な美しいまちづくりをすすめるため、
2008 年 4 月から「屋上等緑化助成制度」を実施している。対象は、すべての既存建築物で、
敷地面積 250 ㎡未満の新築及び改築、敷地面積 250 ㎡以上 1000 ㎡未満の新築および改築で
新宿区緑化基準を超える部分（敷地面積 1000 ㎡以上の新築及び改築は対象外）であり、屋
上緑化造成後、5年間撤去はできなくなっている 9)（表 1―1）。 
兵庫県では、都市地域における防災性の向上や環境改善などを目的として、学校、公園や
空地などで行う緑化のほか、まとまった面積の緑化が可能な土地の所有者が行う緑化に対し
て補助をしている。樹木による緑化は、原則として「苗木等一覧表」記載の樹木を補助対象
としている。そして、建築物の屋上や壁面で行う緑化は、質の高い緑化とし、樹木による緑
化、または、芝生等草本類による緑化で最小規模は 100 ㎡（セダム等の多肉植物、コケ類除
く）としている 10)。  
大阪市では、都市の景観向上、環境改善及びヒートアイランド対策並びに防災に寄与する
ため、民間建築物の屋上や公共道路に面した民有地の壁面、敷地などに対し、植栽費や基盤
整備費等の工事費の一部について助成を行っている。整備した緑化施設の公共性に応じ、緑
化施設が広く一般に開放される場合（以下「公開の場合」という。）補助対象経費の額の 2
分の 1 または緑化面積に 2 万円を乗じた額のうち、いずれか少ない額とし、100 万円を上限
とし、緑化施設が当該建築物の利用者に限って開放される場合（以下「限定公開の場合」と 
いう。） 補助対象経費の額の 4 分の１または緑化面積に１万円を乗じた額のうち、いずれ
か少ない額とし、50 万円を上限、緑化施設が公開されない場合補助対象経費の額の 6 分の 1
または緑化面積に 7 千円を乗じた額のうち、いずれか少ない額とし、30 万円を上限として
いる（表 1―2）11)。また、事業完了の翌年から 4 年間、毎年、現状報告書を提出いただく
必要があるなど、従来のものより厳しい制度となっている。少なくとも 5 年間は良好な維持
管理をすること、適切な管理がなされず助成対象の緑化施設を撤去または放置し枯れた場合
は、補助金の返還を求めるなど、維持管理の条件があり、屋上緑化事業における『開放』の
区分について以下のような定義をしている。 
 
①『広く一般に開放される場合（公開）』とは： 
デパートやホテルのように、だれでも自由に出入りできる建物に設置される屋上
緑化施設（夜間など管理上一時閉鎖以外、少なくとも営業日等の半分以上は開放
すること）完了後、大阪市のホームページ等により積極的にＰＲする必要がある。 
②『開放されない場合』とは： 
事務所ビル等で申請者（のご家族）のみが利用できる場合、また、戸建て住宅は
原則として開放されない場合。 
③『当該建築物の利用者に限って開放される場合（限定公開）』とは： 
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上記①②のいずれにも当てはまらない場合で、利用者が限定される建築物に設置
される屋上緑化施設の場合。居住者に開放された集合住宅、従業員に開放された
事務所ビル、児童に開放された幼稚園・学校等、入所者に開放された老人介護施
設・病院・社会福祉施設等。 
 
 
 
表 1－1 新宿区の屋上緑化の助成 
種別 助成金額 上限額 
屋上緑化 
（最低 1m2以上） 
30cm≦土
厚 
30,000 円／m2 
30 万円 
（または工事費の 1／2のいずれか低い額） 
土 厚 ＜
30cm 
15,000 円／m2 
30 万円 
（または工事費の 1／2のいずれか低い額） 
 
表１－2 助成の対象や助成額などの概要 
 
 
 
 
 
対象 条件 助成の上限額 
(①②のいずれか少ない額） 
対象経費 
屋上緑化 ：広く一般に開放される場
合） 
  
 最小面積 3.3 ㎡以上 ①経費の 1/2 
②2 万円/㎡として算出した額 1 件
当たり 100 万円 
植栽費 
基盤整備費等 
屋上緑化 ：当該建築物の利用者に限って開放される場合）  
 最小面積 3.3 ㎡以上 ①経費の 1/4 
②1 万円/㎡として算出した額 1 件
当たり 50 万円 
植栽費 
基盤整備費等 
屋上緑化 ：公開されない場合）   
 最小面積 3.3 ㎡以上 ①経費の 1/6 
②7 千円/㎡として算出した額 1 件
当たり 30 万円 
植栽費 
基盤整備費等 
壁面緑化 建築基準法に定めた道路に 面
し視認できる壁面 最小面積
3.3 ㎡以上 
①経費の 1/2 
②2 万円/㎡として算出した額 1 件
当たり 100 万円 
植栽費 
基盤整備費等 
敷地緑化 
“生け垣 
建築基準法に定めた道路に 面
し視認できる敷地 奥行き 5ｍ
以内 最小面積 3.3 ㎡以上 
② 経費の 1/2 
②2 万円/㎡として算出した額 1 件
当たり 100 万円 ブロック塀等の撤
去は 6千円/㎡ 
植栽費 
ブロック塀等 
撤去費等 
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1.1.3 屋上緑化の方法と主な種類 
屋上緑化は、建物の屋根、屋上、ルーフバルコニー、バルコニー、ベランダなどが緑化対
象であり、植物の生育場所がないため、植物の生育基盤を確保し、日照状態、方角などの環
境条件を考慮して緑化を行う。植栽する樹木の選定は、土壌の厚さ、土壌の重さなどによっ
て制限されることが多く、植栽基盤の大きさなどを計画する段階で、植物形態は決定される
（図 1－2）（表 1－3）。 
主な形態としては、形態による分類として、庭園型、菜園型、ガーデニング型が、使用す
る材料などを主体として分類した芝生型、草原型、セダム型、ビオトープ型、コンテナ型な
どがある。庭園型は、多様な植栽形態と景観をもっている形態であり、菜園型とガーデニン
グ型は、施主自らが作業を行い、収穫や栽培を目的とする形態である。芝生型は、広い面積
の広場を主な空間とする形態であり、草原型は自然のように放置して植物を生育させる。セ
ダム型は、省管理で、施工費用が安くて早い形態であり、ビオトープ型は、生態多様性を目
的とし、動植物のために様々な空間を提供する。コンテナ型は、植物を大型コンテナなどで
栽培する方法であり、セダム形や芝生形など、樹木の植栽が厳しい場合、組み合わせで使用
する形態である(表 1－4)。 
屋上緑化空間のデザインは、技術的に、フォレスト、ガーデン、ビオトープなどの様々な
形態の緑が実現可能であり、自然再生や生態系を重視したエコロジカルデザインと快適性や
機能性を重視したアメニティデザインに分類できる。そして、管理密度の高い Intensive な
ものと、管理密度が低い Extensive なものがあり、デザインの質と管理密度の二つの軸を考
慮し、立地、周辺環境、利用機能を考えてデザインを選択する方法がある（図 1－3）12)。 
 
1.1.4 屋上緑化の効果 
屋上を緑化することで得られる効果は、一般的に多く知られている都市気象改善、大気浄
化、雨水対策などの都市環境問題を改善する効果をはじめ、省エネルギー、建築保護、目隠
し、防災など建物に影響する効果、利益、集客など直接的な経済効果、自然生態系の回復な
ど生態的効果など多様なものがある。そして、屋上緑化を人々が利用することで得られる効
果は、景観、観賞、趣味・収穫、憩い、軽運動、治療、教育などがあり、最近では特に屋上
緑化空間の公開が進んできており、屋上緑化に求められている効果は一般の都市緑地に求め
られている機能と合致してきている（表 1－5）。 
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図１－2 植栽基盤の種類（屋上緑化設計・施工ハンドブック（2007）PP.71）13) 
 
 
 
 
 
表１－3 緑化重量別の緑化計画ポイント（屋上緑化設計・施工ハンドブック（2007）PP.63）13) 
緑化重量 緑化計画ポイント 
1 60Kg/㎡以下 セダム頦による緑化が主体となるが、コン亍ナ型芝生で底面灌水等では、灌水管
理を頻繁に行なえば可能。軽量な舗装材を使用するなどデザインを工夫すれば、
局部的に草花や低木を交えることは、潅水を頻繁に行なうことで可能となる 
2 120Kg/㎡以下 軽量土壌を使用すると、潅水装置を備えた芝生主体の緑化ができる。デザインを
工夫すれば中木を点在させ、低木、草本類を使用した緑化も可能 
3 180Kg/㎡以下 軽量土壌を使用し、芝生等の面積を広くすると、高木を点在させ低木、草本類を
使用したデザインも可能、既存の建築物では、屋上で緑化に使用する面積を少な
くしても、この程度が限度となる 
4 250Kg/㎡以下 軽量土壌を使用し、芝生等の面積を広くすると、周囲に高木を列植することも可
能。低木を主体とした緑化が可能。ハーブ園、バラ園、本格的菜園が可能 
5 500Kg/㎡以下 軽量土壌を使用すると、3ｍ程度の高木を全面に植栽することも可能。デザイン
を工夫すれば、ビオトープ池等を作成することが可能 
6 1000Kg/㎡以下 軽量土壌を使用すると、5ｍ程度の高木を全面に植栽することも可能。デザイン
を工夫すれば.大地の上と変わらない緑化ができる 
7 1000Kg/㎡超え 本格的な高木による樹林が可能となる。軽量土壤を使用すると、高さ 6ｍを超え
る高木の植栽も可能。自然石を使用した日本庭圉、本格的な池等も可能となる 
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図１－3 人工地盤（屋上）の緑の諸相（輿水 肇,2003）12) 
 
表１－4 緑化形態別の緑化計画ポイント（屋上緑化設計・施工ハンドブック（2007）PP.64）13) 
緑化形態 緑化計画ポイント 
1 庭園型 景観が最重点となる。許される荷重により高木の樹林、高木の点在、低木
以下等、景観が異なってくる 
2 菜園型 施主自らが作業を行い、収穫することを目的としている。栽培する野菜、
ハ一ブ、果樹等に合わせた緑化基盤が必要。葉物、実物野菜であれば土壌
厚 15cm で栽培が可能 
3 ガーデニング型 自ら作成し、管理まで行う。植え替え、刈込み、その他の管理作業そのも
のを行ラことが目的となる 
4 芝生型 飛び跳ね、寝転べる空間として、芝生の上に乗ることが基本である。締め
固まりが起きない土壌を選定する。きれいな芝生を維持するには刈り込み
と除草が重要 
5 草原型 放置型に近づけるには、背丈の高い歓迎しない植物種が優占しない対策が
必要。冬季の枯れ草の処理、長期的な無降雨曰の連続への対処を予め検討
する 
6 セダム型 省管理で生育するが、無管理では長期的に植生を維持することは無理であ
る。基盤その物の飛散、土壌、植物の飛散に対する対策が重要 
7 ビオトープ型 目標生物種、景観の維持のためには、綿密な管理が必要。強害雑草の種子
撒布元とならないよう注意。自然教育等のソフトと、セットで作成するこ
とが望ましい 
8 コンテナ型 植物の大きさに比較して、土壌量が不足する場合が多く灌水計画が重要と
なる。コンテナの素材、デザインで緑化のイメージは大きく変わる。移動
させてレイアウトを変化させることも可能 
9 壁面丨パーゴラ型 壁面の形状、環境等と植物の生育特性により、支持材等を検討する。壁面
では特に維持管理可能か否かが重要であり、設置したが管理に多大な経費
が掛かることのないようにする。パ一ゴラは、その下部の使用方法も合わ
せて検討する 
 
アメニティデザイン 
セダム 
(日本型) 
ビオトープ 屋上庭園 
草屋根 屋上樹林 
エコロジカルデザイン 
集約的管理 
粗放的管理 
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表１－5 屋上緑化の目的（屋上緑化設計・施工ハンドブック（2007）PP.60）12) 
 
 
 
 
 
 
 
緑化目的 緑化計画ポイント 
1 都市気象改善 緑の量が多いこと、植栽の永続性が必要。自然状態に近い緑地を実現する。押え
コンクリート、人工芝、ゴムマット等表面が高温になる資材は、使用を避ける
か、面積を極力少なくする 
2 大気浄化 緑の量が多いこと、植栽の永続性が必要。植物種は、汚染物質吸着能力が高い物
を植栽する 
3 雨水対策 流出遅延、貯留等の目的に合った緑化および基盤装置を設ける。土壌厚が厚く、
保水力が高いほうが有効 
4 自然生態系の
回復 
鳥の飛来、昆虫の生息等を考え、餌となる植物の植栽、水面の設置等を計画す
る。管理では薬剤を使用しないよう注意する。植物種は出来る限り多くし、多様
な生物が生息する様に心掛ける 
5 省エネルギー 建物の日照調節、断熱、放熱防止等のための緑化は、その効果を予測し、計画す
る。土壌が厚く、植物の葉が繁るほど効果的。屋上面全てを緑化したほうが効果
的。 
6 建築保護 太陽光や急激な温度変化を減少させ、建築物その物や防水層を保護する。屋上面
全てを緑化する方が効果的 
7 利 益 テニスコート、イベント会場などの場所を利用し、利益の上がる用途を考える。
周囲の目隠し緑化、間仕切り緑化とする。階下への遮音、防振に留意する 
8 集 客 庭園、ハーブ園等人が呼べる綠化形態とする。イベント会場、子供遊園地等でも
周辺に緑化を行い、集まった人の心を和らげる 
9 景 観 外部からの見栄えを良くする。樹木と同時に草花等も利用する。地上の緑との連
係、建築物のデザインとの関係も考虑する 
10 観 賞 庭園的利用や建物内部からの観賞を目的とし、池、その他造園修景施設を配する
11 目隠し 施設の遮蔽、プライバシーの確保等目的により密度、方法は異なる。防災上の植
栽と兼ねることができる 
12 趣味・収穫 花の栽培、菜園からの収穫、香りを楽しむ等個人の趣味に合わせる。土壌表面が
裸地になる場合が多くまた掘り返すことも多いので、飛散しやすい土壌は避ける
13 憩 い イス、テーブル類を設置。高木による緑陰、またはつる植物によるパーゴラ等を
考慮する。ある程度囲まれた空間が落ち着きやすい 
14 軽運動 芝生面を大きくとる。芝生の土壌は踏圧により固結しづらいものを使用する。球
技を行う場合、外への飛出し防止を完全にする。階下への遮音、振動防止に留意
する 
15 治 療 小烏や花、緑化空間、香り、フィトンチッド等により心の安定や治療効果の促進
を図る。園芸行為そのものが心身の癒し、機能回復につながる 
16 教 育 植物を育てることは、情操教育に大きく寄与する。ビオトープ等で、自然の仕組
みを実体験する。芝生で構成する遊び場、教育用草花の栽培、小動物の飼育.ビ
オ卜一プなど 
17 防 災 防火、スクリーン効果等、目的に合った樹種および高さを選択する。配置は、外
周部に植栽を多くした計画とする 
10 
 
 
1.2 既存の関連研究と本研究の位置づけ 
 
1.2.1 既存の関連研究 
屋上緑化素材や工法に関する研究は以下のとおりである。 
屋上緑化の基礎になる素材である耐根・坊根シートについて、橘 大介ら 14)は、新築での
屋上緑化工事でも押えコンクリートの上に耐根シートを設置することや、既存の建物での屋
上緑化工事で耐根シートを単独で設置することなど防水層と耐根層が切り離された工事が多
いことを指摘し、検証された工法や素材の使用が必要であると述べている。 
植栽方法に関して、藤田ら 15)は、屋上緑化による環境改善効果、生物相の回復状態、維
持管理情報を得るために、高木・中木から宿根草を導入した多用な工法・資材を用いた屋上
庭園技術の事例を報告している。広永ら 16)は、20 種類の植物を用いて土層軽量化と省力管
理に向けたヤシ繊維製土のうによる屋上緑化技術を報告している。飯島 17)は、屋上緑化空
間は庭園利用、公園利用、菜園利用など多様であるが、実際には緑化目的は複合に機能して
おり、緑化用途別に導入植物の特徴に関して述べている。Park ら 18)は、屋上緑化の植栽基
盤に関する研究で、低管理の条件の中で、土壌厚さ 15cm、25cm で樹木の生育状態の違いを
調査した結果、25cm の方で、生育状態が良いことを確認した。しかし、14 日間の無潅水状
態でも土壌厚さ 15cm の樹木の生育が可能であったことから、屋上緑化で樹木を植栽する時
に、低管理で、軽量化を可能にする人口土壌に関して報告している。 
これらの研究は、屋上を緑化による建物への安全性確保やより良い生育環境を確保するこ
とを目的としており、多肉植物や芝生類植栽などの単純な緑化方法から多様性のある植栽へ
移行することを意図したものともいえる。 
屋上緑化空間の生態空間として活用するための研究は以下のとおりである。 
永瀬 19)は、屋上緑化による様々な効果を、一度に取得しようとするのではなく、一番大
切な導入理由、すなわちどの効果を最も期待しているかということを明確にし、デザインや
培地、直物の選択等を決定していくことが重要であると指摘している。Choi ら 20)は、屋上
緑化は都市の生態ネットワークの要地として、大きい可能性を持っている空間であるために、
屋上緑化の適切な立地を通して、より効果的な生態ネットワークを構築する必要があり、そ
のため、立地計画や生育する場所を造るための技術や工法の開発が必要であると、モニタリ
ング結果をもとに報告している。永瀬 21)は、スイスの屋上緑化の取り組みに関する報告で、
スイスでは、屋上に近隣の自然を再現し、建築物により破壊された生態系の一部を再生する
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傾向があると報告している。 
これらの研究は、屋上緑化空間を生態空間として計画する上で、より効果的方法や緑化す
ることから、自然を再生する観点に認識を転換する意図をもっている。 
屋上緑化空間での人々の利用に関する研究は以下のとおりである。 
Christopher ら 22)は、アメリカの California Oakland にある Central Park atop 駐車ビ
ルの屋上緑化に対して、1961 年から一般公開利用されて駐車ビルの屋上が休憩、ランチ等
で、人々の憩いの場として町の人気のある空間になっていることを屋上緑化公開の良い事例
として報告している。Erica ら 23)は、近年の屋上緑化に対して、地上部とほぼ同じ水準の屋
上緑化が可能になっており、人口密度が高い都心部で、レクレーション空間としてより豊か
な生活を可能にする手法であると評価している。木野村ら 24)は、都市で働くオフィスワー
カーを対象として、安らぎとくつろぎのための休憩場所を提供する手法と想定して、緑化さ
れた屋上を持ったオフィスビルで働くオフィスワーカーに調査を行い、屋上緑化の休憩機能
としての機能を評価している。豊原ら 25)は、既存の公開型屋上緑化施設に対して、管理者
のヒアリングを中心に設置目的、維持管理方法、利用状況が緑の質に及ぼす影響と課題を整
理し、屋上緑化は地上の緑地と異なり、自ら見に行かなければ視野に入らないケースが多く、
乾燥等に優れた植物の導入や自動潅水などによる管理省力化は、所有者や管理者の負担をか
けない一方で、緑化空間に対する関心を低下させる傾向があり、多面的な機能を持った緑地
としての屋上緑化を目指すために、人の介入を足らすデザインが必要であると指摘している。
小高ら 26)は、屋上開発研究会が実施したアンケート調査 27)の結果に基づき、地方行政担当
者の屋上緑化に対する認識について解析した。佐久間ら
28)
は、壁面緑化資材会社等 45 社を
対象としてアンケート調査を行い、緑化の目的、緑化の手法、使用した植物の種類等につい
て整理している。鈴木ら
29)
は、都市景観改善、生物多様性、都市住民の身近な自然とのふ
れあい等屋上緑化施設の有するこれらの多面的な機能に留意し、整備される緑化施設の公開
性と植栽構成の多様性、維持管理水準の質を高めていくための手立てについて官民連携で構
築していくことが必要であると指摘している。武藤ら
30)
は建築や緑化に関連した仕事に従
事していない被験者を対象に、壁面緑化に関する評価構造を把握するために評価グリッドを
用いたヒアリング調査を実施し、壁面緑化計画上の課題を整理している。田中
31)
らは、好
ましい屋上緑化のデザインを明らかにするために、京都市内の屋上から撮影した 4 種類の景
観写真と 4 パターンの屋上緑化写真を合成した画像を用いて実験をした。そして、属性の近
似する学生を被験者としたため、現地実験等の研究を今後の課題としている。 
これらの研究は、屋上空間の都市オープンスペースとして活用可能性や維持管理への影響
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などを指摘しており、屋上緑化空間での人々の利用を促進する意図をもっている。 
屋上緑化に関する制度の研究は以下のとおりである。 
中村ら
32)
は、日本とドイツにおける屋上緑化施策の比較研究を行い、定量的な評価で
「生態多様性」、「雨水調整」などの具体的な効果を表しているドイツの BAF（生態面積率）
を参考し、日本の屋上緑化制度を見直す必要があると指摘している。金ら
33)
は、義務化制
度の普及により、緑化面積の拡大等、都市の緑化の推進に寄与したが、今後、地球温暖化防
止、生物多様性の保全、良好な景観形成、都市住民の憩いの場の確保等、これらの社会的要
請に対応した空間形態、樹木植栽の構成、公共利用等についても総合的な評価や検討を行い、
屋上緑化施設の計画・設計を進めていくことが必要であると指摘している。ZHAO
 34)
らは、
韓国と中国で実施されている屋上緑化に制度を比較することで、制度の現況を把握し、今後
の改善策として緑化空間の荷重計算をすることと緑化施設の定期的点検・品質検査、緑化を
支援する制度と義務付け制度づくりが必要であると指摘した。 
これらの研究は、屋上を緑化することによる効果を明らかにし、それを制度に適用するこ
とが必要であると指摘しているが、多数の制度や評価方法を対象とした比較研究ではない。 
 
1.2.2 本研究の位置づけ 
屋上緑化の工法や技術は、軽量や低管理の研究に留まっておらず、より良い質の緑地を
造るための研究が進んでおり、屋上緑化の都市景観改善、環境・生態的な面での利用の時
に、より効果的な緑化を可能にするための研究が進んでいる。屋上緑化の人々の利用は都
市の人々の休憩空間、レクリエーションなど、都市緑地としての期待が高くなっている。
しかし、利用できない屋上緑化や関心不足による緑化空間の質の低下などが問題として指
摘されており、都市緑地として、よりよい質の緑を維持するための一つの方法としても、
屋上緑化空間での人々の利用は重要である。屋上緑化空間の利用に関する研究は少なく、
ビデオや写真などによる好ましさの評価、特定建物利用者のみの研究など、私有地が多い
屋上での利用者を対象とする研究は、限界がある。屋上緑化の制度は、緑化面積から緑化
空間の質への移行と都市緑地としての機能や効果を表す制度づくりが必要とされている。 
以上のことから、屋上緑化は、都市緑地の一部として認識され、定着しつつあり、多様
な利用を求められている。一方、緑化技術も進んでいるものの、国の制度は、依然として
面積を中心としていることが多く、屋上緑化空間の機能や多様性を誘導する制度はほとん
ど見られないため、その方法論や妥当性などを学術的な観点からも議論しておく必要が生
じている。本研究は、それらのことを踏まえ、屋上緑化空間を都市緑地の観点から、多様
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な機能を総合的に評価するということを試みたものである。 
1.3 研究目的と方法 
 
屋上緑化空間は、都市の熱環境改善の有効な手法として普及が始まって、都市緑地の一
部として都市の人々に多様な機能を求められるようになっている。それに伴って、植物に
は悪環境である屋上での植物の生息、屋上緑化の多様な目的に効果的な植栽形態、生態空
間としての活用などの研究が進んでいるが、国や自治体の制度は単純であり、都市緑地と
して増えている新たな緑地である屋上緑化空間の質の低下が憂慮されているため、屋上緑
化空間の機能を定量的に評価し、可視化することができる制度やシステムづくりが必要と
されている。また、国や自治体からの優遇措置は、緑化面積を主な基準としているが、緑
化方法や形態によって屋上緑化の効果と機能に大きな差が生まれるため、緑化されている
空間の質の評価によるものである必要がある。 
そのために、本研究は、現在実施されている屋上緑化に関する制度の内容と基準を類型
化し、屋上緑化の実態調査データを用いて類型別に分析を行い、制度の課題について考察
を行う。そして、都市緑地やオープンスペースを評価する制度の評価基準と海外の屋上緑
化制度の基準から評価項目を抽出して屋上緑化空間の評価項目と基準を作成し、東京都で
公開している屋上緑化の事例データ、既存の受賞作品を用いて作成された評価項目の適用
可能性、妥当性について検討を行うことで、評価指標としての可能性と屋上緑化制度への
展開について考察することを目的として実施した。 
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1.4 論文の構成 
 
本研究は、以下の 5 章で構成されている（図 1－4）。 
第 1 章では、本研究の背景として、国や自治体で実施されている屋上緑化に関する制度
の動向や位置づけと既存の関連研究の整理を行い、研究の意義を整理した。これらの背景
を踏まえ、都市緑地としての機能を含む屋上緑化空間の評価指標づくりの必要性について
整理し、次に、評価項目と基準について検討することを目的として設定した。 
第 2 章では、国や自治体で実施されている屋上緑化に関する制度の基準を類型化するた
めに、屋上緑化の制度化が活発的に行われている東京都の制度内容を整理し、類型化を行
った。そして、制度の基準を実際の現況調査データと比較することで、制度の問題点と課
題について考察を行った。 
第 3 章では、都市緑地やオープンスペースの評価制度や海外の屋上緑化制度の内容と評
価基準を整理し、評価項目をした。次に、屋上緑化に適用可能と思われる評価項目を抽出
し、制度化上の問題や課題について考察を行った。 
第 4 章では、3 章で抽出した屋上緑化に適用可能と思われる評価項目について、評価基
準の作成を行った。次に、東京都で公開している実際のデータ、都市緑化機構尾の受賞作
品を用いて、評価を行うことで、評価項目の適用可能性と課題について考察を行った。  
第 5 章の結論では、本研究の結論について総合的に考察し、さらに屋上緑化に関する制
度の再整備、または、評価指標を適用する上での注意点、都市緑化計画への展開の可能性
について考察した。 
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図１－4 研究の構成 
 
・都市緑地としての機能を含む屋上緑化空間の評価指標の必要性 
 
屋上緑化は、制度上都市緑地の一つとして認識され、定着して
おり、日本を含め海外でも義務化制度、助成制度、緑化誘導など
が活発になっているが、基準が単純であり、その方法論や妥当性
などを学術的な観点からも議論しておく必要が生じている。 
序論 
（第 1 章） 
・日本における屋上緑化制
度の現況と実態の把握 
 
（方法）屋上緑化に関する
制度の内容調査及びアンケ
ート調査データを用いた実
態把握 
制度の現
況把握及
び評価指
標抽出 
・都市緑地評価制度、屋上
緑化制度から評価項目を抽
出 
 
（方法） 都市の緑地やオー
プンスペースの評価制度に
関する事例調査及び海外の
屋上緑化制度の調査 
（第 2 章） （第 3 章） 
評価指標
の提案 ・評価項目の基準づくり及び検討 
 
（方法）都市緑地の評価制度と海外を含む屋上緑化制度の評価基
準を適用、独自の評価基準とポイントを設定し、公開されている
資料を対象とした試行及び検討 
（第 4 章） 
結論 
・研究の総括 
・研究結果についての考察 
・計画・制度への提案 （第 5 章） 
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第2章  屋上緑化空間の制度と実態 
 
2.1 本章の目的と方法 
本章では、都市緑地の一部として、より高い機能を期待されている屋上緑化空間に対し、
新たな評価指標の適用可能性と今後、制度への展開について考察することを目的とする本研
究の導入部として、屋上緑化空間に関する制度と緑化空間の現況を把握することを目的とし
た。そのために、屋上緑化制度が進んでいる東京都で実施されている制度の内容と基準を把
握し、その基準と現在造られている屋上緑化空間を比較することで、制度の問題点と課題に
ついて予備的な考察を行った。 
屋上緑化の制度は、国の施策1)等において「屋上・壁面緑化の推進」が位置づけられてい
る。東京都では2001年4月に条例を改正し、一定規模超の敷地面積を有する建築物の新築又
は改築を行う場合、緑化可能な屋上部の面積の20％超の緑化を行うことを義務づけた2)。 
そして、同様の条例が同じく2002年から兵庫県で、2006年4月からは大阪府で、2007年4月か
ら京都府で実施された。国土交通省によると、2000年～2010年に施工が報告された屋上緑化
の合計面積は272,467㎡であり、全国の37.6％が東京都における施工であった3) （図2－1）。
東京都の屋上緑化実績は、全国の約4割であり、制度化が早く進んでいる東京都の制度内容
をもとにして制度をつくっている国や自治体が多く、本研究では屋上緑化制度の内容と基準
を把握するために東京都内で実施されている制度を対象とした。制度に関するデータは、各
自治体のホームページを参考としており、屋上緑化空間の現況に関するデータは、2007年～
2008年、独立行政法人建築研究所と共同研究として行った「屋上緑化アンケート調査報告書」
データの一部を用いて行った4)。 
 
図2－1 2000年～2010年、全国の屋上緑化施工面積（国土交通省、2011.08） 
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2.2 屋上緑化に関する制度の現況 
2.2.1 義務付け制度 
東京都で実施されている義務付け制度は、敷地面積（民間施設は250m2～1,000m2以上、公
共施設は250m2以上）と屋上緑化割合（2割以上）を主な基準としており、維持管理などのた
めに人の出入りが可能である屋上を対象としている。特に、新宿区では、地上部と建築物上
の緑化面積が相互に振替が可能であり、総合設計制度、一団地の総合的設計及び特定街区の
適用を受ける施設の場合、屋上利用可能面積の3割以上を義務化している（表2－1）。 
2.2.2 補助制度 
補助金支援制度は、東京都からの支援のほか、都内で、約21の自治体で実施しており、表
2－2はその中の10自治体の内容を整理したものである。義務化制度による面積以上の緑化を
行う場合、施工費の一部が補助されており、補助金を受けるための基準として、大きく設置
場所、緑化面積、植栽基盤、植栽形態、緑化形態などの類型に分けことができる。そして、
設置場所や面積の基準が最も多く確認できた。 
 設置場所として、建物の屋上や屋根のないベランダを対象としており、上空から見える面
積を助成対象としている。緑化面積は義務付け面積以上を目安として、1㎡から4㎡以上の緑
化を対象としている。植栽基盤は土壌厚さ15cmから30cmを基準にしており、一部の自治体で
は、土壌の厚さ別に植栽形態（樹木、草花類など）を制限している。 
 植物形態は、1年草（一年生植物）の使用を禁止し、草花や樹木を植栽することを基準と
し、樹木緑化の場合、緑地面積や補助金を計算するとき加算要素となっているが、樹木によ
る緑化面積は、植栽基盤の総面積以上に認めていない。緑化形態の場合は、池、湿地、ビオ
トープなどの面積を緑地面積と同じ面積として認めおり、砂利やウッドデッキ等、園路や緑
地以外のデザイン要素を総緑化面積から除外する項目が確認された。 
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表2－1 義務付け制度（東京都内）2) 5) 6) 7) 8) 
自治体 制度名・内容 
東京都 「屋上・壁面緑化の義務づけ」 
敷地面積1,000m2以上の民間施設（公共施設は250m2以上）を対象として、新築
や増築等の場合に、一定基準以上の緑化を義務づける。原則として、敷地面積
から建築面積を差し引いた面積の2割以上、及び人の出入りおよび利用可能な
屋上面積の2割以上の緑化を義務づけている。建築物上の緑化面積として、補
助資材で覆われた面積を全てカウントすることができる。 
・制定：平成13年4月 
新宿区 「屋上・壁面緑化の義務づけ」 
敷地面積1,000m2以上の民間施設及び250m2以上の公共施設で建築行為を行う場
合、地上部の緑化のほかに、建築物上に屋上利用可能面積の2割以上の緑化を
することを義務化。ただし、総合設計制度、一団地の総合的設計及び特定街区
の適用を受ける施設は、屋上利用可能面積の3割以上を義務化。なお、地上部
と建築物上の緑化面積は、相互に振替が可能。 
・制定：平成13年7月 
江東区 「屋上・壁面緑化の義務づけ」 
地面積250m2以上の公共施設及び民間施設を対象に、建築行為に際し、地上部及
び建物上に一定基準以上の緑化を義務付ける。緑化基準は敷地面積や法定建ぺ
い率、建物の用途などにより異なる。地上部で敷地の概ね10～20％以上、建物
上で敷地の12％または16％以上の緑化を行うこととする。但し一定条件の範囲
内で、相互に振り替えることができる。建築確認申請前に緑化計画書の認定を
受け、緑化工事完了後、完了届を提出し確認検査を受ける。 
・制定：平成15年7月 
葛飾区 「葛飾区緑の保護と育成に関する条例」 
敷地面積300m2以上の民間施設及び250m2以上の公共施設を対象として新築や増
改築を行う場合に、一定基準以上の緑化と緑化計画書等の届出を義務付けてい
る。地上部は、敷地面積1,000m2未満の場合は、敷地面積×（１－建ぺい率）×
2/10。敷地面積1,000m2以上の場合は、敷地面積×2/10または敷地面積×（１－
建ぺい率）×緑化率－控除面積のいずれか少ない面積以上を緑化する。建築物
上は、敷地面積1,000m2以上の民間施設及び250m2以上の公共施設を対象として
屋上面積（人の出入り及び利用が可能な場合にかぎる）の２割以上の緑化を行
うこととする。 
・制定：平成17年10月 
江戸川区 「屋上・壁面緑化の義務づけ、その他：敷地の接道部に緑化を義務づけ」 
3階かつ10戸以上または一団の土地に40戸以上の共同住宅（敷地面積300m2以
上）、または、店舗や事務所等その他の建築物で敷地面積300m2以上の建築物を
新築・増築する場合、利用可能な屋上（人の出入りができる屋上）の面積の2
0％を緑化することを義務づけている。ルーフバルコニー部分も対象となる。 
・制定：平成18年4月 
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表2－2 緑化にかかる費用を助成する制度（補助金制度）9)～17) 
自治体名 / 制度名 内容と基準 
東京都 
街かど緑化支援事
業 
・助成限度金額 200万円 
・工事費の 1/2を助成 
・植栽材料費、肥料、防根材、防土資材を含む 
・一般に公開されている場所の緑化 
・一年草は補助の対象外 
足立区 建物緑化助成制度 
・助成限度金額 50万円 
・工事費の 1/2または、面積別単
価の安いほうを助成 
・助成対象は、面積1㎡以上の緑化 
土壌厚さ15cm未満 草花類  
緑化 
5 千円/㎡が限度 
土壌厚さ30cm未満 1.5 万円/㎡が限度 
土壌厚さ30cm以上 樹木緑化 3 万円/㎡が限度 
新宿区 
屋上緑化・壁面緑
化の補助 
・助成限度金額 30万円 
・工事費の 1/2 
・施工後5年間撤去不可 
・建物の屋上、屋根のないベランダ 
・上空から見える範囲を対象 
・潅水装置は助成対象、水道工事は対象外. 
土壌厚さ 30cm以上: 3 万円 / ㎡ 
土壌厚さ 30cm未満: 1.5 万円 / ㎡ 
荒川区 
エコ助成金交付制
度 
・助成限度金額 30万円 
・2万円/㎡を上限とし、工事費の1
/2と比較して小さい方を補助。 
・助成対象は面積2㎡以上の緑化 
・樹木、草花などを植栽 
板橋区 屋上緑化補助 
・助成限度金額 40万円 
・2万円/㎡を上限とし、実際工事
費の1/2と比較して小さい方を補
助。 
・建物の屋上、屋根のないベランダ 
・助成対象は面積4㎡以上の緑化 （固定施設） 
・樹木、草花などを植栽（一年草は補助の対象外） 
葛飾区 
屋上緑化・壁面緑
化の補助 
・助成限度金額 60万円 
・2万円/㎡を上限とし、補助対象
工事費の1/2と比較して小さい方を
補助。 
・建物の屋上、屋根のないベランダ 
・助成対象は面積2㎡以上の緑化 
・プランターの容量は 100 リットル以上 
・樹木、草花などを植栽 
北区 屋上緑化補助 
・助成限度金額 100万円 
・2万円/㎡を上限とし、総経費の1
/2と比較して小さい方を補助。 
・3㎡以上の緑化を対象(ベランダは 1㎡以上) 
江東区 
みどりのまちなみ
緑化助成制度  
屋上緑化・壁面緑
化の補助 
・助成限度金額 30万円 
・1.5万円 / ㎡を上限とし、総経
費の1/2と比較して小さい方を補
助。 
土壌厚さ 30cm以上 : 3 万円 / ㎡ 
土壌厚さ 30cm未満 : 1.5 万円 / ㎡ 
・排水・ドレインの管理 
・プランターの容量は 50 リットル以上 
・ウッドデッキ、砂利などは面積に含まれない 
品川区 
屋上緑化等補助制
度 
・助成限度金額 30万円 
・助成対象は面積1㎡以上の緑化 
土壌厚さ15cm未満 草花類  
緑化 
5 千円/㎡が限度 
土壌厚さ30cm未満 1.5 万円/㎡が限度 
土壌厚さ30cm以上 樹木緑化 3 万円/㎡が限度 
渋谷区 
屋上緑化等補助制
度 
・助成限度金額 40万円 
・義務づけによる面積を超える部
分を対象、4千円/ ㎡を上限とし、
敷地面積 300㎡以上に造られる面
積。 
・固定基礎基盤の面積を緑化面積とする。 
・樹木の形態によって加算するが、緑化面積の合計は固定
基礎基盤の全体面積を超えない。 
（2m以上の樹木 = 緑化面積 3㎡として認める） 
・遠路、ビオトープ、固定プランターも面積に含める。 
* 制度の内容は、2012年 8月の時点で、各自治体のホームページを参考した。 
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2.2.3 制度の基準 
各自治体で実施されている制度の基準を整理したのが表2－3であり、義務化制度は、緑化
面積の割合と設置場所（利用可能な屋上）の二つを基準としており、補助金制度は面積（義
務面積以上）、設置場所（利用可能、一般公開）、植栽基盤（土壌厚さ、容量）、植栽形態（草花、
樹木）、緑化形態（デッキ、池）の五つの類型の基準が確認できた。そして、設置場所と緑化面
積、緑化面積と植栽形態、設置場所と植栽基盤の二つの類型を基準として持っている制度が
最も多く、基準を定量化するなどの詳細な基準設定はほとんどみられないことが確認できた。 
そして、排水、ドレイン、防水層、施設の素材等については、屋上緑化の留意事項となっ
ており、制度による強制性を持っていなかった。 
 
 
 
表2－3 屋上緑化制度の基準の類型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
類型 項目 
設置場所 
・建物の屋上または屋根のないベランダ。 
・上空から見える範囲（面積）を対象とする。 
・一般に公開されている場所。（空間） 
面積 
・義務化による緑化面積以上を緑化した場合。 
・一定面積以上を緑化した場合。（1㎡～4㎡以上） 
植栽基盤 
・植栽基盤の厚さを制限。(15cm未満、30cm未満、30cm以上) 
・100リットル以上のプランター。（移動可） 
・50リットル以上のプランター。（固定式） 
植栽形態 
・一年草（一年生植物）は対象外。 
・草花や樹木などを植栽する。 
・植栽基盤の厚さによる植物の制限。 
(15cm未満、30cm未満は草花、30cm以上は樹木) 
緑化形態 
・砂利やウッドデッキ等は緑化面積から除外する。 
・池、湿地、ビオトープなどの面積は緑化面積として認める。 
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2.3 基準の類型からみる屋上緑化の実態 
2.3.1 調査と分析の方法 
屋上緑化の実態を把握するため、2008年度、独立行政法人建築研究所と共同に実施した屋
上緑化アンケート調査のデータを使用した。屋上緑化は私有地や未公開施設が多く、多くの
サンプルを必要とする場合には、現場調査等が厳しいため、アンケート形式で調査を行った。
具体的には屋上緑化を行っている建築物で、緑化面積が100m2以上の建築物について、既往
の出版物から201件と、東京都の「東京における自然と保護の回復に関する条例」第14条に
より屋上緑化の義務化により緑化された建築物として、2005年度から2007年度までに竣工し、
当該条例に基づき提出された緑化完了書の資料から抽出した206件の、計407件を調査対象と
した。このうち、公共建築は119件、民間建築は288件であった。また東京都の資料から抽出
した屋上緑化の義務化による公共建築は56件、民間建築は150件であった。調査票の配布期
間は、2008年1月18日より3月7日まである。アンケート調査の実施概要は表3-1に示すとおり
であり、有効回答数は全体で99件、有効回答率は24.3％であった。内訳は、公共建築からは
46件（有効回答率38.7％）、民間建築からは53件（有効回答率18.4％）であった。なお、マ
ンション等の住宅施設については、調査対象が屋上緑化の規模を100m2以上としているため
調査の対象外とした。集計にはSSRI WASS即析集計クエリーver2.0を用い、アンケート調査
に用いた質問項目は、表3-2に示すとおりである。 
そして、2.2の研究結果から明らかになった屋上緑化制度の基準である緑化面積、植栽基
盤、植栽形態、設置場所（一般に公開している場所）、緑化形態について、「屋上緑化アン
ケート調査業務報告書」のデータと比較して、屋上緑化の現況から制度の基準について考察
するとともに、屋上緑化施設の管理の現状と所有者の意識について考察した。 
 
表2-4 アンケート調査概要 
 
調査日 2008.1.18～3.7 
公共 
 
配布数： 
119 
有効回答数： 
46 
有効回答率： 
38.7％ 
民間 
 
配布数： 
288 
有効回答数： 
53 
有効回答率： 
18.4％ 
 
合計 
配布数： 
407 
有効回答数： 
99 
有効回答率： 
24.3％ 
配布・回答方法 郵送 
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表2-5 アンケート調査項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
区分 質問項目・関連項目 
1. 屋上緑化への取り組み 
問1 建築物の用途 
問2 屋上緑化の動機 
問3 屋上緑化の目的（M.A.） 
問4 満足度 
2. 緑化空間の形態 
問5 緑化形態 
問6 主な植栽形態（植物名はF.A.） 
3. 植栽基盤と設備 
問7 植栽基盤の重量 
問8 植栽基盤の土壌厚さ 
問9 灌水装置の有無・種類 
4. 屋上緑化空間の 
利用状況について 
  
問10 立ち入り利用の有無 
問10－1 公開利用の有無 
問10－2 利用日の制限 
問10－3 利 用時間の制限 
問10－4 来場範囲 
問10－5 年間利用者数 
問10－6 公開のメリット（M.A.） 
問10－7 公開のデメリット（M.A.） 
問10－8 企画行事開催 
問10－9 企画行事開催頻度 
6. 屋上緑化の費用 
問11 施工費 
問12 維持管理費 
7. 維持管理など 
問13 維持管理作業項目（M.A.） 
問14 維持管理作業委託状況 
問15 コスト高維持管理作業項目 
問16 維持管理上の問題点（M.A.） 
8. 意見や要望 
  
問17  存続希望年数 
問18 屋上緑化を具体化上の考慮点（M.A.） 
問19 行政に対する要望（M.A.） 
9. その他 問20 屋上緑化普及に対する意見（F.A.） 
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2.3.2 制度の基準と屋上緑化の実態 
1)緑化面積と緑化形態 
屋上緑化の緑化形態は、散歩路、広場、池・湿地、デッキなど、様々な空間の要素を持つ
庭園型と栽培、収穫を目的とする菜園型、大型コンテナあるいは手すり周辺に設置される花
壇型と自然のまま放置する草原型、生息地提供、生物多様性のためのスペース確保をメイン
とするビオトープ型と、コケ、セダムなどの軽量緑化の方法である薄層型の七つに分類した。 
図3-1に示すように庭園型と芝生広場型では、様々な面積の緑化が確認できた。最も広い
面積は、庭園型が56,922㎡（三河島水再生センターの屋上荒川自然公園）、芝生型が14,500
㎡（名古屋市オアシス21）であった。花壇型、ビオトープ型、薄層型の場合、面積499㎡以
下が多く、最も広い面積は、花壇型が715㎡（フジタ製薬㈱東京工場）、ビオトープ型が533
㎡（東京ガス環境エネルギー館ワンダーシップ）、薄層型が922㎡（豊島区豊島清掃事務所）
であった。草原型は1,999㎡以下が最も多く、最も広い面積は5,100㎡（所沢市東部クリーン
センター）であった。今回の調査では、薄層型、花壇型、ビオトープ型は小規模が、庭園型
と芝生広場型、草原型が大規模の事例が多く確認できた。緑化形態と面積は様々であり、緑
化形態によって緑地としての機能が異なるため面積の割合だけでは緑化空間の質を確保する
ことは厳しい。 
 
 
図2-2 緑化形態×緑化面積（Ｎ：99件） 
 
40.4%
50.0%
88.9%
30.0%
100.0%
33.3%
83.3%
28.8%
25.0%
11.1%
20.0%
16.7%
13.5%
10.0%
50.0%
1.9%
15.0%
5.8%
5.0%
25.0%
9.6%
20.0%
16.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
庭園型
菜園型
花壇型
芝生広場型
ビオトープ型
草原型
薄層型
499㎡以下 999㎡以下 1999㎡以下 2999㎡以下
3999㎡以下 4999㎡以下 5000㎡以上
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2)設置場所（公開している場所）と緑化形態 
 屋上緑化空間での「立ち入り利用」とは、整備された屋上緑化施設について、施設内に立
ち入り、植物や庭園の観賞、散策、休息等に供する行為を総称した概念であり、「立ち入り
利用」を「公開利用(Public access)」と「会員専用(Members only)」に分類した。「公開
利用(Public access)」とは、建築居住者や勤務者以外の第三者が屋上緑化施設を利用でき
る状態を言い、「会員専用(Members only)」は、建築居住者、勤務者、会員のみが利用でき
る状態である。また、本研究では、制度の基準である「公開している場所での緑化」を「公
開利用(Public access)」として解析して分析を行った結果、「公開利用(Public access)」
が全体の47.5％、「会員専用(Members only)」が18.2％であり、「利用不可能」は、34.3％
であった（図3-2）。全項目で回答が最も多かった庭園型は「公開利用」で61.7％、「会員
専用」55.6％、「利用不可能」38.2％であり、利用が制限されるほど減っていく傾向がみえ
た（図3-3）。「公開利用」の庭園型は、オフィス、大学、病院、市民センター、区役所、 
住商複合ビルの順で多く、「会員専用」の庭園型は、小学校、オフィス、病院、中学校の順
で多かった。「利用不可能」の庭園型は、掃除（リサイクル）センター、コンサートホール、
区役所、オフィス、ホテル、大学などがあり、庭園型は、小・中学校、掃除センター以外に
重複する建物の種類が多かった。「利用不可」のみで確認できた薄層型の場合、大学、掃除
事務所、立体駐車場、消防署、商業施設、在宅介護支援センター、自然体験施設であり、
人々の利用が難しいと思われる施設が多かった。草原型と花壇型は利用が制限されるほど多
くなる傾向がみえており、緑化型態別でみると半分以上が「利用不可」で、「公開利用」が
最も少なかった（図3-4）。今回の調査で、屋上緑化空間の利用は、利用対象、範囲、時間
など様々であり、人々の利用を目的とした緑化形態でも利用不可や制限があり、公共空間と
しての機能を確保するためには、公開の度合いを制度によって誘導する必要がある。 
 
図2-3 屋上緑化空間の利用状況（Ｎ：99件） 
47.5%
18.2%
34.3% 立ち入り利用(公開利用)
立ち入り利用(会員専用)
利用不可
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図2-4  屋上緑化空間の利用状況×緑化形態（Ｎ：99件） 
 
 
図2-5 緑化形態×屋上緑化空間の利用状況（Ｎ：99件） 
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3) 主な植栽形態と植栽基盤の土壌厚さ 
植栽形態は、高木（3ｍ以上）、中木（1ｍ以上、3ｍ未満）、低木（1ｍ未満）とハーブ・
草本類、芝生類、コケ・セダム類、その他の七つに分類した。 
図3-5に示すとおりに、高木を中心とした屋上緑化空間は、植栽基盤の土壌厚さ50cm以下
（40.0％）と100cm（60.0％）以下のみであり、中木は、植栽基盤50cm以下（75.0％）が最
も多かった。低木を中心とした屋上緑化空間は、土壌厚さ20cm以下と50cm以下が多かったが、
高木と中木を一緒に植栽する場合は、植栽基盤の土壌厚さを100cm以上確保していた。コ
ケ・セダム類が中心である場合、植栽基盤の厚さは5cm以下と10cm以下が最も多く、ほとん
ど単独植栽として使用されているが、花壇型の屋上緑化空間（植栽基盤の厚さ50cm以下）に
低木と一緒に植栽された事例が1件あった。植物は混用されるケースが多く、同じ敷地内で
も植栽形態によって土壌厚さも異なるため、制度の基準である樹木と草本類の植栽、土壌厚
さ15cm、30cmの基準だけでは、質の良い植栽を誘導することは難しいことが明確になった。 
 
図2-6 主な植栽形態×植栽基盤の土壌厚さ（Ｎ：92件） 
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2.3.3 屋上緑化空間の維持管理状況 
1)維持管理状況 
維持管理作業について、何に最もコストがかかっているかの問に対し、95件の回答を得た。
そのうち、除草作業が最も高い率であるが、剪定、刈り込み、芝刈りも10％以上を占めてい
る。水道料金を挙げている回答もあるが、この部分は他の部分の水使用分と区別されていな
い場合が多く、実状はもっと多い可能性も想定される（図3-6）。その他13.7％は、「草花
の入れ替え」が6件で、「破損による入れ替え」、「社員による管理であるため管理費は無
い」などがあった。 
そして、維持管理上の問題についての問に対しては、複数回答のため、162件の回答を得
た。維持管理上の問題で最も多いものは風や乾燥への対応であり、次に排水孔の目詰まり、
過繁茂（over growth）、病虫害の順であった。害虫による人的被害、近隣の苦情は少なか
った（図3-7）その他12.3％は、潅水、排水施設の不具合が3件、立ち入り利用による汚れや
破損が2件、植栽基盤の老化、日照不良、土が飛ぶなどがあった。 
維持管理上の問題は、屋上特有の問題（風や乾燥、排水口、過繁茂）が多いが、コストが
高い項目は、除草、剪定、刈り込みなど屋上特有の項目ではない。 
2)屋上緑化空間に対する所有者の意識 
屋上緑化を具体化する上で考慮した問題についての問に対し、複数回答のため203件の回
答を得た。イニシャルコスト低減よりもランニングコスト低減を挙げている建物が多く、良
質なデザイン、荷重、防水･排水の問題も比較的多く挙げられた（図3-8）。しかし、集客効
果、安全など人々の利用や運営に関する項目は少なかった。その他は、風や乾燥など屋上環
境への対策、ボランティアとの協働、自然生態系保全に寄与などがあった。 
行政に対する要望等についての問に対し、複数回答のため98件の回答を得た。「屋上緑化
に対して固定資産税の軽減等税制上の優遇措置について、検討してほしい」との要望が最も
多く、「維持管理費の一部について、公的助成の適用を検討してほしい」が続いている。3
番目に多いものは「建設費の助成の割合又は上限をさらに引き上げてほしい」、「屋上緑化
計画及び維持管理に必要な技術事項をまとめたマニュアルを整備してほしい」であり経済的
な要望が多いことが判る。ここでも、イニシャルよりもランニングにおける助成を要望する
ものが多く、維持管理に要する費用負担が課題であることが判明した（図3-9）。その他は、
菜園の運営・管理に関するアドバイスや事例などの情報が必要、コケシートが枯死したため
屋上緑化による効果がない、福祉施設への補助金拡大などの意見があった。 
所有者は、維持管理に対する負担が多く、人々に利用や緑化することによる直接な利益な
31 
どに関する認識が低い。そして、減税、補助金など優遇措置、マニュアルなど、緑化空間の
維持や活用に関する指導と補助を希望している。 
 
 
 
図2-7  コストが高いと思っている維持管理作業（Ｎ：95件） 
 
 
 
図2-8  維持管理上の問題（複数回答：163件） 
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図2-9 屋上緑化を具体化する上での考慮点 （複数回答：206件） 
 
 
図2-10  行政に対する要望（複数回答：98件） 
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2.4 本章の結論 
本章は、屋上緑化空間に関する制度の問題点と課題を明らかにすることを目的として、
屋上緑化制度が進んでいる東京都で実施されている制度の内容と基準を把握し、屋上緑化空
間の実態と比較することで、制度の問題点と課題について考察を行った。  
調査の結果、義務化制度は面積以外の基準が無く、補助金制度は、義務緑化面積以上の
緑化面積に対して補助金を支援しており、緑化面積の確保を制度の中心としていることがわ
かった。しかし、屋上緑化空間は緑化形態や植栽形態、利用状況など、多様であり、面積を
重視して単一かつ薄層での屋上緑化と、質的な差がある樹木の植栽、菜園・農園、ビオトー
プなどが設置されている屋上緑化空間に対しては、整備費はもとより維持管理も高ため薄層
で面積だけを確保しているものより支援策等が必要と考えられる。 
補助金制度の基準は自治体によって異なり、一年草の植栽禁止、50リットルの固定型 プ
ラン使用など緑化空間の撤去と変形を禁止するための項目と緑化面積の確保のため木材デッ
キ、砂利などの面積を全体の緑化面積から除外する項目など、緑地の質を高めるための具体
的な基準も確認できた。そして制度の基準に屋上緑化の面積に関する項目が多く確認できた
が、屋上緑化は植栽空間以外に、園路、利便施設、池・湿地など多様な空間を含んでおり、
環境改善効果、都市景観機能、生態的機能など、その緑化形態に応じて、その効果は異なる
ため、それに伴う評価方法の開発が必要である。 
制度の研究で明らかになった基準に基づいてアンケート調査のデータと比較した結果、薄
層型、花壇型、ビオトープ型緑化は小規模施設が多く、草原型、芝生広場型、庭園型は比較
的に大規模な施設が多かった。そして植栽基盤の厚さ50cmを基準に、主な植栽の形態として
高木と中木が多かった。しかし、低木やハーブ・草本類を主な植栽形態として使用した場合
でも100cm以上の植栽基盤が確認されており、現制度の樹木植栽、草本類植栽という基準で
は多様な植栽空間を誘導、または正確に評価することはできない。つまり、制度の面積、植
栽基盤の土壌厚さ、樹木植栽に関する基準は、緑化空間の質を向上するには不十分であり、
緑化形態別面積、植栽形態別の割合、植栽基盤の空間別土壌厚さなどによって、定量的に評
価を行う必要がある。 
屋上緑化空間は、建物の種類や安全上の理由で出入り利用が不可能なケースが多い。今
回の調査では、全体の66.7％が立ち入り利用可能であり、薄層型、草原型、花壇型を除く緑
化形態で50％以上、不特定多数の出入りの利用が可能な公開利用であった。庭園型、芝生広
場型は立ち入り利用などを予想して計画する場合が多いが、出入り利用可能が多い緑化形態
でも実際に利用を禁止している屋上緑化施設も存在することが確認できた。今後、緑化空間
34 
の公開利用を制度の対象とする場合は、公開の対象と範囲を明確する必要があり、公開を目
的とした緑化形態でも公開の持続や状況を把握する必要がある。 
維持管理の問題点は、風、乾燥、排水のつまり、過繁茂が多く、管理費が高い作業は、除
草作業、剪定、刈り込みが多かった。屋上緑化を計画する時、最も維持管理費のことを考慮
しており、施設の不具合や破損・老化、植物の入れ替え費用など、施工後、より費用がかか
っていることが確認できた。そして、維持管理上の問題は、屋上特有の問題（風や乾燥、排
水口、過繁茂）が多いが、コストが高い項目は、除草、剪定、刈り込みなど屋上特有の項目
ではない。つまり、維持管理上、屋上緑化特有の問題に対する管理計画が必要であり、施工
技術の支援と共に管理・運営の支援も必要である。 
その他に、新しい素材の開発、税の免除と維持管理費補助などの制度に対するニーズ事項
と緑化空間の質的評価が必要だという意見があった。所有者は、人々の利用や緑化すること
による直接な利益などに関する認識が低く、施工後の維持管理支援への希望が最も多かった
が、社員による管理、ボランティア活用などで管理費を軽減している事例もあり、緑化空間
の維持管理・運営を支援する制度づくりが必要と考えられる。 
維持管理は、緑化空間の持続性と一体とみなされるため、屋上緑化の質的評価はヒートア
イランド現象の緩和効果だけでなく、様々な効果について、管理状態と現状を踏まえ、評価
するシステムの構築が重要である。 
今後の屋上緑化は、低炭素社会の実現、都市景観の向上や生物多様性の維持、防災性の向
上をはじめ都市住民の身近な自然とのふれあい等屋上緑化施設の有するこれらの多面的な機
能に留意し、整備される緑化施設の公開利用と植栽構成の多様性、維持管理水準の質を高め
ていくための手立てについて官民連携で構築していくことが必要と考えられる。 
義務化による緑化制度の普及により、一定規模以上の建築物の屋上等の緑化面積の拡大等、
都市の緑化の推進に寄与してきたが、今後、屋上緑化をさらに普及させていくためにも地球
温暖化防止、生物多様性の保全、良好な景観形成、都市住民の憩いの場の確保等に対応した
都市の緑の拠点としての位置づけをより明確化するとともに、これらの社会的要請に対応し
て樹木植栽の構成等についても総合的な検討を行い、屋上緑化施設の計画・設計を進めてい
くことが必要と考えられる。 
屋上緑化の制度は、地域の自然環境の特性、社会的ニーズ、インセンティブなど、さまざ
まな特性を詳細に検討する必要があるため、今後、より多くの事例の研究と評価指標の開発
などの研究が必要である。 
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３章 都市の緑地やオープンスペースの評価制度に関する事例研究と屋
上緑化空間の評価指標づくり 
 
3.1 本章の目的 
 
屋上緑化空間は、義務化による緑化制度の普及により、一定規模以上の建築物の屋上等の
緑化面積の拡大等、都市の緑化の推進に寄与してきたが、2章で明らかになったように、現
在、屋上緑化制度は、面積確保を優先としており、緑化空間の質や持続の状況に関する把握
はしていない。そして、緑化空間の質的水準が重視されていないこと1)や生物多様性の保全、
良好な景観形成、都市住民の憩いの場などの社会的要請に対応し、総合的な機能の側面から
の検討の必要2)、施工後放置や撤去の問題3)、継続的な助成や税的優遇措置、住民や職員が
楽しみながら維持管理する参画型管理の必要性4)などが課題として指摘されている。 
都市緑地は、従来、緑被率・緑地面積など量的指標が評価指標として用いられることが多
かった 5)。しかし、都市に住む人々の意識水準の向上、経済・生活水準の向上によって、緑
地に対するアメニティ空間としてのニーズが多くなり、都市の緑地は量だけではなく、オー
プンスペースや公共空間として機能を評価する方法も増えている。第三次環境基本計画 6)で
は、環境に配慮した事業活動の成果について適切に評価するために、環境パフォーマンス評
価、環境会計、ライフサイクル・アセスメント(LCA)、社会・環境貢献緑地評価システム
(SEGES)の研究開発と普及を期待しており、これらの評価システムは、景観、生活環境の改
善、野生動植物の保存、社会や環境改善に貢献などを緑地の評価指標となっている。しかし、
屋上緑化空間は、近年都市の新たな緑地として認められ、建築許可、容積率割増、補助金な
どのインセンティブが与えられ公的資金が補助金として導入されているにもかかわらず、そ
の緑化空間の質に関する評価や基準はほとんど無いのが現状である。 
以上のような背景を踏まえ、本研究の目的である、公共利用・社会貢献機能など都市緑地
機能を含む屋上緑化空間の評価指標づくりの前段階として、本章では、海外を含めて、屋上
緑化空間に関する評価制度と都市の緑地やオープンスペースの評価制度とその基準を収集・
整理・分類し、その基準や項目を明らかにすることで、今後、都市緑地としての屋上緑化空
間の位置づけと新たな評価指標を作成することを目的とする。 
 
 
 
 
 
38 
 
3.2  都市の緑地・オープンスペースの評価制度 
 
3.2.1 緑地・緑化などの評価制度 
1）CASBEE 建築環境総合性能評価システム  
CASBEE は海外での建築物環境性能総合評価制度を背景に、建築物の環境品質・性能と環
境負荷を同時に評価する全国共通の指標として、国土交通省の支援により開発され、財団法
人建築環境・省エネルギー機構（IBEC）が認証する建築物総合環境性能評価システムである。 
その中で、CASBEE 都市は、評価対象となる都市の外周に仮想的な境界を設け、その内部
の環境品質、活動度 Q（Quality）を高める性能「仮想閉空間内における建物ユーザーの生
活アメニティの向上」と、その外部への環境負荷 L（Load）を削減できる性能、「仮想閉空
間を越えて外部の公的環境に達する環境影響の負の側面」の両側面から評価し、その結果を
環境効率 BEE（Built Environment Efficiency）として指標化して評価する 7)。都市の環境
品質、活動度 Qが高く、外部への環境負荷 Lが低い都市ほど、高い環境性能を持つ都市とし
て評価されるような仕組みである。緑地に関する項目は自然的土地比率が、環境・生物多様
性向上への取組・政策、公園等充実度などがあり、全体評価項目の重みの約 20％以上を占
めていることが確認できる（表 3-1）。 
CASBEE 新築 8)の項目は、生物環境保全と創出、まちなみ・景観への配慮、地域性・アメ
ニティへの配慮、温熱環境悪化の改善などの項目に、緑化に関する内容がある。生物環境保
全と創出に関しては、敷地とその周辺にある生物環境に関する立地特性の把握、生物資源を
構成する動植物、表土、水辺等を保全・復元が各 2ポイント、緑の量の確保状況によって
1-3 ポイントが、自生種、野生小動物の生息域の確保に配慮など、緑の質の確保状況によっ
て 3ポイント、緑地の維持、生物資源の管理と利用状況によって 2ポイントが付与される
（表 3-3）。まちなみ・景観への配慮に関する評価項目では、植栽による良好な景観形成で
1 ポイント、既存の自然環境等を保存、復元、再生による景観的に地域の歴史性を継承で 1
ポイント、周辺緑地から見える良好な景観形成で 1ポイントが付与されている（表 3-4）。
地域性・アメニティへの配慮に関する評価項目は、都市空間の活動上のアメニティ向上に貢
献、憩いの場の提供で 1 ポイント、居住者や入居者が植栽管理への参加で 1 ポイントが得ら
れる（表 3-5）。敷地内温熱環境の向上に関する評価項目は、植栽による風の道確保で 1～3
ポイント、植栽やパーゴラによる日陰の提供で 1～3ポイント、緑被率、水被率、中・高木
の水平投影面積率によって 1～3ポイント、人の利用できる屋上緑化の緑化形態によって 2
～3ポイントと基準により付与されるポイントが異なっている（表 3-6）。 
 
39 
 
 
表 3-1 CASBEE 都市の評価項目一覧表 
大項目 重み 中項目 重み 小項目 重み 
Q1 環境 0.45 Q1.1 自然保全 0.25 Q1.1.1 自然的土地比率 1.00 
Q1.2 環境質 0.25 Q1.2.1 大気質 
Q1.2.2 水質 
Q1.2.3 騒音 
Q1.2.4 化学物質 
0.25 
0.25 
0.25 
0.25 
Q1.3 資源循環 0.25 Q1.3.1 一般廃棄物のリサイクル率 1.00 
Q1.4 環境施策 0.25 Q1.4.1 環境・生物多様性向上への取組・
政策 
1.00 
Q2 社会 0.30 Q2.1 生活環境 0.33 Q2.1.1 住居水準充実度 
Q2.1.2 公園等充実度 
Q2.1.3 下水道整備状況 
Q2.1.4 交通安全性 
Q2.1.5 防犯性 
Q2.1.6 災害対応度 
0.17 
0.17 
0.17 
0.17 
0.17 
0.17 
Q2.2 社会サー
ビス 
0.33 Q2.2.1 教育サービス充実度 
Q2.2.2 文化サービス充実度 
Q2.2.3 医療サービス充実度 
Q2.2.4 保育サービス充実度 
Q2.2.5 障害者サービス充実度 
Q2.2.6 高齢者サービス充実度 
0.17 
0.17 
0.17 
0.17 
0.17 
0.17 
Q2.3 社会活力 0.33 Q2.3.1 人口自然増減率 
Q2.3.2 人口社会増減率 
Q2.3.3 情報化社会への対応 
Q2.3.4 社会活性化への取組・政策 
0.25 
0.25 
0.25 
0.25 
Q3 経済 0.25 Q3.1 産業力 0.33 Q3.1.1 1人当たりGRP相当額 
Q3.1.2 従業者数の増減率 
0.50 
0.50 
Q3.2 
経済交流力 
0.33 Q3.2.1 交流人口相当指数 
Q3.2.2 公共交通機関充実度 
0.50 
0.50 
Q3.3 
財政基盤力 
0.33 Q3.3.1 地方税収入額 
Q3.3.2 地方債残高 
0.50 
0.50 
 
 
表3-2 CASBEE新築の評価項目（緑化・緑地に関する評価項目） 
大項目 中項目・小項目 重み 
Q 建物の環境品質 
Q3 室外環境 
（敷地内） 
 
1．生物環境保全と創出 
2．まちなみ・景観への配慮 
3．地域性・アメニティへの配慮 
3.1地域性への配慮、快適性の向上 
3.2敷地内温熱環境の向上 
0.3 
0.4 
0.3 
 0.5
  0.5 
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表 3-3 CASBEE 新築（生物環境保全と創出に関する評価項目） 
評価項目 評価内容 点数
Ⅰ 立地特性の
把握と計画方針
の設定 
１）敷地とその周辺にある生物環境に関する立地特性を把握し、その特性に
基づいて敷地内の生物環境の保全と創出に関わる計画方針を示している。 
2
II 生物資源の
保存と復元 
１）敷地内にある生物資源を構成する動植物、表土、水辺等を保存または復
元している。 
2
III  
緑の量の確保 
１）外構緑化指数が、 
10％以上 20％未満を示す規模の外搆緑化を行い、 
なおかつ中高木を植栽している。          （１ポイント） 
 
20％以上 50％未満を示す規模の外構緑化を行っている。 
（２ポイント） 
50％以上を示す規模の外構緑化を行っている。    （３ポイント） 
1-3
２）建物緑化指数が、 
5％以上 20％未満を示す規模の建築物の緑化を行っている。 
（１ポイント） 
20％以上を示す規模の建築物の緑化を行っている。    
（２ポイント） 
1-2
IV 緑の質の確
保 
１）自生種の保全に配慮した緑地づくリを行っている。 1
２）敷地や建物の植栽条件に応じた適切な緑地づくりを行っている。 1
３）野生小動物の生息域の確保に配慮した緑地づくりを行っている。 1
V 生物資源の管
理と利用 
１）建物運用時における緑地等維持管理に必要な設備を設置しかつ管理方針
を示している。 
1
２）建物利用者や地域住民が生物とふれあい自然に親しめる環境や施設等を
確保している。 
1
VI その他 １）上記の評価項目以外に生物環境の保全と創出に資する独自の取り組みを
行っている。 
1
 
表 3-4 CASBEE 新築（まちなみ・景観への配慮に関する評価項目） 
評価項目 評価内容 点数
１）建物の配置・形態等の
まちなみへの調和 
建物高さ、壁面位置、外装、屋根、庇、開口部、塀等の形状や色彩
において、周辺のまちなみや風景にバランスよく調和させている。
2
２）植栽による良好な景観
形成 
植栽により、良好な景観を形成している。 1
３）景観の歴史の継承 歴史的建造物の外装、既存の自然環境等を保存、復元、再生するこ
とにより、景観的に地域の歴史性を継承している。 
1
４）地域性のある素材によ
る良好な景観形成 
地域性のある素材を外装材に使用して、良好な景観を形成してい
る。 
1
５）周辺の主要な視点場か
らの良好な景観形成 
周辺にある公圉や広場等の人が集まる場所や遠くから対象建物を含
む一帯を眺める地点(視点場)からの良好な景観を形成している。 
1
６）その他 その他(記述） 1
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表 3-5 CASBEE 新築（地域性・アメニティへの配慮に関する評価項目） 
評価項目 評価内容 点数
Ⅰ 地域固有の
風土、歴史、文
化の継承 
１）歴史的な建築空間等の保全 
歴史的な建築内外部空間や遺構を保存、復元、再生し、地域文化に貢献して
いる。（まちなみ、景観で評価している部分はここで重複して評価しない） 
1
２）地域性のある材料の使用 
建物の構造材や内装材又は外構に地域性のある材料を一部使用している。
（まちなみ、景観で評価している部分はここで重複して評価しない） 
1
II 空間、施設
機能の提供によ
る地域貢献 
１）空間提供による地域貢献 
アルコーブ・ピロテ・庇などの空間を設けるなどの建築的な工夫を取入れ
て、雨宿り、待合わせに供する等、都市空間の活動上のアメニティ向上に貢
献している。 
または、広場や歩道状空地、路地などのスペースを確保し、憩いの場に供す
るなど地域の活動上のアメニティ向上に貢献している。 
1
 ２）施設提供による地域貢献 
建物の一部に集会所、地域に開放された展示室やホール、コミュニティセン
ター、学校のコミュニティ利用などの公共的施設.機能を設けることで、地域
の活動やにぎわいに貢献している。 
1
III 建物内外を
連関させる豊か
な中間領域の形
成 
１）建物内外を連関させる豊かな中間領域の形成 
中庭やテラス、バルコニー、サンルーム、アルコーブ、屋根付広場、風光ボ
イド、アトリウム、等のように風や光が通り抜ける開放的な空間をうまく内
部空間と連続させている。 
または、玄関廻り、バルコニー廻り等のプライバシーと公共性の接点の部分
に、風光ボイド、花台、パ一ゴラ、奥行きのあるバルコニー等のしつらえに
よって、生活惑が滲み出るような豊かな中間領域を形成している。 
1
IV 防犯性の配
慮 
１）防犯性の配盧 
建物外部の広場などのスペースにおいて、視線を遮らない様な樹木の配置、
夜間照明の設置、防犯カメラの設置、防犯に役立つ窓の配置などを行い、防
犯性に配盧している。 
または、広場や歩道状空地がない場合、建物周囲において、視線の行き届か
ない袋小路や通路などの死角空間を作らないようにし、また防犯に役立つ窓
の配置をするなどして、防犯性に配慮している。 
または、敷地周囲に境界壁等を設ける場合、視線を遮るような連続した塀 
等を作らず、見通しの良いフェンスや背の低い生垣等を設けて防犯性、防災
性に配慮している。 
1
V 建物利用者等 
の参加性 
１）建物利用者等の参加性 
施設利用者満足度評価（POE）の実施、コーポラティブ住宅等、設計プロセス
に建物利用者が参加している。 
または、 
居住者や入居者が植栽管理、清掃活動、運用計画の立案を直接行うなど、建
物の維持管理に対して居住者が参加している。 
1
VI その他 １）その他(記述） 1
 
 
 
 
 
 
 
 
42 
 
表 3-6 CASBEE 新築（敷地内温熱環境の向上に関する評価項目） 
評価項目 評価内容 点数
Ⅰ 敷地内の歩行
者空間等へ風を導
き、暑熱環境を緩
和する。 
１）敷地周辺の風の状況を把握し、敷地内の歩行者空間等へ風を導く建築
物の配直・形状計画とする 
2
２）皮生・草地・低木等の緑地や通路等の空地を設けることにより、風の
通り道を確保する。 
・空地率が、 
40％以上％60％未満の場合（１ポイント） 
60％以上 80％未満の場合（２ポイント） 
80％以上 （３ポイント） 
1-3
II 夏期における
日陰を形成し、敷
地内歩行者空間等
の暑熱環境を緩和
す 
１）中・高木の植栽やピロティ、庇、パ一ゴラ等を設けることにより、曰
陰の形成に努める。 
・中・高木、ピロティ等の水平投影面積率が、 
 10％以上 20％未満の場合（１ポイント） 
 20％以上 30％未満の場合（２ポイント） 
 30％以上の場合 （３ポイント） 
1-3
III 敷地内に緑
地や水面等を確保
し、敷地内歩行者
空間等の暑熱環境
を緩和する 
 
 
 
 
 
１）緑地や水面を確保することで、地表面温度や地表面近傍の気温等の上
昇を抑制する。 
・緑被率、水被率、中・高木の水平投影面積率の合計が、 
 10％以上 20％未満の場合（１ポイント） 
 20％以上 30％未満の場合（２ポイント） 
 30％以上の場合 （３ポイント） 
1-3
２）敷地内の舗装面積を小さくするよう努める。 
・舗装面積率が、 
20％以上 30％未満の場合（１ポイント） 
10％以上 20％未満の場合（２ポイント） 
10％未満の場合 （３ポイント） 
1-3
IV 建築外装材料
に配慮し、敷地内
歩行空間等の暑熱
環境を緩和する 
 
 
 
１）屋上（人工地盤を含む)のうち、人が出入りできる部分の緑化に努め
る。 
・人が出入りできる屋上があり、一部緑化している場合（２ポイント） 
・人が出入りできる屋上を広範囲で緑化している場合 （３ポイント） 
2-3
２）外壁面の材料に配慮する。 
・外壁面対策面積率が、 
10％未満の場合 （１ポイント） 
10％以上 20％未満の場合（２ポイント） 
20％以上の場合 （３ポイント） 
1-3
V 建築設備に伴
う排熱の位置等に
配虜し、敷地内歩
行者空間等の暑熱
環境を緩和する。 
１）主たる建築設備(空調設備)に伴う排熱は、建築物の高い位置からの放
出に努める。 
・排熱を伴う冷却塔や室外機等につぃて、設備容星の 50％程度以上を 
GL+10ｍ以上の位置に設置 （１ポイント） 
・冷却塔や室外機等を設置しなぃ、またはほとんどを 
GL+10ｍ以上の位置に設置  （２ポイント） 
1-2
２）主たる建築設備(燃焼設備)に伴う高温排熱は、建築物の高い位置から
の放出に努める。 
・高温排熱の放出部について、設備容里の 50％程度以上 
を GL+10ｍ以上の位置に設置（１ポイント） 
・高温排熱の放出部を設置しない、またはほとんどを  
GL+10ｍ以上の位置に設置 （２ポイント） 
1-2
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2）NICE GREEN なごや 
 緑化施設評価認定制度「NICE GREEN なごや」9)は名古屋市内の建築物の敷地内などで整
備される緑化施設の質を評価認定基準に基づき評価し、ランクを認定する制度であり、市民
や事業者によるより良い緑化を推進することを目的としている。 
評価は、緑化面積、高木植栽、接道緑化、既存樹木の保全、屋上・壁面緑化、維持管理努
力の六つの項目によって行われ、50点未満の場合「標準的な緑化」、50点以上80点未満の場
合「良好な緑化」、評価点の合計が80点以上の場合「優秀な緑化」と認定し、認定ラベルが
発行され、融資や補助などがある。 
 評価点が最も大きい項目は｢維持管理努力」で30点、また、｢既存樹木の保全｣が10点と高
く、緑地の保存と維持管理に関する項目の配点が計40点となっている。そこでは、｢緑化面
積」、｢高木植栽｣、｢接道緑化｣、｢屋上・壁面緑化｣の項目があり、緑の量・質・公開性・持
続性を評価し、より質の高い緑を都市の中で普及、維持することを目的としていることが確
認できる（表3-7）。 
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表 3-7 NICE GREEN なごや評価基準 
 評価項目 評価基準 評価点 
1 緑化面積 
（緑の広がりを評価） 
敷地面積に対する緑化面積の割合が基準緑化
率を2%以上5%未満の範囲で上回っているこ
と。ただし、緑化面積は30㎡以上とする。 
10 
敷地面積に対する緑化面積の割合が基準緑化
率を5%以上上回っていること。ただし、緑化
面積は40㎡以上とする。 
20 
2 高木植栽 
（緑の空間量を評価） 
高木、中高木による緑化面積が緑化面積全体
の25%以上50%未満であること。 
10 
高木、中高木による緑化面積が緑化面積全体
の50%以上であること。 
20 
3 接道緑化 
（緑の公開度を評価） 
接道緑化延長が敷地の接道延長全体の60%以
上であること。 
10 
4 既存樹木の保全 
（緑の持続性を評価） 
保全する既存樹木（高木、中高木に限る）に
よる緑化面積が緑化面積全体の30%以上であ
ること。 
10 
5 屋上・壁面緑化 
（緑の環境への寄与を評
価） 
屋上緑化と壁面緑化による緑化面積が緑化面
積全体の30%以上であること。 
10 
6 維持管理努力 
(緑の担保性を評価) 
緑化施設評価認定制度による評価認定を希望
する者が、自己宣言型緑化プログラム
「TEAMGREEN なごや」実施要綱による「TEAM 
GREENなごや」への参加承認を受けているこ
と。 
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(1)評価点の合計が50点未満の場合      「標準的な緑化」 
(2)評価点の合計が50点以上80点未満の場合 「良好な緑化」 
(3)評価点の合計が 80 点以上の場合     「優秀な緑化」 
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3）LEED for New Construction Rating System 
LEED10)とは、アメリカのグリーンビルディング協会（US Green Building Council）によ
って開発された建築物・敷地利用の環境配慮基準の認証制度であり、エネルギー効率が良く、
持続可能な建築物を普及させることを目的としている評価制度である。 
現在は商業施設、オフィスビルの新築・改修、既存建築物の省エネ強化、住宅、近隣地区
開発などを対象としており、その中で、新築建物に関するシステム（LEED for New 
Construction Rating System）で、緑化に関する項目は、良い緑地保全、緑化されたオープ
ンスペースの確保、ヒートアイランド緩和のための屋上緑化など、緑化と保全によって都市
開発により、良好な緑地を確保すること、動物や昆虫の生育環境の確保、都市の熱環境改善
を目的としており、さらに、屋上緑化空間に関しては、その面積を緑地として認定すること
や生物多様性を促進する空間として評価することで高い評価が得られるシステムとなってい
ることが確認できる（表 3-8）。 
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表 3-8 LEED for New Construction Rating System の緑に関する評価項目 
評価項目 内容 点数 
SS Credit 2: 
Development 
Density and 
Community 
Connectivity 
To channel development to urban areas with existing infrastructure, 
protect greenfields, and preserve habitat and natural resources. 
5 
Point
SS Credit 5.1:  
Site 
Development—
Protect or Restore 
Habitat 
To conserve existing natural areas and restore damaged areas to 
provide habitat and promote biodiversity. 
CASE 1. Greenfield Sites 
・12meters beyond the building perimeter and parking garages 
・3meters beyond surface walkways, patios, surface parking and 
utilities less than 30 centimeters in diameter 
・4.5meters beyond primary roadway curbs and main utility branch 
trenches 
・8meters beyond constructed areas with permeable surfaces such as 
pervious paving areas 
CASE 2. Previously Developed Areas or Graded Sites 
Restore or protect a minimum of 50% of the site or 20% of the total site 
area whichever is greater, with native or adapted vegetation. Projects 
earning SS Credit2: Development Density and Community 
Connectivity may include vegetated roof surface in this calculation if 
the plants are native or adapted, provide habitat, and promote 
biodiversity. 
1 
Point
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5 
Point
SS Credit 5.2:  
Site 
Development—
Maximize Open 
Space  
To promote biodiversity by providing a high ratio of open space to 
development footprint. 
CASE 1. Sites with Local Zoning Open Space Requirements 
Reduce the development footprint1 and/or provide vegetated open 
space within the project boundary such that the amount of open space 
exceeds local zoning requirements by 25%. 
CASE 2. Sites with No Local Zoning Requirements  
Provide a vegetated open space area adjacent to the building that is 
equal in area to the building footprint. 
CASE 3. Sites with Zoning Ordinances but No Open Space 
Requirements Provide vegetated open space equal to 20% of the project 
site area. 
ALL CASES 
For projects in urban areas that earn SS Credit2 : Development 
Density and Community Connectivity, vegetated roof areas can 
contribute to credit compliance. 
For projects in urban areas that earn SS Credit2 : Development 
Density and Community Connectivity, pedestrian-oriented hardscape 
areas can contribute to credit compliance. For such projects, a 
minimum of 25% of the open space counted must be vegetated. 
Wetlands or naturally designed ponds may count as open space and the 
side slope gradients average 1:4 (vertical:horizontal) or less and are 
vegetated. 
1 
Point
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5 
Point
 
 
5 
Point
SS Credit 7.2:  
Heat Island 
Effect—Roof  
To reduce heat islands to minimize impacts on microclimates and 
human and wildlife habitats. 
OPTION 2 
Install a vegetated roof that covers at least 50% of the roof area. 
OPTION 3 
Install high-albedo and vegetated roof surfaces that, in combination, 
meet the following criteria 
Potential Technologies & Strategies 
Consider installing high-albedo and vegetated roofs to reduce heat 
absorption. 
1 
Point
47 
 
3.2.2 敷地地盤形態の評価基準に関する事例  
1)ドイツの BAF（The Biotope Area Factor） 
ドイツのベルリンで、19 世紀半ば頃に地表面を密閉するような建物が多く建築されるこ
とによって都市中心部の過密化が問題となり、その解決策として、BAF（Biotope Area 
Factor）制度が導入された。BAF11)とは、ベルリン市州が進める景観計画条例（Landscape 
Planning）を構成する要素の１つであり、その目的は、都市の土地利用の際に、土や植物の
機能に着目し、その保全能力や、生物の生息地としての役割などを都市の中で向上させるこ
とや、住民にとっての緑のアメニティを確保することである。具体的には、開発計画の際に、
その敷地面積に対する、緑に覆われた土地や建物の割合の基準であり、敷地内の様々な表面
類型によって、係数（Ecological Value）と該当する区画面積を乗じ、その算出値の合計を
全敷地面積で除して出た値が、その土地の BAF 値になり、その地区の基準の BAF 値に合わせ
て、開発計画を誘導する制度である（表 3-9）。 
 
BAF = 
ecologically-effective surface(敷地内の表面類型×係数) 
total land(敷地面積) 
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表 3-9 BAF の評価指標と係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表面タイプ 係数 説明 
Sealed surfaces  
密閉された舗装面 
0.0 不浸透性で植生が無い表面 
（コンクリート、アスファルトなどの舗装面）
Partially sealed surfaces 
（一部が密閉された舗装面） 
0.3 空気と水の透過はあるが、植生は無い表面 
（レンガ、モザイク舗装など） 
Semi-open surfaces 
（半分密閉された舗装面 ） 
0.5 空気と水の透過、浸透性があり、植生もある表
面（草の被覆の砂利、木材ブロック舗装、芝生
とレンガ） 
Surfaces with vegetation, unconnected 
to soil below（敷地の土壌とつながって
いない植生舗装面） 
0.5 地下倉庫または地下駐車場の上で、80cm 以下
の土壌厚さの植生面。 
Surfaces with vegetation, unconnected 
to soil below（敷地の土壌とつながって
いない植生舗装面） 
0.7 地下倉庫または地下駐車場の上で、80cm 以上
の土壌厚さの植生面。 
Surfaces with vegetation, connected to 
soil below（敷地の土壌とつながっている
植生舗装面） 
1.0 敷地の土壌とつながっている植生舗装面であ
り、動植物の発達が可能である。 
Rainwater infiltration per ㎡ of roof 
area 
屋根の雨水浸透能力（屋根の面積/㎡） 
0.2 地下水補給のための雨水浸透、既存植物による
地表面への浸透 
Vertical Greenery up to maximum of 10m 
in height  最大高さが 10m までの壁面
緑化 
0.5 壁および窓のない外側壁を覆う最大 10m までの
緑化 
Greenery on rooftop 
屋上緑化 
0.7 粗放型緑化（Extensive）および 集約型緑化
（intensive）の屋上緑化 
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2）韓国の生態面積率 
「生態面積率」12)とは、開発面積のうち、生態系の機能と自然循環機能を持っている土の
面積が占める割合として開発領域の生態学的機能の指標である。その算出方法は、開発領域
を自然地盤緑地と人工化地域（人工緑地）に区分し、人工緑化空間を種類別に分類、タイプ
別面積に定められた重みを乗じて生態面積を計算。最後に、自然地盤緑地と人工化地域の生
態面積の合計を全体対象地の面積で割って、生態面積率を算出することである（表 3-10）。 
 
 
 
生態面積率= 
自然地盤緑地＋Σ(人工化地域の空間種類別面積×重み) 
× 100(%) 
全体対象地の面積 
 
表 3-10 生態面積率の評価指標と係数 
空間類型 重み 説明 事例 
自然地盤緑地 1.0 
- 自然地盤が壊れていない緑地 
- 植物相、動物相の発生の可能性内
在、完全な土壌と地下水涵養機能 
- 自然地盤に自生している緑地 
- 自然地盤との連続性を持つ切盛土地
盤に造成された緑地 
水空間 
(透水機能) 
1.0 
-自然地盤との連続性を持ち、地下水涵養機
能を持つ水空間 
- 河川、池、湖など、自然状態の水空
間と共有水面 
- 地下水涵養機能を持つ人工の池 
水空間 
 (遮水) 
0.7 -地下水涵養機能が無い水空間 
- 自然地盤上の遮水された水空間 
- 人工地盤上の遮水された水空間 
人工地盤緑地 ≥  土厚
90 ㎝ 
0.7 
-土厚 90 ㎝以上の人工地盤の上部緑
地 
- 地下駐車場上部の緑地 
- 地下構造物上部の緑地 
屋上緑化  
≥土厚 20 ㎝ 
0.6 
-土厚 20 ㎝以上の绿化屋上システム
が適用された空間 
- 複合型绿化屋上システム 
- 重量型绿化屋上システム 
人工地盤緑地＜ 土厚
90 ㎝ 
0.5 
-土厚 90㎝未満の人工地盤の上部緑
地 
- 地下駐車場上部の緑地 
- 地下構造物上部の緑地 
屋上緑化< 
土厚 20 ㎝ 
0.5 
-土厚 20 ㎝未満の绿化屋上システム
が適用された空間 
- 低管理軽量型緑化屋上システム 
部分舗装 0.5 
- 自然地盤との連続性を持ち、空気
と水が透過する舗装面、50％以上の
植栽面積 
- 芝生ブロック、植生ブロックなど 
- 緑地の上に木板や敷石で表面の一部
を舗装 
壁面緑化 0.4 
- 壁や擁壁（フェンス）の緑化、登
る植物の場合、最大 10m の高さまで
算定 
- 壁や擁壁の緑化空間 
- 緑化壁面システムを適用した空間 
前面 
透水舗装 
0.3 
-空気と水が透過する前面透水舗装
では、植物の生長が不可 
- 自然地盤上の施工された真砂土、砂利、
砂舗装など  
すき間 
透水舗装 
0.2 
- 舗装材のすきまから空気と水が透
過されている舗装 
- すきまを施工した表面舗装  
- 四塊石すきま舗装など 
底流・浸透施設連携面 0.2 
-地下水涵養のための雨水浸透施設
や貯留施設と連携した铺装面 
- 浸透、貯留施設と連携した屋上面 
- 浸透、貯留施設と連携した道路面 
舗装面 0.0 -空気と水が透過しない舗装、植物 - インターロッキングブロック、コン
50 
 
生長は無い クリート・アスファルト舗装  
- 不透水基盤に施工された透水舗装 
3.2.3 公共利用・社会貢献の評価基準に関する事例 
1）SEGES（社会・環境貢献緑地評価システム） 
空間の社会貢献や公共利用の事例として、日本では SEGES（社会・環境貢献緑地評価シス
テム）がる。SEGES13)は財団法人都市緑化基金(現在は都市緑化機構)で研究され、民間によ
る緑の保全や創出活動を定量的に評価することによって、その社会や環境貢献機能を評価・
認定するシステムである。評価点数によって 5 段階のランクがあり、評価項目は土地利用の
永続性・緑地管理・緑地機能の発揮の大きく三つの原理と 8つの原則があり、緑地の開放、
景観形成機能レクリエーション機能、緑地管理目標・計画の設定、土地利用の安全性、緑地
の担保性の実績などの評価基準により対象地を評価して、認定を受けた団体は社会・環境貢
献度を外部にアピールする事ができるシステムである（表 3-11）。 
表 3-11 SEGES の評価基準 
原理 原 則 基 準 
Ⅰ. 
土地利
用の永
続性 
第１原則 ：緑地の把握 第１基準 ：対象である緑地の把握 
第２原則 ：土地利用上の緑地の安全性 第１基準 ：土地利用の安全性 
第２基準 ：緑地の担保性の実績 
第３原則 ：緑地に関する法令などの遵守 第１基準 ： 関連法令などの遵守 
Ⅱ.  
緑地管
理 
第４原則 ：緑地管理システムの確立 第１基準 ：緑地管理担当者の明確化 
第２基準 ：緑地管理目標・計画の設定 
第３基準 ：モニタリング計画の設定 
第４基準 ：緑地管理システムの見直し 
第５基準 ：環境マネジメントシステムへの統合 
第６基準 ：管理作業上の環境負担低減統合 
第５原則：緑地による外部とのコミュニ
ケーション 
第１基準 ：緑地情報の開示 
第２基準 ：緑地の開放 
第３基準 ：地域の緑地保全活動への支援 
第４基準 ：リスク管理 
第５基準 ：専門家の活用 
第６基準 ：緑地管理システムのサイト外への普及 
Ⅲ.  
緑地機
能の発
揮 
第６原則 ：存在機能の発揮 第１基準 ：緩動機能 
第２基準 ：気象緩和機能 
第３基準 ：地下水涵養機能 
第４基準 ：CO2固定機能 
第７原則 ：連繋機能の発揮 第１基準 ：景観形成機能 
第２基準 ：地域生態系機能 
第３基準 ：地域防災機能 
第８原則 ：利用機能の発揮 第１基準 ：レクリエーション機能 
第２基準 ：環境学習機能 
将来性評 ビジョン 緑地に対する姿勢や考え方を評価 
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価 トップランナー 緑化を牽引する先進的な取込みを総合的に評価 
 
2）Public Benefit Rating System（アメリカのワシントン州） 
ワシントン州では、オープンスペースを評価する指標があり、資源の優先順位によってオ
ープンスペースを High Priority（重要な生息地、農地、草原など）、Medium Priority
（洪水ハザードエリア、非公開レクリエーション施設、歴史的空間など）、Low Priority
（プライベート公園＆ゴルフコース、景観スポットなど）の三つに分類し、さらに、一般公
開の有無（Public Access Granted）、設置場所（都心部）、周辺オープンスペースとの連
続性などの 4 つのボーナス得点で評価する条例がある（表 3-12）14)。 
そして、ワシントン州の King County では、オープンスペースの資源に関する 19 の項目
と 6つのボーナス項目で、その価値をポイント制で評価しており、両方ともオープンスペー
スの質によって、税の減免などのインセンティブがもらえる制度であり、オープンスペース
の評価項目は大きく、空間・資源の価値の評価（Value of Resources）と公開性に関する評
価（Public Accessibility）がある（表 3-13）15)。 
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表 3-12 ワシントン州の Public Benefit Rating System 
PRIORI
TY 
RESOU
RCES 
High Priority Critical Salmon Habitat, Fish & Wildlife Habitat, Marine Waters, 
Streams, Wetlands, Estuaries & Tidal Marshes, Wooded Areas, Agricultural 
Lands, Prairie Lands 
5 points  
each 
Medium Priority  
Aquifer Recharge Areas, Flood Hazard Areas, Lakes, Private Open Space Passive 
Recreation, Privately Owned and Operated Recreational Facilities, Private Trails 
& Corridors Archaeological Sites, Historic Landmark Sites 
3 points  
each 
Low Priority Landslide Hazard Areas (Steep Slopes), Private Parks & Private 
Golf Courses w/Developed Facilities, Scenic View Points & Corridors, Seismic 
Hazard Areas, Volcanic Hazard Area 
1 point  
each 
BONUS Public Access Granted (Note: Some priority resource categories require public 
access.) 
5 points 
Conservation/Historic Easement Granted in Perpetuity (forever) 10 points 
Site Within a Designated Urban Growth Area (UGA) or the Comprehensive 
Urban Growth Area (CUGA) 
5 points 
Site is Adjacent to (abuts) or Creates Linkage with Another Open Space Parcel 5 points 
SUPER 
BONUS 
Properties with at least five priority resource points and which allow a degree of 
public access appropriate to the sensitivity of the resource(s) & which provide a 
qualifying conservation easement in perpetuity
25 points 
 
 
 
表3-13 ワシントン州のKing CountyのPublic Benefit Rating System 
Open Space Resources Bonus Categories 
1. Public recreation area ‐ 5 points 
2. Aquifer protection area ‐ 5 points 
3. Buffer to public or current use classified land ‐ 3 points 
4. Equestrian‐pedestrian‐bicycle trail linkage ‐ 35 points 
5. Active trail linkage ‐ 15 or 25 points 
6. Farm and agricultural conservation land ‐ 5 points 
7. Forest stewardship land ‐ 5 points 
8. Historic landmark or archaeological site: buffer to a 
designated site ‐ 3 points 
9. Historic landmark or archaeological site:  
designated site ‐ 5 points 
10. Historic landmark or archaeological site:  
eligible site ‐ 3 points 
11. Rural open space ‐ 5 points 
12. Rural stewardship land ‐ 5 points 
13. Scenic resource, viewpoint or view corridor ‐ 5 points 
14. Significant plant or ecological site ‐ 5 points 
15. Significant wildlife or salmonid habitat ‐ 5 points 
16. Special animal site ‐ 3 points 
17. Surface water quality buffer ‐ 5 points 
18. Urban open space ‐ 5 points 
19. Watershed protection area ‐ 5 points 
1. Resource restoration                    ‐ 5 points 
2. Additional surface water quality buffer   ‐ 3 or 5 points 
3. Contiguous parcels under separate ownership –  
minimal 2 points 
4. Conservation easement or historic easement 
 ‐ 15 points 
5. Public access –  
points depend on type and frequency of access allowed 
・Unlimited public access         ‐ 5 points 
・Limited public access because of resource sensitivity  
‐ 5 points 
・Environmental education access        ‐ 5 points 
・Seasonally limited public access        ‐ 3 points 
・None or members only 
6. Easement and access ‐ 35 points 
(   )= total open space resource points (   )= total bonus category points
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3.3 屋上緑化に関する制度 
 
3.3.1 日本の制度 
 日本の屋上緑化に関する制度は、義務化、容積割増し、助成・補助金制度などがある。屋
上緑化の義務化は東京都 16)を始めて、大阪 17)、京都 18)等の大都市に広がっており、義務化
している屋上空間は、人の出入るが可能で、利用可能な屋上を緑化対象としているが、面積
の割合以外の制限は無い。容積割増し制度 19)は、従来の公開空地による容積割増しに加え、
屋上緑化の面積に相当する建物床面積を容積率として割増する制度であり、都市緑化を推進
することを目的としている。特に、大阪 20)では、地上部緑化と同じ扱いをするため、樹木
による、良好な緑化をすることを条件としている点に特徴がある。助成・補助金に関する制
度 21)～24)は、都市や街の緑地として公開することを補助の条件としている制度が多く、植物
の種類によって補助金が違う制度もあった。そして、屋上緑化後の 5 年間撤去の不可、植物
の生育状態に関して毎年報告するなど、緑地としての公開、緑の質、維持管理などが補助の
条件となっている場合も見受けられる（表 3-14）。 
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表 3-14 日本の屋上緑化に関する制度 
制度名・地域 目的と内容 
屋上緑化の義務化制度 
・東京都（自然保護条例 2001 年） 
・大阪府（自然環境保全条例 2006 年） 
・京都府（地球温暖化対策条例 2007 年）
●目的 
地球温暖化の防止、ヒートアイランド現象の緩和、潤
いとやすらぎのある街づくりを推進することを目的 
●内容 
敷地面積 1000 ㎡以上（公共施設は 250 ㎡以上）の施設
が建築物を新築、改築、増築などを対象。建築物の屋
根部分で人の出入り及び利用可能な屋上空間の 20％以
上緑化が義務 
容積率の割増制度 
・東京都（2001 年） 
・大阪府（2002 年） 
●目的 
 都市のと－トアイランド化の抑制など都市環境の改善
に資することを目的 
●内容 
従来の公開空地による容積割増しに加え、屋上緑化の
面積に相当する建物床面積を容積率として割増する。
大阪では、樹木の植栽が必要である。 
補助金制度 
・東京都街かど緑化支援事業（2009 年）
・新宿区屋上等緑化助成制度（2008 年）
・大阪府大阪市建造物緑化等助成制度
（2008 年） 
・兵庫県県民まちなみ緑化事業 
（2006 年） 
●東京都街かど緑化支援事業（2009 年） 
公道に面した緑化、公開空地など、制度的に公開を義
務付けられた区域の緑化、敷地内や人工地盤上であっ
て開放されている区域の緑化、景観向上に貢献する、
緑化場所の公開性が高いなど、地域において緑化効果
が高い民間施設の緑化事業（接道緑化、壁面緑化な
ど）について、工事費の一部を助成 
●新宿区屋上等緑化助成制度（2008 年） 
新宿区では、都市の緑化を図りみどり豊かで快適な美
しいまちづくりをすすめることを目的。対象は、すべ
ての既存建築物で、敷地面積 250 ㎡未満の新築及び改
築で、新宿区緑化基準を超える部分（敷地面積 1000 ㎡
以上の新築及び改築は対象外）である。屋上緑化の土
厚 30cm 未満が 1万 5千円／m2、30cm 以上が 3万円／
m2 であり、屋上緑化造成後、5年間撤去はできなくな
っている。 
● 大阪府大阪市建造物緑化等助成制度（2008 年） 
 都市の景観向上、環境改善及びヒートアイランド対策
並びに防災に寄与することを目的。事業完了の翌年か
ら 4 年間、毎年、現状報告書を提出、少なくとも 5 
年間は良好な維持管理が義務 
広く一般に開放（経費の 1/2）、利用者を限定（経費
の 1/4）、公開しない（経費の 1/6）で、公開の度合い
によって異なる補助 
● 兵庫県県民まちなみ緑化事業（2006 年） 
都市地域における防災性の向上や環境改善などを目
的。学校、公園や空地などで行う緑化のほか、まとま
った面積の緑化が可能な土地の所有者が行う緑化に対
して補助をしている。樹木による緑化は、原則として
「苗木等一覧表」記載の樹木を補助対象としている。
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そして、建築物の屋上や壁面で行う緑化は、質の高い
緑化とし、樹木による緑化、または、芝生等草本類に
よる緑化で最小規模は 100 ㎡（セダム等の多肉植物、
コケ類除く）としている。 
3.3.2 韓国の制度 
韓国では、建築法によって義務付けられている建物緑化面積に屋上緑化全体面積の3分の2
を認めることで屋上緑化を推進しており25)、設計・施工費用の一部を補助する自治体が増え
ている26)。特に、ソウル市は、今までは、都市緑化等に関する条例によって屋上緑化を推進
してきたが、広域自治体としては初めて、屋上緑化単独の条例を制定するために「屋上緑化
事業に関する条例案」を創設した27)。内容は、市長は毎年、屋上緑化に関する計画を立 
てる義務があり、民間は市と「緑化契約」をして補助金を申請するというものである。
「緑化契約」の内容は、樹木選定時地域住民の選考・地域生態を考慮すること、植栽管理、
契約変更・解約、植栽された樹木の担保性などがあり、契約期間は5年以上、緑化空間の維
持義務がある。補助の割合は、民間建物が30％（南山可視圏は50％）、公共施設70％（学校
50％）で、施工費用の一部を補助する形式である。また、プサン市では、西区で初めて屋上
緑化の義務化制度が実施された。具体的には、敷地600㎡以上の居住施設の開発は屋上面積
の30％の緑化を、そのほかの建物の場合は、開発面積495㎡以上を対象に20％以上の屋上緑
化を義務付けている28)。補助としては、100㎡以上の屋上緑化を対象に工事費の50％を支援
しているが、対象となる屋上には、5年以内の撤去不可、学習の場として利用、公共利用な
どの条件が設けられている（表3－15）。 
 
 
 
表 3-15 韓国の屋上緑化制度 
地域 制度名 内容 
 
 
 
ソウル市 
 
 
 
補助制度 ・ソウル市緑地保全および推進に関する条例(2002) 
 公共・民間施設が屋上緑化を行う場合、予算の範囲内で補助を
する。（義務付けられている緑化面積以上の場合のみ） 
屋上緑化支援
条例案 
・緑化契約 
・緑化空間の維持義務（5年以上、最初の形を維持） 
・樹木選定時、地域性や住民の意見を受け入れる 
・植栽（樹木）の管理が義務 
 
 
 
 
プサン市 
義務付け制度 ・プサン市西区屋上緑化等推進および支援条例(2001) 
1.居住施設を対象に、600㎡以上の新築、または改築を行う場合、
屋上面積の30％を緑化する必要がある。 
2.一般施設を対象に、495㎡以上の新築、または改築を行う場合、
屋上面積の20％を緑化する必要がある。（複合施設を含む） 
補助制度 ・プサン市緑地保全および推進に関する条例 (2005) 
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既存の建物を対象として、100㎡以上の屋上緑化を行う場合、施
工費用の50％を補助する。ただし、学習空間の提供、公共利用、
5年以内に撤去不可などの条件が義務付けられている。 
 
3.3.3 アメリカとカナダの制度 
 アメリカの屋上緑化制度は、補助金支援制度と容積率割増し制度が主流であるが、いくつ
かの都市では、屋上緑化の面積によって税金を減税する制度があり、New Yorkでは、2イン
チ以上の植栽基盤、屋上全体面積の半分以上緑化が減税を受ける条件である（表3－16）29)。 
トロントは、屋上緑化の義務と支配の条例を持っている北米で最初の都市であり、2009年
5月に制定され（City of Toronto Act、section 108）2010年1月から制度が始まった。Toro
nto Green Roof Bylaw30)の目的は、新築建物の利用可能な屋上を対象とし、植物が生育基盤
の中で成長することを可能とすることであり、総床面積が大きくなるほど屋上緑化の割合が
大きくなる仕組みとなっている。屋上緑化によるメリットとしては、開発による雨水の質と
量への影響を軽減、都市のヒートアイランド現象の緩和と都市全体の温度を低下させること、
空気の質を向上、自然の緑地空間利用を提供、エネルギー消費を低減、生態多様性と生息地
の創出を期待している。建築許可を得るためには、屋上緑化の評価報告書の提出が必要であ
り、植栽基盤や維持管理などに関する14項目の検査項目（表3-17）と洪水 テスト、インピ
ーダンステスト、低電力テスト、赤外線熱画像、湿気センサーなどの六つのテストに合格す
るが必要がある等、厳しいものとなっている。 
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表 3-16 アメリカとカナダの屋上緑化制度 
Location Policy Type Details 
America Chicago Grant Reimbur
sement 
・Green Roof Improvement Fund(2006) 
A 50 percent grant match for the cost of placing a gree
n roof on an existing building located in the Central Loo
p TIF District up to a maximum grant amount of $100,0
00 per project and the Green Roof Grant Program, which 
awards $5,000 grants for green roof projects on residentia
l and small commercial projects. 
Density Bonus The floor area bonus for qualifying green roofs is calcul
ated as follows: Bonus FAR = (area of roof landscaping i
n excess of 50% of net roof area ÷ lot area) × 0.30 × Ba
se FAR. 
Portland Grant Reimbur
sement 
Up to $5 per square foot for eco-roof projects to manag
e storm-water, very few design requirements. 
Density Bonus FAR bonus based on three ranges of eco-roof coverage i
n relation to the building's footprint: 10-30%, 30-60% and 
60% or greater earns one, two and three square feet of a
dditional floor area per square foot of eco-roof respectivel
y 
New York Tax credit One-year tax abatement of $4.50 per square foot of gree
n roof, up to a maximum of $100,000 for the entire job.
 For co-op / condo buildings. Green roof must have at le
ast 2 inches of growing media and cover at least half of
 the total roof area. Pilot program, sunsets in 5 years. 
Canada Toronto Requirement ・Toronto Green Roof Bylaw(2010) 
Green roofs are required for all new development above 
2000㎡gross floor area There is a graduated coverage req
uirement ranging from 20-60% of the available roof space 
(excluding industrial). 
Green Roof Construction Standard 
(Minimum requirements for Green Roof) 
A. Green Roof Assembly Locations        
B. Gravity Loads 
C. Slope Stability     
D. Parapet Height and/Or Overflow Scupper 
E. Wind Uplift       F. Fire Safety     
G. Occupancy and Safety 
H. Waterproofing     I. Drainage       
J. Water Retention 
K. Vegetation Performance     L. Plant Selection 
M. Irrigation        N. Maintenance 
Grant Reimbur
sement 
・$50 per square meter reimbursement. Maximum of $10,
000 per single family or $100,000per all other building ty
pes. Requirements for eligible projects are more specific t
han other cities. 
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表 3-17 Toronto Green Roof Bylaw の評価項目 
検査項目 説明 
A. Green Roof Assembly 
   Locations 
B. Gravity Loads 
C. Slope Stability 
D. Parapet Height and/ 
Or Overflow Scupper 
E. Wind Uplift 
F. Fire Safety 
G. Occupancy and Safety 
 
H. Waterproofing 
I. Drainage 
J. Water Retention 
K. Vegetation 
Performance 
 
L. Plant Selection 
M. Irrigation 
N. Maintenance 
サイズの適合性 
設置・施工場所の適合性 
ASTM standardから指定された負荷計画 
スロープの安定性 
手すりの高さと/ 
またはオーバーフロー排水口 
風の上昇 
火災安全 
利用と安全（公共アクセスの可能・不可能に関する報告、公共
アクセスが可能な利用をする時、安全を保証） 
防水加工（防根シート、リークテスト成功の報告） 
排水施設 
水分保持（保水マット、または、同等で、植物成長を促進する
もの） 
植生のパフォーマンス（植栽基盤の厚さ100mm以上、または、植
栽システムでの植物生存可能性の確認ができる報告書提出、報
告書提出） 
植物の選択（安全、植栽後3年間被覆率80％維持可能） 
潅水システム 
メンテナンス計画 
緑化面積の算定法 
総床面積 緑化空間／利用可能屋上空間（屋上緑化の面積） 
2,000～4,999㎡ 
5,000～9,999㎡ 
10,000～14,999㎡ 
15,000～19,999㎡ 
20,000㎡以上 
20％ 
30％ 
40％ 
50％ 
60％ 
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3.4 各評価制度の整理 
 
3.4.1 評価制度の特徴と評価方法 
 建物の緑地や緑化の評価法は、質の高い緑地の保全と創出を最も大きい柱としており、
緑地確保による環境的効果、生態的効果、社会貢献などを目的としている。 
しかし、LEED や CASBEE など、都市や建物のエコロジカルなレベルを指標化する目的で作ら
れた制度では、敷地内・外部への影響など、環境に関する評価はあるが、緑地に対する項目
は少ない。 
敷地地盤形態の評価法は、水の透水性、浸透性など舗装面が持つ機能性と植物の有無によ
る評価と人工地盤と屋上緑化などの特殊緑化空間の土壌厚さの評価の二つの柱で構成されて
おり、一定の基準を満たしていない計画に対しては、開発・建築ができない強制力を持つ制
度である。 
公共利用・社会貢献の評価法は、緑地、土地、景観など空間（オープンスペース）がもっ
ている価値をより詳細に評価している。特に、SEGES（社会・環境貢献緑地評価システム）
は維持管理の明確化、目標設定など管理に対する所有者側の意思を評価することが特徴であ
り、環境的効果やレクリエーションなどの社会貢献を評価している。ワシントン州の King 
County の Public Benefit Rating System は、空間（オープンスペース）を資源として取ら
れ、都市オープンスペース、レクリエーションなどのアメニティ資源と動植物の生息地、生
態多様性などの自然資源の二つの大きな柱をもっている。さらに、一般市民利用の自由度を
ボーナスとして評価することで、評価が高いほど税の軽減などのインセンティブが多くなる
システムである（表 3-16）。 
都市の緑地やオープンスペースの評価方法は、専門家による評価、指標による評価、項
目・類型別重み×面積、重み×点数などがある。CASBBE新築の場合、外構緑化指数10％～2
0％未満であり、中・高木を植栽している場合は1ポイントの付与、20％～50％未満の場合は
2ポイント付与、50％以上で3ポイント付与される。熱環境緩和については、緑被率、水被率、
中・高木の水平投影面積率の合計が10％以上20％未满の場合は１ポイント、20％以上30％未
满の場合は2ポイント、30％以上の場合 は3ポイントが付与される。両方とも地上面の樹木
や水面に関して異なる評価をしていることに対し、屋上緑化については、面積だけで評価を
60 
 
している。BAFや生態面積率では、面積以外に、屋上緑化と人工地盤緑化（地下構造物・駐
車場上での緑化）を区分し、土壌厚さ20㎝（屋上緑化）と80㎝・90㎝（人工地盤緑化）を評
価の基準としている（表3-18）。 
都市緑地の評価制度における屋上緑化空間に対する評価は、屋上緑化面積を緑地として認
定することや生物多様性を促進する空間として評価することで、高い評価が得られるように
なっており、屋上緑地の緑地としてのポテンシャルを評価したものとなっている。しかし、
日本の屋上緑化制度の内容では、屋上緑化空間を面積だけで規制しているものが多く、緑の
質に関する項目は土壌の厚さ、樹木植栽などがあったが、種類、基盤の構造、維持管理など
の詳細な規制はない。  
韓国のソウル市では、屋上緑化による補助を受けることで、緑化空間を維持する義務があ
る「緑化契約」を条例として準備しており、緑化の形態、植栽の管理、緑化空間の維持など
が補助の条件となっている。 
アメリカの制度は、減税制度が特長であり、トロントの屋上緑化義務化制度は、保水マッ
ト、防根シート、潅水システム、排水システムなど施設の検査、メンテナンス計画、植物生
存可能性の保証、3年間被覆率80％維持可能な植栽を選択するような詳細な規制がある。そ
して、熱環境改善、省エネルギーに関するテストによって、より質の高い緑の創出・維持を
可能にする。しかし、制度の目的でもある自然の緑地空間利用を提供、生態多様性と生息地
の創出に関する評価項目はない（表3-17）。 
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表 3-16 都市の緑地やオープンスペースの評価制度の整理 
 
 制度名 評価項目 評価点 計算法・効果 
 
 
 
 
 
 
 
建物の
緑地や
緑化の
評価 
 
 
 
NICE GREEN  
なごや 
 
 
 
・緑化面積 
・高木植栽 
・接道緑化 
・既存樹木の保全 
・屋上・壁面緑化 
・維持管理努力 
10、20 
10、20 
10 
10 
10 
30 
点数合計 
認定ラベル 
（3段階） 
 
企業・団体 PR 
融資や補助 
LEED 
 
 
 
 
・緑地・自然資源保護 
・生息地、生物多様性のための自然保全・復元
（生態機能のある屋上緑化） 
・生息地、生物多様性のためのオープンスペー
スの確保（屋上緑化面積、または 25％以上緑
化された歩道空間） 
・ヒートアイランド緩和（屋上緑化） 
5 
1 
（＋5） 
1 
（＋5） 
 
1 
点数合計 
認定ランク 
（4段階） 
 
 
 
企業・団体 PR 
CASBEE 新築 
 
 
 
・生物環境の保全と創出 
・まちなみ・景観への配慮 
・地域性・アメニティへの配慮 
（地域性、快適性、温熱環境改善） 
・地域環境への配慮（温熱環境改善） 
0－15 
0－7 
0－8 
 
0－14 
点数×重み 
ランク付け 
（5段階） 
 
企業・団体 PR 
 
 
 
敷地地
盤形態
の評価 
 
 
BAF 
 
 
・舗装面の水の透過、浸透性、植物の有無 
・土壌厚さ（20 ㎝基準 ） 
・動植物の発達空間 
・屋根の雨水浸透能力、壁面緑化、屋上緑化 
0、0.3、0.5 
0.5、0.7、 
1.0 
0.2、0.5、0.7 
重み×面積 
基準値と比較 
 
建築許可 
生態面積率 
 
 
 
 
・自然地盤緑地 
・水空間（地下水涵養機能の有無） 
・人工地盤緑地（土厚 90 ㎝基準） 
・屋上緑化（土厚 20 ㎝基準 ） 
・壁面緑化 
・舗装面（透水性、植物の有無） 
1.0 
0.7－1.0 
0.5、0.7 
0.5、0.6 
0.4 
0－0.5 
重み×面積 
基準値と比較 
 
 
 
建築許可 
 
 
 
 
 
 
 
 
公共利
用・社
会貢献
の評価 
 
 
 
SEGES 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・土地利用の永続性 
安全性、担保性、関連法令 
・緑地管理 
管理担当者・計画の明確化、 
緑地の開放・情報の開示など 
・緑地機能の発揮 
気象緩和・地下水涵養・CO2固定機能 
景観形成・地域生態系・防災機能 
レクリエーション・ 環境学習機能 
・将来性 
 緑地に対する姿勢・ 先進的な取込み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ラベリング 
（5段階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
企業・団体 PR 
Public Benefit
Rating 
 
 
 
 
 
 
・都市オープンスペース、レクリエーション 
・帯水層、表面水質、川の流域保全 
・動物の生息地、生態サイト 
・景観・観光資源 
・管理されている山林 
・田園風景、農業地域の保全と管理 
・歩行路との連動 
・歴史的な空間 
・資源の復元 
・アクセス（不可・メンバーのみ、季節の制
限、資源による制限、教育、制限無し） 
・土地・歴史空間の保全 
・公共利用権利とアクセス 
各 5点  
各 5点 
各 5点 
各 5点 
各 5点 
各 5点 
35 点 
3-5 点 
5 点 
0-5 点 
 
15 点 
35 点 
点数合計 
ランク付け 
（6段階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
税の減免 
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表 3-17 屋上緑化に関する制度の評価方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 制度の種類 規制・補助条件 評価基準 
 
 
 
 
日本
の屋
上緑
化制
度 
義務化制度 ・敷地面積1000㎡以上（公共施設は250㎡以上）の
施設が建築物を新築、改築、増築などをする場
合緑化を義務 
・人の出入り及び利用可能な屋上空間の20％以上
を緑化 
・緑化面積 
・利用可能 
容積率の割
増制度 
・屋上緑化の面積に相当する建物床面積 ・緑化面積 
補助金制度 ・公道に面した緑化、公開空地など、制度的に公
開を義務付けられた区域の緑化、人工地盤上で
あって開放されている区域の緑化 
・公開の度合いにとって補助 
・区の緑化基準を超える緑化 
・植栽基盤の土壌の確保 
・現況報告書提出、最低5年の間維持管理 
・樹木による緑化、または、芝生等草本類による
緑化で最小規模は100㎡（セダム等の多肉植物、
コケ類除く） 
・公開 
・アクセス 
・緑化面積 
・土壌厚さ 
・植栽形態 
・維持管理 
 
アメ
リカ
とカ
ナダ
の制
度 
 
減税制度 ・2インチ以上の植栽基盤 
・屋上全体面積の半分以上緑化 
・植栽基盤 
・緑化面積 
義務化制度 ・負荷計画、防水加工、排水施設、スロープの安
定性 
・オーバーフロー排水口、風の上昇、火災安全 
・人々の利用と安全 
・植生のパフォーマンス、植物の選択、水分保持 
（安全性・被覆率80％維持可能 ） 
・メンテナンス計画 
・構造の安全性
・利用安全保証
・震災時の安全
・植物生育環境
・植物生存保証
・維持管理 
 
韓国 
補助金制度
 
 
・緑化契約 
・緑化空間の維持義務 
（5年以上、最初の形を維持） 
・樹木選定時、地域性や住民の意見を受け入れる 
・植栽（樹木）の管理を義務 
・公共利用 
・緑化状態 
・植栽形態 
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表 3-18 都市の緑地やオープンスペースの評価方法 
 
●CASBBE新築 
 
・緑被率 ＝（緑地面積 / 敷地面積）× 100％ 
・水被率 ＝（2.0 ×（水面面積 / 敷地面積））× 100％ 
・中・高木の水平投影面積率 ＝（1.5 ×（中・高木の水平投影面積 / 敷地面積））× 100％ 
 
 
 
外構緑化指数＝ 
外構緑化面積 
(中高木の樹冠の水平投影面積 十 低木・地被などの植栽面積) 
 
×100％ 
外構面積 
（敷地面積－建物面積） 
 
 
建物緑化指数＝ 
建物緑化面積 
(屋上緑化面積 十 壁面緑化面積) 
 
×100％ 
建物面積 
（建物による水平投影面積） 
 
●BAF 
BAF = 
ecologically-effective surface(敷地内の表面類型×係数) 
total land(敷地面積) 
 
●生態面積率 
生態面積率= 
自然地盤緑地＋Σ(人工化地域の空間種類別面積×重み) 
×100％ 
全体対象地の面積 
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3.4.2 評価項目の類型 
 
今回の調査で確認できた評価項目から田園風景、農業地域の保全と管理、帯水層、表面水
質、川の流域保全、歴史的な空間など、屋上緑化空間に一般的に適用することが厳しいと思
われるものを除外した 41 個の項目を緑地の質と量、公共資源、維持管理（持続性）の三つ
の大項目と 11 の中項目に分類し都市緑地としての観点からみた屋上緑地を評価する指標と
して選定した（表 3-19）。 
緑の質と量は、4 つの中項目で構成されており、「緑の量」は、屋上緑化制度（以後 GRP）
と都市緑地の評価システム（以後 SRS）共に多く、GRP では緑化義務の基準のクリアと義務
面積以上緑化に対するボーナス支給が、SRS では緑の量確保の基準として使用している。
「樹木の植栽」は SRS で多く確認できた。樹木の存在だけを評価基準としている GRP に対し、
RS では、在来種の植栽が評価基準となっている。「植栽基盤」は、GRP だけのカテゴリであ
り、トロントでは防水・防根素材、安全性、生育の保証など、厚さ以外の項目が多かった。
「環境問題改善効果」のカテゴリは GRP と SRS 共に多く確認できた。特に、CASBEE は樹木
の形態、樹木や施設の陰、水面など、割合を計算する項目があり、SEGES は、二酸化炭素固
定などで効果を評価する。 
公共資源は、4つの中項目で構成されており、「公共空間の提供」は都市オープンスペー
ス提供、レクリエーション機能、公開の度合いが評価項目であり、SRS のみで確認できた。
「視認性」は、景観ポイント、連続、景観提供の評価項目があり、SRS のみで確認できた。
「生態的機能」は SRS のみで確認できた。生息地と自然資源の保護、生息地提供の評価項目
があり、一部では地域性のある動植物や計画を評価している。「地域環境」は、地域性、良
好の景観提供、町との調和、震災時の避難場所などがあり、SRS のみで確認できた。 
維持管理は、3つの中項目で構成されており、「緑化空間の維持管理」の項目は、緑地の
整備を主な項目としている。SEGES は、モニタリングと再植栽計画、管理に対する姿勢など
の項目が追加されており、最も詳細な評価をしている。 
「生態空間の維持管理」は、生態空間の生態空間の保全、整備の項目があり、「利用・運営」
は、展示、学習の場提供、学習プログラムや施設、公共利用への計画の項目があったが両方
とも全体で最も少ない項目であった。 
 GRP の評価方法は「植栽基盤」と「環境問題改善効果」のカテゴリは詳細な評価であった
が、Toronto 以外の制度では評価基準が単純であった。SRS の評価方法は GRP より詳細であ
り、CASBEE は「環境問題改善効果」が、LEED は「生態的機能」が、SEGES は「維持管理」
が、PBRS は公共空間の提供」のカテゴリが他のものより詳細な評価であった（表 3-20）。 
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表 3-19 屋上緑化の制度と都市の緑地やオープンスペースの評価項目の類型  
大項目  中項目 基準 
緑の質と量 
Green Quality 
緑の量 
Greening Area 
・屋上緑化空間での緑地の割合（平面） 
・緑化形態別面積（平面） 
樹木の植栽 
Tree or Shrub 
・樹木形態別割合 
・樹木の有無 
・在来種の植栽 
植栽基盤 
Growing media 
・土壌の厚さ 
・安全性の確保（土止め、排水、ドレイン、防
水・防根シートなど） 
・適応植物の選択 
環境問題改善効果 
Improving environmental 
issues 
・環境緩和機能(二酸化炭素固定など) 
・降水、大雨の調整機能 
・熱環境改善 
・陰、水面などの割合 
公共資源 
Public 
Resource 
公共空間の提供 
Providing public area 
・公開の度合い 
・レクリエーション機能 
・情報開示・公開 
・都市オープンスペース提供 
視認性 
Visibility 
・景観ポイント、連続、範囲 
・景観提供 
生態的機能 
Biological environment 
・土、水空間の再現 
・生息地と自然資源の保護 
・生息地の提供 
・生態拠点としての位置 
地域環境 
Local environment  
・良好の景観提供 
・地域性、町との調和 
・震災時の避難場所 
・地域への配慮 
維持管理 
（持続性） 
Management 
緑化空間の維持管理 
Management Greening 
Area 
・緑地の整備 
・モニタリングと再植栽計画 
・新たな素材、方法への挑戦 
・維持管理への姿勢 
生態空間の維持管理 
Management Biological 
Area 
・生態空間の保全、整備 
・モニタリングと目標種設定 
利用・運営 
Management Public use 
・人々の利用への計画 
・学習プログラム 
・展示、学習の場提供 
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表 3-20 41 個の評価項目からみた屋上緑化制度と評価システムの特徴 
Categories 屋上緑化制度 
都市緑地の評価システム 
Requirement Grant Bonus CASBEE LEED SEGES PBRS 
Greening 
Area 
・Percentage of 
Area(required) 
・Percentage of 
Area(required) 
・Percentage of 
Area(required) 
・Percentage of 
Area (weight) 
・Percentage of 
Area(required) 
・Percentage of 
Area 
 
Tree or 
Shrub 
  ・Presence ・Presence 
・Native 
・Native or 
adapted 
・Native  
Growing 
media 
・Safety 
・Material 
・Structure 
・Adapted 
plant 
 ・Depth     
Improving 
environmenta
l issues 
・Reduce heat 
island 
・Manage 
storm-water 
・Water 
Retention 
・Manage 
storm-water 
 ・Percentage of 
Area (Plant 
shade, planted 
type, Roof 
Green, etc.) 
・Reduce heat 
island 
・Reduce heat 
island 
・Climate 
mitigation 
function 
(CO2fixed, 
Water 
Retention)  
 
Providing 
public area 
 ・Degree(1~3) 
Public use 
Members only 
None 
  ・Urban open 
space 
・Public 
recreation 
 
・Public 
recreation 
・Urban open 
space 
・Degree of 
Access(1~5) 
Visibility    ・Scenic 
function 
 ・Scenic 
function 
・Viewpoint 
or Corridor 
Biological 
environment 
   ・Plan 
・Provide 
habitat 
・Soil, 
Waterside 
・Protect 
habitat and 
natural 
resources 
・Provide 
habitat 
・Promote 
biodiversity 
・Biological 
function 
(Locality) 
・Ecological 
site 
・Provide 
habitat 
Local 
environment 
   ・Good 
landscape  
・Locality 
・Harmony 
 ・Disaster 
prevention 
・Amenities 
・Historic 
Management 
Greening 
Area 
・Maintenance 
Green space 
・Maintenance 
Green space  
 ・Maintenance 
Green space  
 ・Maintenance 
Green space 
・Attitude 
・Advanced 
method 
・Monitoring  
・Re-planting 
・Maintenance 
Green space 
Management 
Biological 
Area 
 ・Conservation  ・Maintenance 
Biological area 
   
Management 
Public use 
 ・Providing 
Exhibit site 
 ・Providing 
Exhibit site 
 ・Experiential 
learning 
program  
・Public use 
 
 
 
 
 
＊41 Criteria extracted from GRP and SRS, excluding criteria such as difficult to apply green roof. 
＊＊Difficulty level is according to number of criteria. 
 
1~2 3~4 5~ 
Simple Complex High Complex 
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3.5 本章の結論 
 
2 章でも明らかになったように、屋上緑化の制度は、緑化空間の面積確保を目的としてい
る制度が主流である、しかし、屋上緑化は、特殊な環境に設置されるため、トロント市のよ
うな緑化施設と基盤の安全性確保、緑化目的を達成するための環境効果の検証を基盤として
いる制度の普及が必要と考えられる。 
都市の緑地やオープンスペースの評価制度の発生は、急速な都市の開発、都市のコンパク
ト化、都市への人口密集などの都市問題やヒートアイランド現象、緑地と動植物の生息地の
減少などの環境問題を背景としており、緑地の量だけではなく、その質や維持管理、公共空
間としての活用などの評価を大きな柱としている。そして、評価点数によってランクを付け
る認定制度が主流であり、ランクによって、企業・団体の環境配慮や地域貢献等、客観的な
PR 資料として活用、環境報告書として利用、融資や補助金などのインセンティブがもらえ
る制度が多い。特に、オープンスペースや保全緑地など、公益的な機能を果たす緑化空間に
対しては、税の減免などの直接的なインセンティブがもらえる制度もある。日本では、緑地
の社会・環境貢献緑地評価システムである SEGES 制度があるが、認定ランクによる企業や民
間施設のイメージアップは期待できるものの、税の軽減などのインセンティブがある海外の
制度のような直接的な利益はない。 
今後、国や自治体の制度による屋上緑化や壁面緑化の拡大は、建物の緑化空間を地上から
特殊緑化空間に移動することを促進するため、建物の緑化空間に対する評価は、公共空間・
生態空間としての活用を含め、緑の質・量・維持管理など、総合的なものである必要がある
と考えられる。そして、建物や企業のイメージアップ材料としての利用は、企業の直接的な
利益にはならないため、企業や所有者の積極的な導入を求めることは厳しく、制度の普及や
推進のためには、建築・開発許可、税の減免などの直接的なインセンティブが必要と考えら
れる。 
緑地の評価制度の中で、人工地盤緑化と屋上緑化など特殊緑化に関する評価は、土壌厚さ
20cm と 80・90cm を基準として評価されているが、20cm 以上、20cm 以下の二分類で、基準
が単純であり、技術の開発によって、より多様化している特殊緑化に評価基準を合わせる必
要がある。また、特殊緑化の評価に管理計画が盛り込まれておらず、維持管理計画の有無へ
の評価がされていないことから、施工後、緑化空間の維持管理、質や機能の低下などが問題
として考えられるため、管理・運営計画の評価、マニュアルづくりが必要と考えられる。 
海外を含めた制度と評価指標の検討の結果、今後の屋上緑化の評価指標として以下のもの
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がふさわしいと考えられる。 
 
緑の質と量に関しては、 
1. 緑の量の評価は、制度の基準面積と比較して加算する。 
2. 樹木の植栽の評価は、植物の種類と形態別面積を評価する。 
3. 植栽基盤は、安全性の確保、素材（防水・防根シートなど）土壌の厚さを評価する。 
4. 環境問題改善効果は、熱環境改善 、降水、大雨の調整機能などを定量的な評価をする。 
公共資源に関しては、 
1. 公共空間の提供の評価は、Public space提供の評価とAccess degreeで加算する。 
2. 視認性の評価は都市景観として評価し、景観ポイント、連続、範囲によって加算する。 
3. 生態的機能は、生息地と自然資源の保護や提供を評価する。 
4. 地域環境は、地域性、町との調和など、地域に対する寄与度を評価する。 
維持管理に関しては、 
1. 緑化空間の維持管理は、維持、改修、入れ替え計画を評価する。 
2. 生態空間の維持管理は、モニタリング、目標種などの長期的な計画を評価する。 
3. 利用・運営は、利用計画、学習施設、プログラムなどを評価する。 
これらの指標を助成制度などに取り入れることにより、景観配慮、生物多様性配慮、公開な
ど、助成にふさわしい形態での屋上緑化が進展することが期待される。 
 
今回の調査で屋上緑化の評価に適用可能と思われる 41 個の Rating criteria が確認でき
た。屋上緑化の評価指標を制度に取り込む場合、地域のニーズや環境に合わせる必要があり、
得られた知見は以下のとおりである。 
 
1．面積で評価する場合、緑化空間の割合だけではなく、樹木、水空間の割合も含める必
要があり、熱環境改善効果を評価する場合は、樹木や施設による陰、水空間による冷却
効果も含める。 
2．多様な植栽、植物生育の保証、安全性の確保のために植栽基盤を評価する。 
3．景観提供機能を評価する時は、連続、範囲、周辺との調和などを考慮する。 
4．維持管理は、植物と施設の維持管理以外に、運営計画・方針も評価する。 
5．生態空間の割合のほか、地域性、目標種、運営計画、学習機能も評価する。 
6．公共空間の提供は、提供する方法と面積を評価し、自由度によって加算する。 
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4 章 評価事例を用いた評価指標の提案 
 
4.1 本章の目的と方法 
 本章では、3章の屋上緑化制度と都市緑地やオープンスペースの評価システムの事例研究
で抽出された評価項目について、屋上緑化の総合的な評価指標としての可能性と妥当性を検
討することを目的とした。 
屋上緑化空間は、私有地が多く、データの確保が厳しいため、検討には、一般に公開され
ている東京都の「既存建築物屋上緑化事例集（2011 年 1 月東京都環境局）」を用いて評価
項目の適用可能性に関する検討を行い、さらに、財団法人都市緑化機構の「屋上・壁面・特
殊緑化技術コンクール 受賞作品」を用いて評価項目の妥当性に関する検討を行った。図面、
現況写真、構造、植栽、管理状況などのデータと屋上の環境確認、周辺環境、視認性などの
確認のためには「Google マップ - ©2012 Google -zenrin-」、「Google Earth」を用いて
分析を行い、3章から抽出した評価項目の屋上緑化への適応可能性と屋上にふさわしい評価
方法や指標について考察した。 
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4.2 評価指標の作成 
 
4.2.1 評価指標の構成 
 3 章で明らかになった 41 個の評価項目のうち、重複のみられた項目を整理し、以下の 23
項目を屋上緑化の評価項目とし、表 4-1 の各指標の適用可能性について検討を行った。 
大項目の１つめの「緑の質と量」においては、①屋上面積に対する緑の割合、②屋上緑化
空間の全体の中で植物のある空間の割合の評価項目を「緑の量」という中項目とし、③樹木
植栽の有無、④低木、高木など樹木の形態別割合の項目は「樹木の植栽」という中項目とし
た。⑤植栽基盤の厚さ、⑥植栽基盤の素材など安全性に関する項目は、「植栽基盤」という
中項目とし、⑦二酸化炭素固定率、⑧保水機能などに関する環境緩和機能の項目と熱環境改
善効果の項目を「環境問題改善効果」という中項目とした。 
２つめの大項目は、人とのかかわりや地域への貢献等を示す言葉として「公共資源」とし
た。⑨屋上緑化空間を人々に公開している度合い、⑩レクリエーション機能の項目を「公共
空間の提供」という中項目とし、⑪景観提供の範囲、⑫景観連続などの項目を「視認性」と
いう中項目とした。⑬動植物の生息地提供、⑭土・水空間など自然空間の再現、⑮生態拠点
などの項目は、「生態的機能」という中項目とし、⑯地域性、町との調和、⑰近隣地域への
配慮の項目を「地域環境」として中項目とした。 
 ３つめの大項目は、「維持管理」とした。⑱緑地に関する維持管理項目、⑲モニタリング、
再植栽計画などを「緑化空間の維持管理」として中項目とし、⑳生態空間の維持管理項目、
㉑モニタリング、目標種設定などを「生態空間の維持管理」として中項目とした。また、㉓
人々の利用計画、学習プログラムなどを「利用・運営」として中項目とした。 
評価基準は、3章での屋上緑化制度と都市緑地の評価システムで取り扱ったそれぞれの指
標の基準をもとに作成しており、数量的割合等によって評価する「段階別評価」と機能の有
無などによってそれぞれの評価点を足していく「加算評価」の２つを用いた。 
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表 4-1 評価指標の構成 
大項目  中項目 小項目 3章の抽出項目 
緑の質と量 
Green Quality 
1.緑の量 
Greening Area 
1.1 屋上空間での緑の割合 
1.2 植物空間の割合 
・Percentage of Area 
2.樹木の植栽 
Tree or Shrub 
2.1 樹木の有無 
2.2 樹木形態別割合 
・Presence of Trees 
3.植栽基盤 
Growing media 
3.1 土壌の厚さ 
3.2 安全性の確保 
・Depth 
・Safety 
・Material 
・Structure 
4.環境問題改善効果 
Improving 
environmental 
issues 
4.1 環境緩和機能 
4.2 熱環境改善効果が高い植栽
形態面積の割合 
・Water Retention 
・CO2fixed 
・Reduce heat island 
公共資源 
Public 
Resource 
5.公共空間の提供 
Providing  
public area 
5.1 公開の度合い 
5.2 レクリエーション機能 
・Public Recreation 
・Urban open space 
・Degree of Access 
6.視認性 
Visibility 
6.1 景観提供の範囲 
6.2 景観ポイント、連続 
・Scenic function 
・Viewpoint or Corridor
7.生態的機能 
Biological 
environment 
7.1 生息地と自然資源の提供 
7.2 土、水空間の再現 
7.3 生態拠点としての位置 
・Provide habitat 
・Protect habitat and 
natural resources 
・Soil, Waterside 
・Ecological site 
8.地域環境 
Local environment  
8.1 地域性、町との調和 
8.2 地域への配慮 
・Native Plant 
・Locality 
・Harmony 
維持管理 
（持続性） 
Management 
 
 
 
 
 
 
9.緑化空間の維持管理 
Management Greening 
Area 
9.1 緑地の整備 
9.2 モニタリングと再植栽計画 
・Maintenance Green 
space 
・Monitoring  
・Re-planting 
10.生態空間の維持管理 
Management 
Biological Area 
10.1 生態空間の保全、整備 
10.2 モニタリングと目標種設定
・Maintenance 
Biological area 
11.利用・運営 
Management  
Public use 
11.1 人々の利用への計画 
11.2 学習プログラム 
・Experiential learning
 program  
・Public use 
・Exhibit site 
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4.2.2 評価項目と基準 
1)緑の量に関する評価基準の考え方 
緑の量は、屋上空間での緑の割合、植物空間の割合の項目で構成されていることから、以
下の考え方で評価基準を設定した。 
屋上空間での緑の割合の評価基準は、屋上緑化義務付け制度の基準である 20～30％と、
CASBEE 新築の緑の量の確保での最高点 50％の基準を採用し、5段階の評価基準とした。評
価点数は、義務による最低基準の 20％を最低点の 2ポイントとし、使用可能屋上の 50％以
上緑化を最高点の 10 ポイントとした。 
植物空間の割合は、CASBEE 新築の空地率の基準 40％、60％、80％を用いて、50％未満、
50％～80％未満、80％以上の 3 段階の評価基準とした。評価点数は、屋上緑化空間での植物
空間の割合が 50％未満の場合を 1 ポイントとし、80％以上を 5 ポイントとした（表 4－2）。
また、緑の量では、義務付けによる緑化施設は最低でも 3 ポイントを得ることができること
になる。 
割合の計算方法は、以下の計算式であらわされるが、今回の評価では、正確な図面がない
ため、計算式は利用してない。 
 
・屋上緑化面積（園路・利便施設空間を含む）の計算方法 
（（屋上緑化面積／利用可能屋上面積）×100） 
・屋上緑化空間の中で、園路・利便施設以外の植物空間面積の計算方法 
（（植物空間面積／屋上緑化面積）×100） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
75 
表 4-2 緑の量の評価基準 
大項目 緑の質と量（ Green Quality ） 
 
中項目 １．緑の量（Greening Area） 
小項目 1.1 屋上空間での緑の割合 
1.2 植物空間の割合 
 
評価観点 
1.1 制度や義務付けの基準（ex.利用可能な屋上面積の 20％で、園路・施設など
を含む）を超える緑化がされているか 
 
1.2  植物のある緑化空間の面積が多く確保されているか 
 
 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
 
 
評価点数 
 
1.1 制度・政策基準を超える緑化をしている場合加算評価をする。 
利用可能な屋上面積（園路・利便施設空間を含む）の 
・20％を緑化         （2ポイント）義務付け基準 
・21％以上～25％未満を緑化  （3ポイント）義務付け基準、または基準以上 
・25％以上～30％未満を緑化  （5ポイント）義務付け基準、または基準以上 
・30％以上を緑化～50％未満  （7ポイント）義務付け基準以上の緑化 
・50％以上を緑化       （10 ポイント）義務付け基準以上の緑化 
 
1.2 屋上緑化空間の中で、園路・利便施設以外の植物空間の面積が 
・屋上緑化空間全体の 50％未満      （1ポイント） 
・屋上緑化空間全体の 50％以上～80％未満 （3ポイント） 
・屋上緑化空間全体の 80％以上      （5ポイント） 
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２）樹木の植栽に関する評価基準の考え方 
  樹木の植栽は、樹木の有無、樹木形態別割合の項目で構成されており、樹木の有無によ
る評価の場合、薄層緑化での樹木植栽は難しいため、100 リットル以上のプランター、また
は、50 リットル以上で固定されているプランターによる植栽も認める。評価点数は、有無
によって一般緑化での樹木植栽は 5 ポイント、プランターでの植栽は 2ポイントとした。そ
して、中木、高木などの樹木形態別割合を NICE GREEN なごやの高木、中高木による緑化面
積基準 25％以上 50％未満（10 ポイント）、50％以上（20 ポイント）を用いて、高木、中木
を含む樹木緑化面積 25％未満、25％以上 50％未満、50％以上の 3 段階とており、屋上緑化
空間は、低木を一部植栽する事例が多いため、低木のみの緑化面積が 25％未満を加えて、
樹木形態別割合の項目は 4段階とした。評価点数は、低木のみの緑化面積 25％未満を 2 ポ
イントとし、高木、中木による緑化面積 25％未満が 3 ポイント、25％以上 50％未満が 5 ポ
イント、50％以上の大規模の樹木植栽を 10 ポイントとした（表 4－3）(写真 4－1)。 
 
 
表 4-3 樹木の植栽の評価基準 
大項目 緑の質と量（ Green Quality ） 
 
中項目 2．樹木の植栽 
 
小項目 
2.1 樹木の有無 
2.2 樹木形態別割合 
 
 
 
評価観点 
2.1 屋上緑化空間で樹木は植栽されているか 
（ユニット緑化など薄層緑化の場合は、100 リットル以上のプランター、または、
50 リットル以上で固定されているプランターに植栽された樹木は認める。） 
 
2.2 高木、中木、低木の割合 
 
 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
評価 
点数 
2.1 樹木の有無  
・プランターでの樹木植栽 （2ポイント）（薄層緑化の場合） 
・樹木の植栽空間有り   （5 ポイント） 
 
2.2 樹木形態別割合 
・低木のみの緑化面積が 25％未満            （2 ポイント） 
・高木、中木を含む樹木緑化面積が 25％未満       （3ポイント） 
・高木、中木を含む樹木緑化面積が 25％～50％未満   （5ポイント） 
・高木、中木を含む樹木緑化面積が 50％以上の大規模  （10 ポイント） 
 （または、低木のみ、中木のみでも全面緑化など大希望であれば認める。） 
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写真 4-1 樹木植栽の例 
2.1 薄層緑化でのプランター樹木の例 
 
 
2.1 樹木の植栽空間有り   
 
 
2.2 低木のみの緑化面積が 25％未満  
 
2.2 高木、中木による緑化面積が 25％未満    
 
 
2.2 高木、中木による緑化面積が 25％～
50％未満 
 
 
2.2 高木、中木による緑化面積が 50％以上の大
規模 
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３）植栽基盤に関する評価基準の考え方 
 植栽基盤の評価は、土壌の厚さ、安全性の確保の項目で構成されていることから以下のよ
うに考えた。 
土壌厚さの評価基準は「屋上緑化設計・施工ハンドブック」の基準を用いて、土壌の厚さ
10cm未満、10cm以上、20cm以上、30cm以上、40cm以上の5段階とし、評価点数は、それぞれ2
ポイントから10ポイントに設定した。また、トロントのGreen Roof Bylawでの植物の生育を
保障する条件を導入し、土壌厚さ10cm未満の場合植物の生育を保障することを条件とした。
植栽基盤の安全性の確保は、土留め、排水層、防根シート、保水マット、防水シートなど植
栽基盤の持続性や安全性のための項目を設定し、その有無によって1点ずつ加算される形式
とし、最大5ポイントとした（表4－4）。 
 
表 4-4 植栽基盤の評価基準 
大項目 緑の質と量（ Green Quality ） 
 
中項目 3.植栽基盤 
小項目 3.1 土壌の厚さ 
3.2 安全性の確保 
評価観点 3.1 植物の十分な生育のための植栽基盤が確保されているか？ 
3.2 土留め、排水層、防根シート、保水マットなどの状態 
（薄層緑化の場合 ユニット） 
 
判
断
基
準 
 
 
 
評価点
数 
3.1 土壌の厚さ 
・土壌の厚さが 10cm 未満で、植物の生育を保証している。  （2 ポイント） 
・土壌の厚さが 10cm 以上、または重さが 160kg/㎡以上    （4 ポイント） 
・土壌の厚さが 20cm 以上、または重さが 320kg/㎡以上    （6 ポイント） 
・土壌の厚さが 30cm 以上、または重さが 480kg/㎡以上    （8 ポイント） 
・土壌の厚さが 40cm 以上、または重さが 640kg/㎡以上    （10 ポイント） 
3.2 基盤の安全性の確保  
・土留め、排水層、防根シート、保水マット、防水シート （各1ポイント） 
が設置され、機能している。             （合5ポイントまで） 
・確認できない場合軽量緑化、ユニット緑化は1点、他は3点とする。 
 3.1 土壌の厚さの基準  
 
屋上緑化設計・施工ハンドブック（2007）PP.71 
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４）環境問題改善効果に関する評価基準の考え方 
環境問題改善効果の評価は、環境緩和機能、熱環境改善効果の項目で構成されていること
から以下のように考えた。 
環境緩和機能は、CO2固定量、降水・大雨の調整機能で評価する。CO2固定量の判断基準は、
SEGESの基準である3ｍ以上の高木の本数による評価を用い、5本未満が1ポイント、10本未満
が2ポイント、10本以上は3ポイントとした。保水機能は、韓国の生態面積率の基準である土
壌厚さ20cmを標準とし、さらに保水機能を強化するための素材の有無によって加算される形
式とし、最大2ポイントと設定した。熱環境改善効果の評価は、CASBEE新築の敷地内温熱環
境の向上に関する評価項目である樹木の割合、水面、舗装面積を参考とし、屋上表面改善効
果を評価するため主な地被類、樹木、水面の面積を評価項目とした。評価方法は、正確な図
面の確保ができない場合を想定して、主な地被類、主な樹木や水面の有無による加算評価方
式としたが、加算される項目が多いため最大点数を10ポイントまでと設定した。 
主な地被類がコケ・セダム類の場合1ポイント、芝生類は2ポイント、ハーブ・草本類は3
ポイントであり、主な樹木は、低木が1ポイント、中木が2ポイント、高木が3ポイントであ
る。水面の確保で2ポイント、ビオトープは3ポイントとした（表4－5）。しかし、主な植栽
の形態や水面の有無だけの評価は、多様な緑化空間を評価するには不十分であるため、今後、
屋上の緑化形態に適用可能な評価方法の開発が必要である。 
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表 4-5 環境問題改善効果の評価基準 
大項目 緑の質と量（ Green Quality ） 
 
中項目 4． 環境問題改善効果（Improving environmental issues） 
小項目 4.1 環境緩和機能 
4.2 熱環境改善効果が高い面積の割合 
 
 
評価観点 
4.1 CO2固定量は、樹木の種類、直径、年齢などが必要であるが、屋上は特殊空
間であるため、SEGESの基準である3ｍ以上の樹木の本数で評価する。 
保水機能を保水マット、土壌厚さを基準として計算して評価 
4.2 緑化形態、植栽形態などの熱画像データをもとに熱環境改善効果を評価 
中・高木の植栽やピロティ、庇、パ一ゴラ等を設けることにより、曰陰の形
成に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
 
 
 
 
 
評価点数 
4.1 環境緩和機能 
CO2固定量 
・3ｍ以上高木が5本未満植栽されている。   （1ポイント） 
・3ｍ以上高木が10本未満植栽されている。  （2ポイント） 
・3ｍ以上高木が10本以上植栽されている。  （3ポイント） 
降水・大雨の調整機能 
・保水マットなど保水素材が設置されている。 （1ポイント）    
・土壌の厚さ20cm以上を確保している。    （1ポイント） 
 
4.2 熱環境改善効果が高い面積の割合 
主な地被類（50％以上） 点数 主な樹木（50％以上） 合計 
・コケ・セダム類など 
・芝生類 
・ハーブ・草本類など 
1 
2 
3 
・低木 
・中木 
・高木 
1 
2 
3 
 
 
最大 10 ポイント
 ・水面 2 
・ビオトープ 3 
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５）公共空間の提供に関する評価基準の考え方 
公共空間の提供の評価は、人々の利用に対する公開の度合い、レクリエーション機能の項
目で構成されていることから以下の考え方を用いた。 
公開の度合いは PBRS の Public access の評価基準を屋上に適応して、 季節、申し込みな
どの条件つきの利用、居住者、社員など、会員専用利用の場合其々それぞれ 2ポイント、 
ショップ、病院など建物の利用者のみが利用する場合は、3ポイント、一般利用者に公開し
ている場合は、5ポイントとした。レクリエーション機能は、PBRS、SEGES のレクリエーシ
ョン施設・空間の提供、SEGES の情報の提供、PBRS の都市オープンスペースの提供の項目を
用いて、施設の有無によって各 2ポイントとし、情報の提供状況によって各 1ポイント、イ
ベント、公演などの企画ができる公共空間の提供で 2 ポイントと設定した（表 4－6）。 
 
 
 
表 4-6 公共空間の提供の評価基準 
大項目 公共資源（ Public Resource ） 
 
中項目 5． 公共空間の提供 
小項目 5.1 公開の度合い 
5.2 レクリエーション機能 
 
 
評価観点 
5.1 屋上緑化空間に対する人々の立ち入り利用（休憩、散歩などの利用ができる
こと）を評価する。 
5.2 屋上緑化空間の人々の立ち入り利用を配慮したレクリエーション施設、利便
施設（遊具、展望台、ベンチ、パーゴラ、日陰、休憩施設など）を評価する 。 
・屋上緑化空間の存在、施設の現況、利用方法など、一般の人々に広告している
場合評価する。 
・イベント、公演などの空間提供 
 
 
 
 
 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
 
 
 
 
評価点数 
5.1 公開の度合い 
・季節、申し込みなどの条件つきの利用    （2ポイント） 
・居住者、社員など、会員専用利用      （2ポイント） 
・建物、ショップ、病院などの利用者の利用  （3ポイント） 
・一般利用者に公開利用           （5ポイント） 
 
5.2 レクリエーション機能 
施設の提供 
・子供の遊具、遊び場、展望台などの提供          （2ポイント） 
・ベンチ、椅子など、座れる施設が設置されている。     （2 ポイント） 
・パーゴラ、休憩所など、屋根のある施設が設置されている。 （2ポイント） 
情報開示・公開 
・ホームページ、雑誌などで広告している。          （1 ポイント）
・建物の入り口などに利用のためのインフォメーションがある。 （1ポイント）
都市オープンスペース提供 
・イベント、公演などの企画や公共空間の提供         （2 ポイント）
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６）視認性に関する評価基準の考え方 
 視認性の評価は、景観提供の範囲、景観ポイント・連続の項目で構成されていることから、
以下のように考えた。 
景観提供の範囲の評価はCASBEE、SEGESの良好な景観提供、景観形成の評価基準を屋上に
応用し、建物の中から見える場合は、3ポイント、周辺建物から見える場合は、3ポイント、
地上から見える場合は3ポイントとした。景観ポイント・連続の評価は、PBRSの景観連続、
景観スポットの評価項目、韓国ソウル市の南山から見える範囲を補助する制度を参考し、周
辺緑地、公園など外部の自然環境が見える場合は、3ポイント、壁面緑化や他の建物緑化と
景観として連続している場合は、3ポイントとした（表4－7）。そして、屋上緑化特有の見
られる緑化空間の割合、建物の複数階からの視認性などに関する基準は今後の課題とした。 
 
 
 
 
 
表 4-7 視認性の評価基準 
大項目 公共資源（ Public Resource ） 
 
中項目 6．視認性 
小項目 6.1 景観提供の範囲 
6.2 景観ポイント、連続 
 
評価観点 
6.1 屋上緑化空間が、地上、周辺建物、建物の中から景観として利用できる場合
評価する。 
6.2 公園、川、山などの自然環境を楽しめる景観ポイントや他の建物緑化施設
（屋上緑化、壁面緑化、室内緑化、花壇など）と連続している。 
 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
評価点数 
6.1 景観提供の範囲 
・屋上緑化空間が建物の中から見ることができる。      （3 ポイント） 
・周辺建物から屋上緑化空間を見ることができる。      （3 ポイント） 
・屋上緑化空間が地上から見える。             （3 ポイント） 
 
6.2 景観ポイント、連続 
・屋上緑化空間から外部の自然環境を楽しむことができる。  （3 ポイント） 
・壁面緑化や他の建物緑化と景観として連続している。    （3 ポイント） 
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７）生態的機能に関する評価基準の考え方 
 生態的機能の評価は、生息地と自然資源の提供、土、水の再現、生態拠点としての位置の
評価項目で構成されていることから以下のように考えた。 
生息地と自然資源の提供はPBRS、LEEDの動植物の生息地提供の項目を採用し、生息地の提
供が可能な空間がある場合5ポイントで評価される。土、水の再現は、CASBEEの自然空間の
保存・復元の項目を用い、自然風景、表土、水辺等を保存または復元することを目的として
いる場合、5ポイントで評価される。生態拠点としての位置は、SEGESの地域生態系機能の項
目を採用し、広域的な視点、もしくは、周辺緑地との生態的ネットワークを考慮している場
合は、5ポイントで評価される（表4－8）。 
 
 
 
表 4-8 生態的機能の評価基準 
大項目 公共資源（ Public Resource ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中項目 7. 生態的機能 
 
小項目 
7.1 生息地と自然資源の提供 
7.2 土、水空間の再現 
7.3 生態拠点としての位置 
 
 
 
評価観点 
7.1 生態多様性を配慮、動植物の生育地の提供などを考慮した計画と空間構成を
している場合評価する。 
7.2 在来種を含めて、地域に元々あった自然空間の保存または、再生をしている
場合評価する。生物資源を構成する動植物、表土、水辺等を保存または復元 
7.3 生態的ネットワーク、生態系保護地域 など、広域的な視点で生態多様性や動
植物の生育地の提供を計画している場合、もしくは、周辺緑地との生態的ネッ
トワークを考慮している場合評価する。 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
評価点数 
7.1 生息地と自然資源の提供 
・生態多様性や動植物の生育地の提供のための空間がある。   （5ポイント） 
7.2 土、水空間の再現 
・自然風景、表土、水辺等を保存または復元することを目的としている。 
（5ポイント） 
7.3 生態拠点としての位置 
・広域的な視点、もしくは、周辺緑地との生態的ネットワークを考慮している。 
（5ポイント） 
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８）地域環境に関する評価基準の考え方 
地域環境の評価は、地域性、町との調和、地域への配慮の項目で構成されていることから
以下のように考えた。 
地域性、町との調和の評価は、CASBEE、LEEDの地域性のある材料の使用、在来種の利用の
項目を採用し、地域性のあるデザイン・町と調和するデザイン要素、在来種などがある場合、
3ポイント、近隣住民や居住者の意見を参考して植栽、デザインなどを行っている場合は、2
ポイントとした。地域への配慮の評価は、CASBEEの地域性・アメニティへの配慮の項目を採
用し、近隣住民に快適な空間、憩いの場などを提供している場合3ポイント、地域が求めら
れているアメニティ空間を提供している場合は、2ポイントとした（表4－9）。地域環境の
カテゴリは、屋上に適用可能と思われる評価項目が少なく、設置されている素材や空間の確
認が厳しいため総合点数は10ポイントと低く設定した。 
 
 
 
 
 
表 4-9 地域環境の提供の評価基準 
大項目 公共資源（ Public Resource ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中項目 8. 地域環境 
小項目 8.1 地域性、町との調和 
8.2 地域への配慮 
 
評価観点 
8.1 地域、町に寄与することを考慮して計画を行っているか？ 
8.2 近隣住民の利用、快適な空間提供などを考慮して計画を行っているか？ 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
評価点数 
8.1 地域性、町との調和 
・地域性のあるデザイン・町と調和するデザイン要素がある。 （3ポイント） 
 （地域性のある在来種の植栽、町のデザイン要素など） 
・近隣住民や居住者の意見を参考して植栽、デザインなどを行っている。 
                             （2ポイント） 
8.2 地域への配慮 
・近隣住民に快適な空間、憩いの場などを提供。       （3 ポイント） 
・地域が求められているアメニティ空間を提供。       （2 ポイント） 
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９）緑化空間の維持管理に関する評価基準の考え方 
緑化空間の維持管理の評価は、SEGESの緑地管理システムの確立を用いており、緑地の整
備、モニタリングと再植栽計画、維持管理への姿勢の項目で構成されていることから以下の
ように考えた。 
緑地の整備の評価は、管理計画の設定がおこなわれていれば2ポイント、管理設備の有無
により、有であれば2ポイント、管理主体と作業分担が明確である場合は、各1ポイントとし
た。モニタリングと再植栽計画の評価は、植物の定期的なモニタリングや専門家が点検して
いる場合は、1ポイント、植物の入れ替え、季節別の空間演出の計画などがある場合は、3ポ
イントとした。 
維持管理の評価は、管理計画の内容が項目となっていることが多く、項目による効果が明
確でない。そして、既存の評価制度では一つの項目である維持管理の評価を緑地空間、生態
空間、利用の三つの項目に分類したため、カテゴリ別総合点数を10ポイントと小さく設定し
た（表4－10）。 
 
 
表 4-10 緑化空間の維持管理の提供の評価基準 
大項目 維持管理（Management） 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
中項目 9. 緑化空間の維持管理 
 
小項目 
9.1 緑地の整備 
9.2 モニタリングと再植栽計画 
 
評価観点 
9.1 緑化空間の整備のための基本的な計画と設備の有無 
9.2 長期的な点検、改修、枯死・破損の対応などの計画が設定されているか？ 
 維持管理に対する管理主体や分担が明確であるか？ 
 
 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
 
 
評価点数 
9.1 緑地の整備 
・緑化空間を維持するための長期的な計画と目標が設定されている。または、維持
管理に必要な設備を設置している。           （各2ポイント） 
・緑化空間の管理主体が明確である。または、管理方法や外注業者との仕事分担が
明確である。                     （各 1ポイント） 
 
9.2 モニタリングと再植栽計画 
・屋上緑化空間を定期的なモニタリングや専門家が点検している。（1ポイント）
・季節別の空間演出の計画、植物の入れ替え、経年変化による改修工事、施設の老
化などに対す対策が 設定されている。            （3 ポイント）
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１０）生態空間の維持管理に関する評価基準の考え方 
生態空間の維持管理の評価は、CASBEEの生物資源の管理と利用を用いており、生態空間の
保全・整備、モニタリングと目標種設定で構成されていることから以下のように考えた。 
生態空間の保全・整備は、生態空間を維持するための長期的な計画と目標が設定されている
場合は、5ポイント、モニタリングと目標種設定は、生態空間に対してモニタリングなどの
調査を行っている場合は、3ポイント、目標種など明確な目標を持っている場合は、2ポイン
トとした。 
生態空間の維持管理の評価は、既存の評価指標において詳細な管理項目の確認ができなか
ったため評価項目が少なくなっているが今後は増えていくことが想定される（表4－11）。 
 
 
 
表 4-11 生態空間の維持管理の提供の評価基準 
大項目 維持管理（Management） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中項目 10. 生態空間の維持管理 
 
小項目 
10.1 生態空間の保全、整備 
10.2 モニタリングと目標種設定 
 
評価観点 
10.1 生態空間を維持するための計画があるか？ 
10.2 点検・モニタリング、目標種などの設定があるか？ 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
評価点数 
 
 
10.1 生態空間の保全、整備 
・生態空間を維持するための長期的な計画と目標が設定されている。       
（5 ポイント） 
10.2 モニタリングと目標種設定 
・生態空間に対してモニタリングなどの調査を行っている。  （3 ポイント） 
・目標種など明確な目標を持っている。           （2 ポイント） 
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１１）利用・運営に関する評価基準の考え方 
利用・運営の評価は、韓国プサンの補助基準（学習・展示空間の提供）、CASBEEの生物資
源の管理と利用を用いており、人々の利用への計画、学習プログラムで構成されていること
から以下のように考えた。 
人々の利用への計画は人々が屋上緑化空間を利用させるための運営計画がある場合は、3
ポイント、利用のための利便施設などの整備計画がある場合は、2ポイントとした。学習プ
ログラムは、生態・環境学習などのためのプログラムがある場合は、3ポイント、展示空間、
学習施設や学習空間を提供している場合は、2ポイントとした。 
利用・運営の評価は、既存の評価指標において詳細な項目の確認ができなかったため評価
点数は少なく設定したが、今後は増加することが予想される。（表4－12）。 
 
 
 
 
表 4-12 利用・運営の提供の評価基準 
大項目 維持管理（Management） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
中項目 11. 利用・運営 
 
小項目 
11.1 人々の利用への計画 
11.2 学習プログラム 
 展示、学習の場提供  
 
評価観点 
11.1 一般利用者、社員、居住民を問わず、人々の利用のための計画、施設の入れ
替え計画などを評価 
11.2 緑化空間、生態空間などのガイドプログラム、学生を対象として学習プログ
ラムなどを評価 
 展示空間の提供、インフォメーション、体験空間などの学習施設提供 
 
 
判
断
基
準 
 
 
 
 
評価点数 
 
 
 
 
 
11.1 人々の利用への計画 
・人々が屋上緑化空間を利用させるための運営計画がある。  （3ポイント） 
・人々が屋上緑化空間を利用させるための利便施設などの整備計画がある。
（2ポイント） 
 
11.2 学習プログラム 
・生態・環境学習などのためのプログラムがある。      （3 ポイント） 
（建物見学に含まれてもよい、農園・菜園） 
・展示空間、学習施設や学習空間の提供           （2 ポイント） 
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4.3 評価指標の適用可能性の検討 
 
4.3.1 事例別にみる評価項目の適用可能性 
 東京都で公開している「あなたの屋上も緑化できます-既存建築物屋上緑化事例集」は、
28 件の施設を対象としたデータであるが、今回の検討で使用するのは、住宅を除いた 25 施
設であり、表 4－13 に示したとおりである。これらの全施設について、3章から抽出された
評価項目を用いて評価を行い、評価点が高かった項目を示すと共に、評価項目の屋上緑化へ
の適用可能性について分析した。 
 
 
表 4-13 対象建物の一覧 
用途 建物名 緑化タイプ 施工年 緑化面積 建物施工年
 
 
 
 
業務 
 
 
 
 
 
01 松田平田設計本社 低木 平面 2006 年 92 ㎡ 1960 年 
02 豊島屋ビル 高木 立休 2006 年 110 ㎡ 1971 年 
03 高輸東誠ビル 地被 平面 2006 年 123 ㎡ 1961 年 
04 熊谷組本社ビル 高木 立休 2006 年 160 ㎡ 1974 年 
05 雪印乳業本館 中木 立体 2009 年 163 ㎡ 1966 年 
06 三井住建道路本社ビル 芝生 平面 2008 年 203 ㎡ 1995 年 
07 丸の内センタ－ビル 地被 平面 2007 年 218 ㎡ 1984 年 
08 新有楽町ビル 低木 平面 2009 年 345 ㎡ 1967 年 
09 朝曰生命大手町ビル 中木 立休 2008 年 500 ㎡ 1971 年 
10 新東京ビル 地被 平面 2009 年 630 ㎡ 1963 年 
11 郵船ビル 高木 立休 2008 年 693 ㎡ 1978 年 
12 新国際ビル 中木 立休 2008 年 1,410 ㎡ 1966 年 
 
商業 
 
13 新宿ルミネ 1 高木 立体 2007 年 456 ㎡ 1976 年 
14 恵比寿ビル 高木 立休 2009 年 1,134 ㎡ 1997 年 
15 伊努丹本店 高木 立体 2006 年 1,690 ㎡ 1933 年 
16 玉川高島屋 高木 立休 2003 年 1,200 ㎡ 1969 年 
17 ホテル ニューオータニ 低木 平面 2007 年 1,935 ㎡ 1964 年 
 
 
福祉 
医療 
 
18 福祉系事務所 地被 平面 2009 年 131 ㎡ 1978 年 
19 特別養護老人ホーム 暖心苑 高木 立体 2009 年 147 ㎡ 1988 年 
20 ジョイステージ八王子 地被 平面 2009 年 200 ㎡ 1995 年 
21 グレースメイト鷲ノ宮 高木 立休 2007 年 310 ㎡ 2005 年 
22 青梅市立総合病院 高木 立休 2004 年 704 ㎡ 1979 年 
 
字校 
23 曰本大学通信教育部 地被 平面 2007 年 87 ㎡ 1969 年 
24 小松川第三中学校 地被 平面 2009 年 180 ㎡ 1961 年 
25 学校法人実践学園 高木 立体 2009 年 490 ㎡ 1996 年 
＊「既存建築物屋上緑化事例集、2010 年、東京都」 
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1）松田平田設計本社 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
2
4
6
8
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
  
 
    （カテゴリ別評価） 
評価点が高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・1.2 植物空間の割合 
・3.2 安全性 
・7.3 生態拠点 
・9.1 緑地の整備 
・11.1 利用計画 
  
本施設は、緑化形態による分類では軽量緑化とな
り、制度上、最低の補助をもらうケースが多い。しか
し、本施設は軽量緑化でも低木植栽、視認性の確保、
生態拠点、人々の利用などの機能があり、評価項目は
それを適切に表している。そして、都市緑地の評価項
目は軽量緑化でも適用可能な項目が多い(13/23 項目)
ことが確認できた。 
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2）豊島屋ビル 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・3.2 安全性 
・4.2 熱環境改善 
・7.2 自然風景の再現 
・9.1 緑地の整備   
 
本施設は、庭園型屋上緑化でありデッキや利便施
設の空間が多い。デッキと椅子など利便施設の割合
が多いことや流れ水など自然風景を再現しているこ
と、熱環境改善効果が高く評価できており、屋上緑
化の特徴を明確にとらえて評価がなされている。 
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3）高輸東誠ビル 
 
（項目別評価） 
 
  
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
  
  
（カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.2 植物空間の割合 
・4.2 熱環境改善 
・6.1 景観提供範囲 
・9.1 緑地の整備 
  
本施設は、屋上面積の一部を緑化しており、低木も
植栽している軽量緑化である。このことは、緑地の割
合と樹木の有無の評価項目のポイント数に表れてお
り、樹木の割合、環境緩和機能などの評価項目で、植
栽された樹木が少ないことの確認ができる。 
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4）熊谷組本社ビル 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
               （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・4.2 熱環境改善 
・6.1 景観提供範囲 
・7.1 生息地提供 
・9.1 緑地の整備 
  
本施設は、軽量緑化にビオトープ、高木・中木を植
栽し、人々の利用もできる。このことは、生息地提
供、目標種設定、公開の度合いの評価項目のポイント
数に適切に表れている。さらに、周辺建物からの視認
性も建物の中と外を含め景観提供範囲の評価項目のポ
イント数に表れている。 
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5）雪印乳業本館 
 
 
（項目別評価） 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
  
           （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・1.2 植物空間の割合 
・3.2 安全性。 
・9.1 緑地の整備 
 
本施設は、軽量緑化であり、プランターで樹木を植
栽している。このことは、樹木植栽、樹木の割合でな
どの項目の評価結果で適切に表すことができた。 
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6）三井住建道路本社ビル 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
 （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・9.1 緑地の整備 
 
本施設は、緑化面積確保を優先した初期の典型的
屋上緑化形式を反映した評価となっている。このこ
とは、緑地の割合、植物の割合の項目の評価結果に
適切に表れており、また、熱環境改善、景観提供の
機能の確認もできる。 
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7）丸の内センタービル 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
2
4
6
8
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2近隣への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
  
       （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・9.1 緑地の整備 
 
本施設は、緑化面積確保を優先とした初期の典型的
屋上緑化形式を反映した評価となっており、緑地の割
合、植物の割合の項目のポイント数にそのことが適格
に表れている。熱環境改善機能の評価結果は、ハー
ブ・草本類の植栽によるもので、芝生植栽の軽量緑化
との評価結果の差が確認できる。 
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8）新有楽町ビル 
 
（項目別評価） 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
         （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・4.2 熱環境改善 
・6.1 景観提供範囲 
・7.1 生息地の提供 
・9.1 緑地の整備 
 
本施設は、ビオトープを持つ軽量緑化として学習・見学を
行っている。さらに、ビルに囲まれ、周辺の景観となってお
り、ユニットに低木を植栽している。 
熱環境改善、生息地提供、樹木の有無、周辺建物への景観
提供、学習プログラム等の項目の評価結果に屋上緑化空間の
機能が適格に反映されている。 
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9）朝曰生命大手町ビル 
 
（項目別評価） 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
  
（カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・2.2 樹木の割合 
・4.2 熱環境改善 
・6.1 景観提供範囲 
・9.1 緑地の整備 
 
本施設は、ビルに囲まれ、周辺の景観となっている
ことが特長であり、景観提供範囲の評価結果に適切に
表れている。樹木の植栽についても樹木の有無だけで
はなく、割合によって正確に確認できる。 
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10）新東京ビル 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
  
（カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.2 植物空間の割合 
・3.1 安定性 
・9.1 緑地の整備 
 
本施設は、ビルに囲まれ、周辺の景観となっている
ことや立体緑化用構造物との連続が特長であり、景観
提供範囲、景観スポットの評価結果に適切にその機能
が表れている。 
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11）郵船ビル 
 
（項目別評価） 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
 
      （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・3.1 土壌の厚さ 
・4.2 熱環境改善 
・5.2 レクリエーション 
・9.1 緑地の整備 
 
本施設は、社員の休憩を目的として造られた庭園型
屋上緑化であり、デッキやベンチなど利便施設を多
く、社内イベントを行っている。このことは、緑地の
割合、植物割合、レクリエーション、利用計画の評価
結果にその機能は適切に表れており、景観提供、景観
ポイントは、建物の中と外の自然景観提供の機能が確
認できる。 
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12）新国際ビル 
 
（項目別評価） 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
         （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.2 植物空間の割合 
・4.2 熱環境改善  
・7.1 生息地の提供 
・9.1 緑地の整備 
 
 本施設は、ビオトープと樹木を持つ軽量緑化で、い
わゆる薄層の面積だけを確保したものより多機能であ
り、生息地の提供の評価結果にその機能が適切に表れ
ている。また、樹木の植栽を含めて、熱環境改善の項
目でもビオトープによる効果が適切に表れている。 
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13）新宿ルミネ 1 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
            （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・2.2 樹木の割合 ・4.1 環境緩和機能 
・5.2 レクリエーション  
・7.2 自然風景の再現 
・9.1 緑地の整備  
  
本施設は、社員の休憩空間として計画されてお
り、樹木の植栽空間が多い屋上緑化である。この
ことは、レクリエーション、利用計画、樹木の有
無・割合、自然風景の再現の評価結果にその機能
が適切に表れている。 
 
102 
14）恵比寿ビル 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
          （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・4.2 熱環境改善  
・5.1 公開の度合い ・5.2 レクリエーション  
・9.1 緑地の整備  ・11.2 学習プログラム 
 
本施設は、都市公園のように公開されて
いる施設であり、会員製の農園、学習空間
などがある。このことは、公開の度合い、
レクリエーション、利用計画、学習プログ
ラムの評価結果にその機能が適切に表れて
いる。 
 
103 
15）伊努丹本店 
 
（項目別評価） 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
          （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・2.2 樹木の割合 ・4.1 環境緩和機能 
・4.2 熱環境改善 ・5.1 公開の度合い 
・5.2 レクリエーション ・7.1 自然風景の再現 
・9.1 緑地の整備 ・11.2 学習プログラム 
 
本施設は、一般公開されている施設であ
り、樹木を含め多様な植栽空間がある。こ
のことは、評価結果にその機能が適切に表
れており、グラフでは多様な機能を持って
いることをよりわかりやすく確認できる。
 
104 
16）玉川高島屋 
 
（項目別評価） 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・2.2 樹木の割合 ・4.1 環境緩和機能 
・4.2 熱環境改善 ・5.1 公開の度合い 
・5.2 レクリエーション  
・9.1 緑地の整備 ・11.2 学習プログラム 
  
一般公開されている施設で特に、近隣住民
の利用を考慮した屋上緑化である。このこと
は、公開の度合い、レクリエーションなど利
用の評価結果に適切に表れており、地域への
配慮の項目では、近隣住民の利用を考慮した
計画が確認できる。 
 
105 
17）ホテル ニューオータニ 
 
（項目別評価） 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2近隣への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
          （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・1.2 植物空間の割合 
・6.1 景観提供の範囲 
  
本施設は、軽量緑化でユニットに地被類と低木を植
栽し、使用可能な屋上面積のほぼ全面を緑化した事例
である。このことは、緑地の割合、植物の割合、樹木
の有無、景観提供範囲の評価結果にその機能が適切に
表れている。 
 
106 
18）福祉系事務所 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
        （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
  
 
本施設は、軽量緑化で芝生、地被類をユニットに植
栽した屋上緑化である。このことは、緑地の割合、植
物の割合で緑の量の評価結果に適切に表れている。ま
た、維持管理の計画がないことを緑地の整備の項目で
表すことができる。 
 
107 
19）特別養護老人ホーム 暖心苑 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
       （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・4.1 環境緩和機能  
・4.1 保水機能・4.2 熱環境改善 
・7.2 自然風景の再現 
・9.1 緑地の整備 
 
本施設は、多様な植物を植栽し、老人ホーム利用者
の利用を目的している。そのことは、緑地の割合、樹
木の有無、自然風景の再現、利用計画の評価結果に適
切に表れているが、多様な植栽を明確に確認すること
はできない。 
 
108 
20）ジョイステージ八王子 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
      （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・3.2 安全性 
・9.1 緑地の整備 
・11.1 利用計画 
 
 
本施設は、老人ホーム利用者の利用を目的してお
り、利用による騒音対策も考慮している。このこと
は、防音、防水、防根などの機能を安全性の項目が、
利用に関しては、レクリエーション、景観スポット、
利用計画の項目の評価結果に適切に表れている。 
 
109 
21）グレースメイト鷲ノ宮 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・4.3 熱環境改善 
・5.2 レクリエーション 
・9.1 緑地の整備  
・11.2 学習プログラム 
 
本施設は、入居者の利用を目的としており、参加型菜
園、イベントなどを実施している。このことは、評価項
目のレクリエーション、利用計画、学習プログラムの評
価結果に適切に表れている。 
 
110 
22）青梅市立総合病院 
 
（項目別評価） 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・4.2 熱環境改善 
・5.2 レクリエーション 
・9.1 緑地の整備  
・11.2 学習プログラム 
 
本施設は、病院の利用者、患者の方の利用を目的と
しており、季節別に案内をするプログラムがある。こ
のことは、レクリエーション、利用計画、学習プログ
ラムの評価結果に適切に表れており、建物の中からの
景観、樹木による熱環境改善効果は、景観提供範囲、
熱環境改善項目で確認できる。 
 
111 
23）曰本大学通信教育部 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
        （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・1.2 植物空間の割合 
・9.1 緑地の整備  
  
 本施設は、熱環境改善を主な目的として、地被類を
植栽した軽量緑化である。このことは、緑地の割合、
植物の割合の評価で緑の量が適切に表れており、地被
類のみの植栽によって熱環境改善機能の評価が低いこ
とが確認できる。 
 
112 
24）小松川第三中学校 
 
（項目別評価） 
 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・11.2 学習プログラム 
 
本施設は、教育の場としての利用を目的とした軽量
緑化である。このことは、学習プログラムの評価結果
に適切に表れている。 
 
113 
25）学校法人実践学園 
 
（項目別評価） 
 
 
 
0
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
1.1緑の割合
1.2植物の割合
2.1樹木の有無
2.2樹木割合
3.1土壌の厚さ
3.2安全性
4.1環境緩和機能
4.2熱環境改善
5.1公開の度合い
5.2レクリエーション
6.1景観提供範囲
6.2景観ポイント7.1生息地提供
7.2自然風景の再現
7.3生態拠点
8.1地域性
8.2地域への配慮
9.1緑地の整備
9.2モニタリング
10.1生態空間の保全
10.2目標種設定
11.1利用計画
11.2学習プログラム
点数
最高点
 
          （カテゴリ別評価） 
評価点の高い項目 評価項目としての可能性 
 
・1.1 屋上空間での緑の割合 
・2.2 樹木の割合 ・4.1 保水機能 
・4.2 熱環境改善 
・7.1 生息地提供 ・7.2 自然風景の再現 
・9.1 緑地の整備 ・11.2 学習プログラム 
 
本施設は、ビオトープや多様な植栽を持っ
ており、維持管理に学生が参加している屋上
緑化である。このことは、生息地提供、樹木
の割合、自然風景の再現、学習プログラムの
評価結果に適切に表れている。 
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4.3.2 検討の結果 
東京都の事例データを用いた適用可能性に関する検討は、都市緑地やオープンスペースの
評価項目の屋上緑化空間への適用可能性を検討することを目的としており、点数による比較
は行っていない。全 23 個の評価項目の中、緑の割合、植物空間の割合、植栽基盤の土壌厚
さ、安全性の確保、熱環境改善効果、緑地の整備、モニタリングの 7 項目は全事例で評価項
目として利用可能であり、屋上緑化空間を評価する基本的な項目として適当であり、屋上緑
化を評価する項目として適用可能であると考えられる。樹木の有無、樹木形態別割合、環境
緩和機能、公開の度合い、レクリエーション機能、景観提供の範囲、人々の利用への計画な
どの 7項目は 50％以上の事例で利用可能であり、屋上緑化空間の都市緑地としての機能の
差を確認できる評価項目であると考えられる。そして、生息地と自然資源の提供、景観ポイ
ント、連続、地域性、町との調和、生態空間の保全、整備、学習プログラムなどの項目は、
評価できる事例が少なく、特徴のある屋上緑化、特定機能に特化した屋上緑化などの評価項
目として考えられる（図 4－1）。つまり、屋上緑化の評価は、屋上緑化空間に求められて
いる基本的な機能の評価と都市緑地としての多様な機能の評価が可能であることがわかった。 
そして、評価項目は表 4-14 のように事例 A は「緑の量」、事例 B は「視認性」、事例 C
は「公共利用（制限有り）」、事例 Dは「生態的機能」など、施設別特徴を明確に現すこと
が可能であり、機能が多くなるほどグラフは大きくなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
低い ←  使用頻度  → 高い 
図 4－1 東京都の資料を用いた検討での評価項目の使用頻度 
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表 4-14 評価項目によるグラフと施設別特徴 
 イメージ 評価指標 施設の特徴 
A 
 
 
軽量緑化 
緑の量 
B 
 
 
軽量緑化 
緑の量 
低木植栽 
視認性 
C 
 
 
軽量緑化 
緑の量 
低木植栽 
視認性 
公共空間提供（制限有り） 
D 
 
 
軽量緑化 
緑の量 
樹木植栽（小規模） 
視認性 
公共空間提供（制限有り） 
生態的機能 
E 
 
 
自然風緑化  
樹木植栽（大規模） 
視認性 
公共空間提供（制限有り） 
生態的機能 
学習の場提供 
F 
 
 
自然風緑化  
緑の量 
樹木植栽（大規模） 
視認性 
人々の立入り利用 
公共空間提供（制限無し） 
人々の利用計画 
学習プログラム 
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4.4 評価指標の妥当性の検討 
 評価項目の妥当性に関しては、アンケートによる検討も有効とされるが、本研究では、経
年的に行われている「屋上・壁面・特殊緑化技術コンクール」作品を対象にして評価指標の
妥当性についての検討を試みた。 
具体的には、建築物の屋上等特殊空間（通常の方法では緑化が困難とされ、緑化に高度な
技術を要する空間）の緑化を積極的に取り組み優れた成果をあげている民間企業、公共団体、
個人等を顕彰することにより、屋上等特殊緑化の普及推進を図り、都市環境の改善を進め、
豊かな都市生活の実現に寄与することを目的として実施されている、財団法人都市緑化機構
が主催している「屋上・壁面・特殊緑化技術コンクール」受賞作品を調査対象とした。 
屋上・壁面・特殊緑化技術コンクールは、今まで 11 回行われているが、今回は、評価す
るためのデータが不十分である 1回目と 11 回目を除き、2 回目から 10 回目の計、33 件を対
象事例とした（表 4－15）。 
 
 
表 4-15 調査対象事例一覧 
 受賞作品 
①国土交通大臣賞 
②環境大臣賞 
③日本経済新聞社賞 
④都市緑化技術開発機構理事長賞 
2回 ①オルトヨコハマ 
②アーベインピオ川崎 
③東京交通会館有楽町コリーヌ 
④アイシンコムセン夕一 
3回 ①所沢市東部クリーンセンタ一 
②三井住友海上駿河台ビル 
③晴海アイランド トリトンスクエア 花のテ
ラス・緑のテラス 
4回 ①なんばパークス パークスガーデン 
②上汐北公園コーポラティブハウス 柯風居 
 
5回 ①オーチャードプラザオーベルグランディオ川崎
②若松総合事業所サービスビル 
③㈱タジマ 埼玉工場 彩の葉ファクトリーガ
ーデン 
④赤坂インターシティ・ホーマットバイ カ
ウント 
6回 ①関西大学総合学生会館メディアパーク凜風館 
②グリーンプラザひばりが丘南 屋上緑化及び屋
上ビオトープ 
③伊勢丹本店本館伊勢丹アイ・ガーデン 
④清水建設株式会社技術研究所本館 
7回 ①清水建設株式会社技術研究所本館 
②東品川屋上庭園 
③ブラーレ松戸“ぶら〜つとガーデン” 
④ふれあい町田ホスピタル シニアレジデン
ス町田 
8回 ①THE CENTER TOKYOオーバルガーデン 
②深大寺レジデンス 武蔵野テラス 
③東京ドームシティMEETS PORT 
④郵船ビルディング屋上グリーンデッキ 
9回 ①ほたるまち 屋上庭園 
②実践学園中学・高等学校 
③住友商事竹橋ビル 庭園 
④日産先進技術開発センターグリーンキュー
ブ及び屋上庭園 
10回 ①丸の内パークビル・三菱一号館一号館広場 
②郁文館夢学園 
③富士ゼロックスR＆D スクエア 「四季彩の
丘」屋上庭園 
④医療法人仁医会 あいちリハビリテーショ
ン病院 
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4.4.1  建物の用途からみる賞別特徴 
調査対象物件は、住商複合地区（居住空間、商業施設を含む地域開発）、団地、複合ビル
（オフィスと商業施設などを含むビル）、オフィス、商業施設、工場、公共施設、学校、病
院（リハビリ施設、老人ホームを含む）に分類した。 
国土交通大臣賞受賞事例は、建物の用途と関係なくほとんどの建物を対象としており、環
境大臣賞は、団地が 4件、学校 2件、オフィス 2件で、団地が比較的に多くなっている。日
本経済新聞社賞は、複合ビル 2 件、オフィス 2 件、商業施設 3件で、オフィスと商業施設が
主な対象である。また、都市緑化技術開発機構理事長賞は、オフィスが 4件、病院 2件とな
っている（図 4-2）。つまり、国土交通大臣賞は、多様な用途の建物を対象としており、環
境大臣賞は、団地や学校などほかの建物よりセキュリティが必要な建物を対象としている。
日本経済新聞社賞は、オフィスと商業施設、もしくは両方の機能をしている複合ビルなど、
都心部のビルを主な対象としており、都市緑化技術開発機構理事長賞は、オフィスが主な対
象であった。 
 
 
 
 
 
 
図4－2 建物の用途 
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4.4.2  カテゴリ別評価からみる賞別特徴 
 対象建物を 3章からの評価項目で評価して、2回目～9回目のカテゴリ別評価点数の平均
は表 4-16 に示すとおりであり、大臣賞のカテゴリ別グラフが大きいことが確認できた。 
カテゴリ別グラフで見ると国土交通大臣賞は、緑の量、樹木の植栽、植栽基盤、公共空間の
提供の機能の評価が高いことが確認できる。特に、国土交通大臣賞は、視認性の機能が高く
評価された事例が多い（表 4-17）。環境大臣賞は、緑の量、植栽基盤、環境問題改善効果、
利用・運営の評価が高く、生態的機能が高く評価された事例が多い（表 4-18）。日本経済
新聞社賞は、樹木の植栽、植栽基盤、視認性の機能が高く評価された事例が多いが、事例別
の差が大きい（表 4-19）。都市緑化機構理事長賞は、緑の量、樹木植栽、植栽基盤、環境
問題改善効果の評価が高き事例が多く、多様な機能を持っている事例が確認できるが、各カ
テゴリ別点数は低い（表 4-20）。 
 つまり、国土交通大臣賞は、視認性が高く評価された事例が多く、環境大臣賞は、生態的
機能が高く評価された事例が多い。以上のように、国土交通大臣賞と環境大臣賞は特定機能
を高く評価する志向があり、評価指標によってそれを可視化することができた。 
 
表 4-16 カテゴリ別平均点数からみる賞別特徴(2 回目～9 回目の平均) 
 
国土交通大臣賞 環境大臣賞 
日本経済新聞社賞 都市緑化技術開発機構理事長賞 
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表 4-17 国土交通大臣賞 
 
オルトヨコハマ 所沢市東部クリーンセンタ一 
 
なんばパークス オーチャードプラザオーベルグランディオ川崎 
 
関西大学総合学生会館 ぐりんぐりん 
 
THE CENTER TOKYO オーバルガーデン ほたるまち 屋上庭園 
 
 
丸の内パークビル  
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表 4-18 環境大臣賞 
 
アーベインピオ川崎 三井住友海上駿河台ビル 
 
上汐北公園コーポラティブハウス 若松総合事業所サービスビル 
 
グリーンプラザひばりが丘南  東品川屋上庭園 
 
深大寺レジデンス  実践学園中学・高等学校 
 
 
郁文館夢学園  
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表 4-19 日本経済新聞社賞 
 
東京交通会館有楽町コリーヌ 晴海アイランド 
 
タジマ 埼玉工場 彩の葉ファクトリー 伊勢丹本店本館伊勢丹アイ・ガーデン 
 
ブラーレ松戸“ぶら〜つとガーデン 東京ドームシティ MEETS PORT 
 
住友商事竹橋ビル 富士ゼロックスR＆D スクエア 
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表 4-20 都市緑化機構理事長賞 
 
アイシンコムセン夕一 赤坂インターシティ・ホーマットバイ カウント 
 
 清水建設株式会社技術研究所 ふれあい町田ホスピタル 
 
郵船ビルディング 日産先進技術開発センター 
 
医療法人仁医会  
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4.4.3 事例別評価方法の特性 
調査対象は、表 4-21 に示すように、街の景観、公共空間として利用するなど、地上の緑
地のように利用可能な住商複合地区の屋上緑化空間や屋上緑化空間を生態空間として活用し、
生態空間の維持管理を計画している団地、周辺建物の景観、景観スポットとして人々に利用
されている複合ビルの屋上緑化空間等があり、表 4-22 に示すように、団地の屋上緑化空間
を近隣の公共空間として提供している事例、近隣住民などを対象とし学習プログラムを実施
している生態的機能を持つオフィスの屋上緑化、周辺緑地と景観的連続、見学の場として活
用している工場の屋上緑化等多様な事例がみられた。これらを、3章の評価項目のポイント
付与による評価で円形グラフ化することで、その特性を可視化することができ、受賞の理由
や施設の機能を明確に表す指標として利用が可能であることが確認できた。 
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表 4-21 評価事例 1(2 回目) 
 カテゴリ別評価グラフ 特徴 
①国土交通大臣賞 
オルトヨコハマ 
 
 
・住商複合地区 
緑の量、樹木
の植栽、植栽基
盤の評価が高
く、視認性と公
共空間提供、地
域性、利用・運
営が特徴 
②環境大臣賞 
アーベインピオ川崎 
 
 
・団地 
緑の量、樹木
の植栽、植栽基
盤の評価が高
く、環境問題改
善、生態的機
能、生態空間の
維持管理が特徴 
③日本経済新聞社賞 
東京交通会館有楽町コリーヌ 
 
 
・複合ビル 
 オフィス・商
業施設のある複
合ビルでの公共
空間の提供、利
用・運営、視認
性が特徴 
④都市緑化機構理事長賞 
アイシンコムセン夕一 
 
 
・オフィス 
 緑の量の確保
が特徴 
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表 4-22 評価事例 2(5 回目) 
 カテゴリ別評価グラフ 特徴 
①国土交通大臣賞 オーチャード
プラザオーベルグランディオ川崎 
 
 
・団地 
緑の量、樹木
の植栽、植栽基
盤 の 評 価 が 高
く、団地での公
共空間提供、利
用・運営、視認
性、地域性が特
徴 
②環境大臣賞 
若松総合事業所サービスビル
 
 
・オフィス 
 緑の量の評価
が高く、オフィ
スでの生体的機
能 、 利 用 ・ 運
営、地域性が特
徴 
③日本経済新聞社賞 タジマ 埼
玉工場彩の葉ファクトリー 
 
 
・工場 
 緑の量の評価
が高く、工場で
の 公 共 空 間 提
供 、 利 用 ・ 運
営、視認性が特
徴 
④都市緑化機構理事長賞  
赤坂インターシティ・ホーマット
バイ カウント 
 
 
・住商複合地区 
緑の量、樹木
の植栽、植栽基
盤 の 評 価 が 高
く、視認性、公
共空間の提供、
地域性が特徴 
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4.4.4 検討の結果 
評価項目の妥当性を検討するために、受賞事例を用いて 3 章で抽出した評価項目について
新たに評価を行った結果、国土交通大臣賞は、視認性の機能が高く評価された事例が多く、
環境大臣賞は、生態的機能が高く評価された事例が多いなど、賞別に高く評価している評価
項目の違いが確認できた。さらに、国土交通大臣賞は、多様な用途の建物を対象としており、
環境大臣賞は、団地や学校など、ほかの建物よりセキュリティが必要な建物を対象としてい
るなど、賞別に対象としている建物の用途が違うことも確認できた。 
事例別にみると、団地の屋上緑化空間を近隣の公共空間として提供している事例や近隣住
民を対象とし学習プログラムを実施している生態的機能を持つオフィスの屋上緑化、周辺緑
地と景観的連続、見学の場として活用している工場の屋上緑化など、屋上緑化空間の評価は、
特定機能を高く評価する方法だけではなく、建物の特性、制限などを考慮してその機能を評
価する方法があることが確認できた。 
 さらに、今回用いた評価項目と評価方法は、「屋上・壁面・特殊緑化技術コンクール」の
評価方法や、賞された事例の特徴、受賞理由などを明確に表すことができることから、屋上
緑化空間の評価指標としての妥当性があることを確認できた。 
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4.5 総括 
 
3 章で抽出した評価指標について、適用可能性と評価の妥当性について検討した結果以下
の結論を導くことができた。 
東京都の資料を用いて評価指標の適用可能性を検討した結果、都市緑地やオープンスペー
スの評価項目も屋上緑化空間の評価に適用可能であり、対象空間の機能の有無等を明確に表
すことができることが確認できた。また、屋上緑化の評価は、緑の割合、植物空間の割合、
植栽基盤の土壌厚さ、安全性の確保、熱環境改善効果、緑地の整備など、基本的な評価と樹
木の有無、樹木形態別割合、環境緩和機能、公開の度合い、レクリエーション機能、景観提
供の範囲、人々の利用への計画などの都市緑地としての多様な機能の有無等の評価が可能で
あることがわかった。特に、近年の多様な屋上緑化空間についての評価を行うにあたっては、
従来の面積や土壌厚などによる評価では十分ではなく、むしろ、生態系や景観、人々の直接
的な利用などいわゆる都市の緑地と同様に、多様な機能から総合的に評価することが必要と
なった。 
財団法人都市緑化機構の資料を用いた評価指標としての妥当性に関する検討では、評価指
標が受賞建物の特徴を明確に表し、受賞の理由や評価方法、基準などを可視化することが可
能で、屋上緑化空間の評価指標としての妥当性が確認できた。 
さらに、屋上緑化空間の評価にあって、特定機能などを高く評価する方法、建物の用途、
制限などを考慮した上で機能を評価する方法の二つの方法があることが確認できた。評価方
法として、機能の有無の確認、カテゴリ別重み付けによる評価、全体の総合点数による比較
等の方法も可能であるが、今回は、すでに社会的評価がされており、評価実績のある国内外
の既存評価項目から指標とその基準を採用することで、主に評価項目の適用可能性を検討す
ることを主な目的とした。今後、これらの指標項目とその基準については、より多くの多様
な事例を収集し、それぞれの項目間の独立性や、重みづけ、基準の正当性等を詳細に分析し、
屋上に適用できる評価基準として精度の高いものとしていくことが今後の課題である。 
さらに、今回用いた評価項目は、屋上緑化の評価に大きく影響する建物の用途、制限や立
地の特性などの条件には対応できないのと、屋上の樹木は地上のものより規模が小さいため
環境問題改善効果を評価する際に、地上部を対象とした評価項目をそのまま利用することに
無理があった。そして、緑地空間の維持管理のカテゴリは、ほとんど委託管理であったため、
施設別の差が確認できず、計画の評価のみならず現場の状況や管理の持続性などを確認する
必要がある。つまり、今後は、既存の都市緑地に用いられている評価指標以外の屋上空間に
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特化した評価項目の開発と緑化空間以外に視認性、立地、地域性などの条件に対する調査研
究を行い独自の評価基準をつくる必要があると考えられる。 
評価項目や評価方法の検討の結果、屋上緑化の評価項目としての適用可能性や追加が必要
と思われることは、以下のとおりである。 
 
緑の質と量に関して、 
1. 緑の量は、今回、ほとんどの事例で、義務付け制度以上の面積を確保しており、制度の
基準を超える緑化や施設を除いた緑化面積の評価基準づくりが必要と考えられる。特に、
薄層型緑化は、既存の建物緑化でも大面積の確保が可能であり、樹木空間、生態空間など、
平面的な緑化面積以外の評価も可能であることが確認できた。 
2. 樹木植栽の評価は、樹木の有無と樹木形態別の占める割合で評価をしたが、低木のみの
大規模植栽、図面上高木、低木となっていても実際は樹木の基準より小さい樹木も存在し
た。そして、樹木は、年齢と成長状態が様々であるため、図面だけではなく、現場調査に
よって、状態を把握し、定量的な評価をする必要がある。 
3. 植栽基盤の評価は、防根シート、土留めで安全性を確保している事例が最も多く、保水
機能を考慮している施設は少なかった。今回のデータは、基盤の重さを報告しているが、
デッキ、砂利、パーゴラなど、重い施設がある場合、正確な評価ができないため、基盤の
土壌厚さで評価することが有効であると考えられる。 
4. 環境問題改善効果については、屋上の環境に適用できる定量的な評価システムが無いた
め、二酸化炭素固定率は 3ｍ以上の高木を基準とし、保水機能は土壌厚さ 10cm 以上と保
水素材の有無で、熱環境改善は、主な緑化形態と水面などの有無で評価した。その結果、
植栽形態で評価した熱環境改善の項目は、評価指標として適用性は高いが、実際の効果は、
樹木のボリューム、生育状態、面積等に大きく左右されるため、二酸化炭素固定率、保水
機能などを含め、今後数量・定量的な評価方法の開発が必要と思われる。 
 
公共資源に関して、 
5. 今回、公開の評価あたっては居住者や会員専用の場合も評価したが、公開の方法や度合
いによる評価の基準を明確にする必要がある。そして、利用を促進するための情報公開、
利便施設設置などの評価も可能であった。 
6. 視認性の評価は、デザインや景観提供の意図、面積などによって効果は大きく変わるた
め、見られるだけではなく、景観提供の範囲や割合などに関する評価基準の開発が必要で
ある。 
129 
7. 生態的機能については、今回事例が少なく、評価が難しかったが、生息地提供は軽量で
ある薄層型緑化でも確認できており、多様な屋上緑化の評価項目としての可能性が確認で
きた。そして、生態空間の存在だけではなく、生態空間の占める面積や構成要素などの評
価項目の作成も必要と考えられる。 
8. 地域環境の評価については、地域性を検討している施設やアメニティ提供をしている施
設は少なかったが、在来種の植栽、近隣住民に配慮した計画など、評価項目としての可能
性が確認できた。 
 
維持管理に関して、 
9. 緑化空間の維持管理は、委託管理が最も多かったが、自主管理や頻度が低い委託管理を
行っている施設は、管理スケジュールの評価と植物生存が保障されているかどうかの確認
が必要である。 
10. 生態空間の維持管理は、ほとんど確認できなかった。生態空間の設置後、鳥や昆虫など
が飛来してくるようになっている施設が多かったが、モニタリング、目標種など具体的な
取り込みを行っている施設はほとんど無かった。しかし、薄層型緑化でもビオトープが確
認できており、生態空間を設置している事例があり、評価項目の存在による生態空間の活
用が期待できる。 
11. 人々の利用・運営計画を行っている事例は少なかったが、今回のデータは報告書である
ため実際はもっと存在していると思われる。そして、学習プログラムや場所の提供も確認
されており、評価項目としての可能性は認められた。 
 
以上の結果から、今回用いた評価項目は、屋上緑化空間の特性を的確に示す総合的指標と
して、適用可能であり、評価の方法としも妥当性があることが明確となった。しかし、評価
基準と点数のつけ方等については、今後、より多くの事例の検討とその相関などの定量的検
討が必要であること、また、特性を示す指標のチャートのよりわかりやすい表示方法の検討
や助成制度への適用性については、今後の研究課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第5章 結論 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
目次 
 
5.1 研究の総括                            130 
 
5.2 研究結果についての考察                      134 
5.2.1 評価項目に関する考察 
5.2.2 屋上緑化空間の評価指標づくりの課題 
5.2.3 屋上緑化に関する制度の課題 
5.2.4 都市緑地計画への展開 
 
5.3 補論                                139 
5.3.1 屋上緑化空間のデザイン方法 
5.3.2 評価指標と制度への展開 
5.3.3 屋上緑化の質的向上のためのモデル提案 
 
引用・参考文献                             144 
 
 
 
 
 
 
 
130 
第5章 結論 
 
5.1 各章の結論 
 本論文は、全5章で構成されており、以下に各章の結論を述べる。 
 第1章は、序論であり、研究の背景と目的、研究対象である屋上緑化の特徴、関連制度、
既存の関連研究と本研究の位置づけ、そして、論文の全体構成について整理した。屋上緑化
は、ヒートアイランドなど都心部の環境問題を改善する有効な手法として、2001年東京都の
義務付け制度を皮切りに、その普及が都市部を中心に本格的に始まって、屋上緑化により都
市の中で、より多くの緑被率を確保しようとする国や自治体が増えている。しかし、制度の
推進を図るための助成基準は面積等初期の時代のままのものであり、緑化空間の質と植物の
生育状態を確認する必要や、最近の屋上緑化に導入されている生態系への配慮や景観等の視
認性、公開、熱環境改善など、都市緑地としての機能を評価するシステムづくりが必要とさ
れている。 
そのために、本研究は、最初に屋上緑化に関する制度の内容と基準を類型化し、現況と比
較することで、問題点と課題について考察を行い、さらに、都市緑地やオープンスペースを
評価する制度の評価基準について、日本及び海外の都市緑地を評価する指標や海外の屋上緑
化制度の基準から評価項目を整理し、屋上緑化空間の総合的な評価を可能にする評価項目と
その基準を提案した。最近の屋上緑化の動向を踏まえ、多面的な機能から総合的に屋上緑化
を評価した指標は、まだ国内外でも発表されていない。 
また、これらの独自の屋上緑化を図る指標が、適用可能であるかとどうか、またどの妥当
性について現存し、客観的な評価がすでにでている屋上緑化の事例データを用いて評価項目
の妥当性を検討することで、評価指標の適用可能性と妥当性を検討することを目的に実施し
たものである。 
第2章では、屋上緑化空間に関する制度の問題点と課題を把握し、屋上緑化空間の評価指
標について考察するために、屋上緑化制度が日本で一番進んでいる東京都を対象とし、実施
されている制度の内容と基準を把握した。その結果、義務化制度は面積に関する基準が、補
助金制度は面積、設置場所、植栽基盤、植栽形態、緑化形態の五つの類型の基準が確認でき
た。しかし、その基準は単純であり、定量化するなど詳細な項目はほとんどないことがわか
った。さらに屋上緑化の実態把握のために実施したアンケート調査のデータと制度の基準を
比較した結果、屋上緑化空間は、面積や植栽基盤の土壌厚さだけの基準では、緑化空間の質
的向上を誘導することはできなく、緑化形態別面積、土壌厚さ、植栽形態などによって、定
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量的に評価を行う必要があり、公開している緑化空間を制度の対象とする場合は、公開の対
象と範囲を明確にし、公開を目的とした緑化形態でも公開の持続や状況を把握する必要があ
ることがわかった。また、所有者は、維持管理の負担を多く感じており、それは、緑化空間
の持続性と一体とみなされるため、管理状況の評価は、緑の質と持続性に大きく影響する。
つまり、屋上緑化施設の有する多面的な機能に留意し、整備される緑化施設の目的を明確に
し、目的によって、公開利用、植栽構成の多様性、維持管理水準などを計画する必要があり、
それを指導する共に、評価する指標づくりが必要であることが明らかになった。 
第3章では、都市緑地やオープンスペースの評価制度や海外の屋上緑化制度の内容と評価
基準を収集・整理し、評価項目を抽出した結果、都市の緑地やオープンスペースの評価制度
は、緑地の量だけではなく、その質や維持管理、公共空間としての活用などの評価を大きな
柱としていることがわかった。そして、評価点数によってランクを付ける認定制度が種類で
あり、ランクによって、企業・団体の客観的なPR資料として活用、環境報告書として利用、
融資や補助金などのインセンティブがもらえる制度が多いこと。特に、オープンスペースや
保全緑地など、公益的な機能を果たす緑化空間に対しては、税の減免などの直接的なインセ
ンティブがもらえる制度もあり、屋上緑化空間に関しては、緑化施設と基盤の安全性確保、
緑化目的を達成するための環境効果の検証を基盤としている制度があることが確認できた。
そして、都市緑地の観点から屋上緑化空間の評価を行う場合、緑化空間の量と質、公共資源、
維持管理の評価が必要であり、屋上緑化空間の評価基準として以下のものがふさわしいこと
がわかった。 
 
緑の質と量に関しては、 
1. 緑の量の評価は、制度の基準面積と比較して加算する。 
2. 樹木の植栽の評価は、植物の種類と形態別面積評価をする。 
3. 植栽基盤は、安全性の確保、素材（防水・防根シートなど）土壌の厚さを評価する。 
4. 環境問題改善効果は、熱環境改善、降水、大雨の調整機能などを定量的な評価をする。 
 
公共資源に関しては、 
1. 公共空間の提供の評価は、公共空間提供の評価とAccessの度合いで加算する。 
2. 視認性の評価は都市景観として評価し、景観ポイント、連続、範囲によって加算する。 
3. 生態的機能は、生息地と自然資源の保護や提供を評価する。 
4. 地域環境は、地域性、町との調和など、地域に対する寄与度を評価する。 
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維持管理に関しては、 
1. 緑化空間の維持管理は、維持、改修、入れ替え計画を評価する。 
2. 生態空間の維持管理は、モニタリング、目標種などの長期的な計画を評価する。 
3. 利用・運営は、利用計画、学習施設、プログラムなどを評価する。 
 
第4章では、3章で抽出した屋上緑化に適用可能と思われる評価項目について、収集した評
価制度で使用されている評価基準を参考として、独自の評価基準とそのポイント化をおこな
った。それらの指標と評価基準の適用可能性については、東京都で公開している屋上緑化の
事例およびそのデータを用いて適用可能性について、評価結果と屋上緑化の実際の環境の特
性がきちんと把握できるかどうかという点について検討を行い、各事例の特徴が明確に指標
に反映されていることが認められた。 
さらに、それらの指標の妥当性を検討するために、都市緑化機構で経年的に行っているコ
ンクールの10年分の受賞事例を用いて、受賞した事例が提案した指標やその合計得点によっ
て、その受賞理由や順位づけと整合性があるかという検討を行った結果、使用された評価項
目は、受賞した事例の順位づけとほぼ合致し、また、それぞれの賞の特性とも合致している
ことが明確になった。 
これらのことから、提案した指標は、屋上緑化空間の評価に、適用可能であり、緑化面積
と植物の生育基盤の確保を基本として、樹木植栽、人々の利用、生態空間としての利用など
が、評価を左右することがわかった。 
また、評価項目や方法の検証の結果、屋上緑化の評価項目として検討が必要や事項や今後、
追加が必要と思われる以下の事項が指摘された。これらの事項については、今後、事例数を
増やし、また、其々の指標間の相関や、実際の特性との相関関係などを個別に分析すること
が必要とされる。 
 
緑の質と量に関しては、 
1. 緑の量の評価は、全体の緑化面積による評価以外に広場、園路、利便施設などの空間
を除いた植物だけの空間を評価することも可能であることが確認できたが、より正確な
評価のために、植物の種類なども含めた空間類型別重みや係数の開発が必要である。 
2. 樹木は、年齢と成長状態が様々であり、それによる効果もことなるため、図面だけで
はなく、現場調査によって、状態を把握し、定量的な評価をする必要がある。 
3. 植栽基盤の評価は、防根シート、土止め、保水機能などの有無で評価するだめではな
く、素材の適合性、検証された素材の使用なども評価する必要がある。そして、生育基
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盤の評価では、重い利便施設などがある場合、正確な評価ができないため、基盤の土壌
厚さで評価することが有効である。 
4. 環境問題改善効果は、樹木のボリューム、生育状態などに大きく左右されるため、二
酸化炭素固定率、保水機能などを含め、地上の緑地と違う基準によって定量的に評価す
る方法の開発が必要である。 
 
公共資源に関しては、 
5. 今回、公開の度合いの評価には居住者や会員専用の場合も評価したが、評価点などの
基準を調整する必要がある。 
6. 視認性の評価は、デザインや景観提供の意図、面積などによって効果は大きく変わる
ため、景観提供と連続の範囲や割合などに関する評価基準の開発が必要。 
7. 生態的機能は、薄層形緑化でも確認できており、多様な屋上緑化の評価項目として使
用可能性である。そして、存在だけではなく、占める面積や構成要素などの評価項目作
成も必要である。 
8. 地域環境の評価は、アメニティ提供が確認できており、評価項目として使用能である
が、制度による指導が必要である。 
 
維持管理に関しては、 
9. 緑化空間の維持管理は、管理主体や施設の有無で評価が可能であったが、管理頻度
は施設によって大きな差が確認できた。維持管理の評価は、委託管理を含め、管理頻
度やスケジュールの評価と植物生存を保障するなどの評価基準が必要である。 
10. 生態空間の維持管理は確認できなく、モニタリング、目標種など具体的な取り込み
を制度やマニュアルによる指導が必要である。そして、現場調査などによって生態空
間の設置による効果を明確にする必要がある。 
11. 人々の利用・運営計画を行っている事例は少なかったが、学習プログラムや場所の
提供もあり、評価項目としての可能性が確認できた。今後、制度やマニュアルによる
指導や利用状況の確認などが必要である。 
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5.2 研究結果についての考察 
 
5.2.1 評価項目に関する考察 
1)評価項目について 
「緑の量」は、制度の基準による屋上緑化面積の割合、施設・園路などを除いた植物空間
の面積の割合を評価項目としたが、事例による評価の結果、屋上緑化での植栽は、生存率や
被覆率で施設別に大きな差があり、図面による評価だけでは、正確な評価ができなく、被覆
率による評価項目づくりなどが必要と思われる。 
 「樹木の植栽」は、樹木の有無、樹木形態別割合を評価の項目としたが、低木でも15セン
チ以下のものがあり、屋上での樹木の成長状況や大きさの基準が地上と異なるため、高木、
中木などの基準より、樹木の大きさを基準とする必要があると思われる。また、屋上全面を
低木で緑化した事例もあり、樹木植栽の評価項目をより多様化する必要がある。 
「植栽基盤」は、土壌の厚さと素材や構造などの安全性の確保を評価項目としたが、屋上
に使用される土壌は多様であり、それによる効果も違うため、植栽基盤の素材と土壌は、検
証されたものの使用を評価する項目づくりも必要である。 
「環境問題改善効果」は、環境緩和機能、熱環境改善効果が高い植栽形態面積の割合を評
価の項目としたが、屋上空間の植物を対象とした二酸化炭素固定と保水機能の評価基準がな
く、熱環境改善効果の評価も地被類と樹木の形態、水空間の有無だけで評価したため、より
正確な評価をするためには、屋上空間に適用できる評価方法の開発が必要である。 
「公共空間の提供」は、人々の利用に対する公開の度合い、利用できる施設や空間などレ
クリエーション機能を評価の項目としたが、より多くの利用状況の確認が必要であり、施設
の有無だけではなく、利用に十分な空間や施設の確認が必要である。 
「視認性」は、屋上緑化空間を景観として提供している範囲、景観ポイントとしての利用、
緑地との連続を評価項目とした。しかし、景観提供の機能は見えるだけではなく、見られる
面積や割合の評価も必要であり、連続している緑地の規模の評価も必要である。 
「生態的機能」は、動植物の生息地と自然資源の提供、土、水など自然空間の再現、周辺
緑地との生態拠点としての位置を評価項目としたが、空間の有無による評価にとどまり、そ
の質や規模などに関する評価基準づくりが必要と思われる。 
「地域環境」は、地域の在来種、伝統素材などの地域性、町との調和、地域住民への配慮
を評価項目としたが、在来種以外の項目はほとんど確認できなく、より多くの事例研究が必
要となった。 
「緑化空間の維持管理」は、緑地の整備計画、モニタリングと再植栽計画を評価項目とし
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た。しかし、屋上緑化は、植物に対して悪環境であり、枯死や損傷されるケースが多いため、
計画のみの評価より現場の状況を確認して評価を行う必要がある。 
 「生態空間の維持管理」は、生態空間の保全、整備計画、モニタリングと目標種設定を評
価項目としたが、生態空間に対する計画をもっている事例はすくなく、評価項目も少ないた
め、今後、より多くの事例研究による項目づくりが課題となった。 
「利用・運営」は、人々の利用に関する計画、学習空間としてプログラムを評価項目とし
たが、評価可能な事例は多くあったものの、詳細な評価項目がないため、有無以外の評価は
できなかった。計画の評価は、有無ではその質の評価ができないため、今後、頻度や内容な
どに関する評価項目づくりが課題となった。 
 
2)頻度が少ない項目 
今回、評価項目を用いた適用可能性の検討では、地域性の項目、生態拠点としての位置、
生態空間の維持管理の項目の使用頻度は少なかった。屋上は私有地や安全の問題で公開が厳
しい施設が多いが、公開をしても明確な利用目的、近隣への寄与、町との調和などを考慮し
ている施設が少ない、しかし、在来種、子供の遊び場、教育空間などを考慮している事例も
あり、屋上でも地域性のポテンシャルは十分あることが確認できた。生態的機能を持ってい
てもそれを維持管理、または活用する計画が明確ではない事例は多く、目標している動植物
や周辺緑地を考慮している事例は少なかった。生態空間は、対象としている目標種によって
構成がことなる場合もあり、その効果は、空間の管理状況や周辺緑地に大きく影響されるた
め、屋上に設置が増えている生態空間への評価項目の適用は期待できる。 
 
3)これから必要と思われる項目 
今回の調査では、新たに開発された軽量土壌や植栽ユニット、軽量ビオトープなどを設置
している事例や「緑の量」の評価点数は同じでも、デザインや植栽形態が異なる事例などが
あった。そして、多様な植栽に関する評価項目、デザインや景観の美しさ、新たな素材や施
工方法に関する評価項目は、質の高い屋上緑化の推進により効果的な項目として考えられる。 
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5.2.2 屋上緑化空間の評価指標づくりの課題 
本研究では、地上の緑地を対象とした評価項目の屋上空間への適用可能性を検討すること
を主な目的としたため、加算方法や評価方法に関しては今後より多くの事例研究などをもと
に開発する必要がある。特に、明確な基準を持つ評価方法は、グラフ化などによる指標化に
よって助成の基準を明確にし、質の高い緑化へ誘導することができる。さらに、屋上緑化空
間は都市緑地として認めるようになっているにもかかわらず、地上から見えなく、建物の中
からも見えない事例が多いため、設置された緑化空間の種類や効果、機能に関して一般人に
もよりわかりやすくデータを公開する必要がある。 
今回抽出した評価項目によって、屋上緑化空間を評価するだけではなく、効果や特性を可
視化することができ、屋上緑化空間の指標としての可能性が確認できた。しかし、維持管理
状況は報告されている内容を基にしており、正確な評価ができなく、実際に評価を行う時は、
さらに、現場の状況を確認して評価を行う必要がある。そして、環境的効果は、今回、樹木
の状態、水面などの有無によって評価を行っているが、屋上緑化が普及した主な目的であり、
都市緑地として最も期待されている都市の環境問題改善については、その効果を定量的に明
らかにする必要がある。そのために、建物の内部のみで行われていた緑化による効果に対す
る評価を屋上でも行う必要があり、地上ではなく、屋上で適用できる定量的な評価システム
づくりが今後必要である。 
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5.2.3 屋上緑化に関する制度の課題 
1)評価制度の必要性 
屋上緑化は、都市の熱環境改善を背景として制度化が進んで、都市景観改善、緑地確保な
どの効果を制度は期待している。そして、制度は、緑化する面積、割合を制度の主な基準と
し、単純な分類とした土壌厚さを補助などの基準としている。さらに、建物の建築のとき義
務付けられている緑化面積が屋上緑化に切り替えることができるなど、屋上緑化面積は制度
上、地上緑化面積と同じ扱いとなっている。 
しかし、緑化面積の確保は都市の熱環境改善と建物内部の省エネには有効であるが、その
効果は、植栽や緑化形態など面積以外の要因が大きく作用する。質の高い屋上緑化空間によ
る効果は、都市全体の熱環境改善、省エネなどにも影響し、さらに、生活環境改善、景観改
善、生態多様性、アメニティ空間提供などの都市緑地としての本来の機能をはたすことがで
きる。つまり、屋上緑化空間の質を上げることは、国や自治体が制度上、屋上緑化によって
期待できる効果として設定している屋上緑化の目標を達成するための有効な手法であり、そ
れを評価する制度づくりは、今まで、明らかになっていない屋上緑化空間の実態や効果を明
らかにし、緑化を指導することで、より効果的な都市緑地づくりに貢献することができる。 
本研究で明らかになったように、地上の緑地やオープンスペースを緑の質と量、公共資源
としての利用などを評価する項目は屋上空間にも適用可能であり、都市緑地の一部として屋
上緑化空間は、その量だけではなく、質や利用状況、過酷な環境での植物の生育状況を評価
するなど、制度でその基準を明確にする必要がある。 
 
2)制度へ適用するときの注意点 
 屋上緑化の評価指標を制度に取り込む場合、地域のニーズや環境の特性に合わせる必要
があり、本研究で、得られた知見は以下のとおりである。 
 
1．面積で評価する場合、緑化空間の割合だけではなく、樹木、水空間の割合も含める必
要があり、熱環境改善効果を評価する場合は、樹木や施設による陰、水空間による冷却
効果も含める。 
2．緑化空間の質を評価する場合は、多様な植栽形態の評価、在来種の有無、植物生育の
保証、植栽基盤の安全性などを評価する。 
3．景観提供機能を評価する場合は、景観の連続、見られる範囲や割合、町や地域など周
辺との調和などを考慮して評価する。 
4．維持管理の評価は、植物管理と施設の維持管理以外に、屋上緑化空間を都市緑地とし
て活用するための運営計画・方針なども評価する。 
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5．生態空間の評価は、生態空間の有無と割合のほか、周辺緑地との連続、地域性、目標
種、運営計画、学習機能も含めて評価する。 
6．公共空間の提供は、提供する方法と使用できる面積を評価し、人々がアクセスできる
自由度によって加算する。 
 
5.2.4 都市緑地計画への展開 
近年、屋上緑化は薄層形緑化空間でも軽量ビオトープが設置可能になっており、エアコン
室外機、給水タンクなどの施設を遮蔽し、屋上景観を改善するための壁面緑化技術、自然の
風景を再現するなど、多様な緑化空間を造る事が可能になっている。つまり、屋上緑化空間
は、技術の開発に伴い、都市公園、オープンスペース、生態拠点など、都市緑地としての機
能をより効果的に果たすことができるようになっている。しかし、今までの制度では、屋上
緑化による効果として明記しているだけで、実際に、都市緑地としての活用や利用を促進す
るためのものはない。特に、生態多様性のための生態拠点づくりは、周辺緑地とのネットワ
ークで、その効果を拡大することができるため、屋上での生態空間の設置と維持は、広域的
な視点から考慮する必要がある。そして、屋上で使用されている植物は、屋上の環境に強い
外来種が多く、地域の生態系の変化や悪影響も考えられるため、在来種の確保や生態空間の
目標種設定などを計画の段階で誘導することは、より効果的な生態空間の創出を可能とする。
つまり、屋上緑化は制度上、多様な機能を誘導するためのマニュアルづくりが必要であり、
緑化空間の質を上げ、さらに、目的としている機能を果たしている施設に対しては、管理補
助、減税などのインセンティブを支給する制度づくりが必要である。 
屋上緑化空間の評価は、世界的にもまだ、具体的な評価方法はない。本研究では、地上部
の緑地やオープンスペースで使用されている評価項目が屋上空間にも適用であることが明ら
かになった。そして、抽出した評価項目は、屋上緑化空間の機能や特徴を明確に示すことが
可能であり、総合的な視野での評価を可能とする。さらに、グラフによって指標化すること
によって、一般人もわかりやすい指標として活用することができ、自治体の制度にも適用す
ることで制度の目的や助成基準を明確にすることができる。 
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5.3 補論 
 
5.3.1 屋上緑化空間のデザイン方法 
 屋上緑化空間は、自然再生や生態系を重視したエコロジカルデザインと快適性や機能性を
重視したアメニティーデザイン、管理密度の高いIntensiveなものと、管理密度が低いExten
siveなものがあり、大きく、デザインの質と管理密度の二つの軸を考慮し、立地、周辺環境、
利用機能を考えてデザインを選択する方法がある1)。しかし、屋上緑化空間は、制度上都市
緑地として認められるようになり、都市緑地としての機能を果たすことができる。そして、
都市緑地は、緑地のデザインと管理以外に、公共利用、景観利用などの機能があり、それを
デザインの段階で選択することができるため、本研究では、デザインの質と管理密度の二つ
の軸に、公共利用の軸を加えて、新たな屋上緑化空間のデザイン方法を提案する。特に、屋
上緑化空間は人々の利用、景観利用など地上の緑地のように自然にその機能を果たすことが
できないため、デザインの段階でそれを意図して計画をする必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5－1 屋上緑化空間のデザイン方法 
 
集約的管理
消極的（公共利用） 
アメニティーデザイン
エコロジカルデザイン 
粗放的管理
積極的（公共利用） 
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5.3.2 評価指標と制度への展開 
屋上緑化に関する制度では、緑化による様々な効果（都市環境問題改善、省エネ、景観改
善、都市緑地確保、市民の憩いの場、経済的効果など）を期待しているが、制度上緑化の質
に関する明確な基準がないため、制度によって造られている緑化空間の質の差が多く、緑地
として機能していない屋上緑化も存在していることが伺える。そのために、制度上質の基準
を明確する必要があり、その質によって評価し補助する制度づくりが必要である。 
本研究で提案した評価基準によって評価指標の適用の例は、表5－2で示すようであり、既
存制度の基準では出来ない詳細な分類、または評価ができる。薄層形緑化である施設Aは、
緑化可能な屋上面積の50％以上を緑化して、維持管理と植栽基盤で最低限の永続性を確保し
ている。同じ薄層形緑化である施設Bは、さらに景観としての利用と低木を植栽しているこ
とが確認できる。そして、施設Cは人々の利用が可能であり、施設Dは生態空間提供の機能が
グラフによって確認できる。つまり、同じ緑化形態である薄層形緑化でもグラフによってわ
かりやすく多様な機能の確認ができる。自然風緑化である施設Eは、樹木を含めた多様な植
物、生態空間、学習空間としての利用が、施設Fは、さらに人々の利用計画や公共空間とし
て活用していることがグラフによって確認できる。 
評価指標は、対象である屋上緑化空間の状況を詳細に把握することができる。さらに、緑
地としてのポテンシャル、果たせる機能、効果などを明確することができ、より質の高い緑
化空間の確保することができる。そして、生物多様性や環境負荷軽減、街の緑の景観創出な
ど、固有の自治体のニーズの対応することが可能となり、総合点数による評価のみならず特
定機能や技術を評価することで、自治体からの認定、融資、減税、補助金などの優遇措置
（インセンティブ）を支援する制度の基準として活用することが期待できる。 
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表5－1 評価指標の例 
分類 イメージ 評価指標 特徴 
A 
 
 
薄層形緑化 
B 
 
 
薄層形緑化 
低木植栽 
景観として利用 
C 
 
 
薄層形緑化 
低木植栽 
景観として利用 
人々の立入り利用 
D 
 
 
薄層形緑化 
樹木植栽（小規模） 
景観として利用 
人々の立入り利用 
軽量生態空間 
E 
 
 
自然風緑化  
樹木植栽（大規模） 
景観として利用 
人々の立入り利用 
生態空間 
学習の場提供 
F 
 
 
自然風緑化  
樹木植栽（大規模） 
景観として利用 
人々の立入り利用 
公共空間提供 
人々の利用計画 
学習の場提供 
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5.3.3 屋上緑化の質的向上のためのモデル提案 
 屋上緑化は、緑化を推進するために制度づくりと共に、技術的なマニュアルの開発が行っ
ている。 緑化モデルやマニュアルは、屋上緑化を行うための建物の構造、植物の植栽、植
栽基盤の設置、維持管理施設、緑化形態別計画方法など、通常の緑化技術では緑化が厳しい
屋上空間での緑化方法に関する基本的知識を普及することを目的としている2)3)4)5)。 
そして、本研究では、屋上緑化空間での人々の利用、生態空間としての利用、都市景観と
しての活用、都市農園・菜園としての利用など、今後、屋上緑化空間の質の向上、都市緑地
としての多様な機能、または、特定機能に特化した屋上緑化を推進するためのモデルを以下
のように提案する（表5－2）。 
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表 5－2 屋上緑化推進モデルの例 
 モデル 特徴 
 
 
量
と
質
の
確
保 
1 義務付け面積 
 
屋上緑化制度の基準（利用可能な屋上面積の 20％～30％）であり、
建築許可、建物内部への省エネなど最低限の効果が期待できる。 
2 義務付け以上 
 
 
屋上緑化制度の基準以上の緑化（または建物緑化義務面積を地上か
ら屋上への移動）であり、補助制度の最低基準である。モデル１より
高い省エネ効果が期待できる。より広い面積を確保するため、景観と
しての活用、プランターによる樹木植栽などが望まれる。 
3 樹木の植栽 
 
 
低木、高木など小規模の樹木植栽によって、より高い建物内部への
省エネ効果が期待できる。小規模であるため都市環境改善効果は期待
できないが、人々の利用、景観として活用することが望まれる。 
 
緑
地
と
し
て
の
機
能
を
確
保 
4 人々の利用 
 
 
 
人々の利用や景観としての利用をすでに目的としているが、居住
者、社員、会員のみなどの制限がある場合が多く、小川、小型ビオト
ープなどの設置で、都市環境改善や景観向上が期待できる。利用者が
限定されている場合は、居住者、社員、会員による参加型管理で、管
理費の削減ができる。 
5 生態機能 
 
 
人々の利用や景観としての利用をすでに目的としており、都市民の休
憩空間、または、自然（生態）体験空間として利用できる。不特定多
数（open to public）の利用による、利便施設の破損、植物へのダメ
ージなどの問題があり、利用や運営に関する計画、公共利用に対する
自治体の補助などが望まれる。 
6 公共利用 
 
都市景観、人々の自由な利用、大規模の樹木植栽、自然風緑化、生
態空間、自然学習空間、都市農園など、都市公園のような機能、建物
内部への省エネや都市環境改善にも高い効果が期待できる。大規模で
多様な植栽空間であるため、維持管理に負担があるが、自治体の補
助、参加型管理、有料空間やプログラムなどで充当することができ
る。 
 
 
 
 
 
 
144 
■引用・参考文献 
 
1. 輿水 肇（2003）：人工地盤緑化による都市再生 ランドスケープ研究 : 日本造園学会誌
 67(1), 7-11, 2003-08-30 
2. 屋上開発研究会（2007）屋上緑化設計・施工ハンドブック、㈱創樹社2007．8.30 
3. 国土交通省（都市・地域整備局公園緑地課）、平成16年度特殊緑化技術マニュアル検討
調査報告書、2005年3月 
4. 都市緑化技術開発機構特殊緑化共同研究会、知っておきたい屋上緑化のQ&A、鹿島出版会、
2003.12 
5．渋谷区（都市整備局環境保全課 環境計画推進係）、緑化計画作成の手引、2010年4月 
145 
 
A study on green roof rating criteria including urban green 
function 
 
Summery  
The purpose of this study was to create evaluation system can be used to clarify 
the function & effect of the green roof and used as evaluation criteria of the roof 
greening policy and the promotion of high-quality greening in urban. 
Chapter 1 is describes the background of this study. As recent degradation in the li
ving environment such as urban heat island phenomenon, air pollution and rainfall incre
ases public concern for urban green field, national and local governments that try to a
ugment green space in their cities by utilizing green roof technology grow. Green roof 
policy is the afforestation of rooftop that has been left alone so far and contributes 
to the greening of cities. But the problems that its function and sustainability as gre
en field can’t be maintained due to the absence of the conditions such as greening met
hod, duty of maintenance and so on are being pointed out. In other words, green roof is 
required to provide the beautiful landscape that is viewed from ground or buildings and 
the area criterion is not sufficient for evaluating green roof. Accordingly, green roof 
as newly-increasing urban green area must be planned in the light of these aspects and 
the necessity of discussing the method and validity of the policies for green roof in a
cademic point of view increased gradually. 
Chapter 2 is investigate the characteristics of politics & systems concerning green r
oof in Japan & further tasks through the last case of Tokyo City that passed about 10 y
ears after enforcing the obligation of green roof. The number of buildings that become 
the obligation of green roof according to the ordinance of research results is more tha
n 500 cases every year and greening of about 124,000㎡ is accomplished. But, the proble
ms such as tear down or leaving alone after construction & quality degradation of green 
field by simple planting are raised now that current system does not have the restricti
on other greening area. Subsidy support system is executed in about 21 districts in the 
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city other that support of Tokyo City and some of construction costs are supported in c
ase of performing greening wider than the obligated area than the obligated greening ar
ea by the ordinance. Recently rearrangement of the system for qualitative securement of 
greening is carried out such as adding the item that differentiates the subsidy along t
he depth of planting ground & kinds of plants, etc., but it is difficult to find the it
ems of safety securement of greening space & sustainability such as materials of waterp
roof, root resistance, growing ground of plants & managing method, etc. that are recogn
ized as most important in greening of artificial ground.  
Chapter 3 is aims to investigate the contents and features of green roof policy inclu
ding current foreign and consider the problems and tasks of green roof policy from gree
n field’s point of view by comparing with the rating criteria of urban green field use
d in sustainable and public benefit rating system. There are mostly requirement, grant 
reimbursement, density bonus, and tax credit as the policy type of green roof policy an
d the most frequent policy is the greening area. It is recognized that the criteria suc
h as public usage, planting, maintenance and safety promote more versatile green roof. 
By comparison between the policy and the rating system, it is found that 41 criteria in
cluding percentage of greening area, percentage of the tree and shrub, reduction of hea
t island, urban open space, viewpoint or corridor and promotion of biodiversity are sui
table to the rating of green roof. 
Chapter 4 is aims to Verification evaluation criteria extracted from Chapter 3 and 
that was tested with the case of the roof greening from Tokyo Metropolitan. 
C h a p t e r  5 is summarizes the results of studies described in chapters 1 to 
4,identifies topics for problem & future studies, and discusses the feasibility of 
the study results for using green roof policy or green roof rating system. Future 
topics include: 1) Developing indices for evaluation environmental mitigation effect 
by type of roof greening. 2) Collecting field survey data which are indispensable for 
build rating system, 3) Collecting the technical data and design case in order to 
induce a high-quality roof greening. 
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表1-4 緑化形態別の緑化計画ポイント（屋上緑化設計・施工ハンドブック（2007）PP.64） 
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表3-1 CASBEE都市の評価項目一覧表 
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表3-16 アメリカとカナダの屋上緑化制度 
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表3-16 都市の緑地やオープンスペースの評価制度の整理 
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表3-20 41個の評価項目からみた屋上緑化制度と評価システムの特徴 
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第4章 評価事例を用いた評価指標の提案 
図4-1 東京都の資料を用いた検証での評価項目の使用頻度 
図4－2 建物の用途 
表4-1 評価指標の構成 
表4-2 緑地の量の評価基準 
表4-3 樹木の植栽の評価基準 
表4-4 植栽基盤の評価基準 
表4-5 環境問題改善効果の評価基準 
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表4-7 視認性の評価基準 
表4-8 生態的機能の評価基準 
表4-9 地域環境の提供の評価基準 
表4-10 緑化空間の維持管理の提供の評価基準 
表4-11 生態空間の維持管理の提供の評価基準 
表4-12 利用・運営の提供の評価基準 
表4-13 対象建物の一覧 
表4-14 評価項目によるグラフと施設別特徴 
表4-15 調査対象事例一覧 
表4-16 カテゴリ別平均点数からみる賞別特徴(2回目～9回目の平均) 
表4-17 国土交通大臣賞 
表4-18 環境大臣賞 
表4-19 日本経済新聞社賞 
表4-20 都市緑化機構理事長賞 
表4-21 評価事例1(2回目) 
表4-22 評価事例2(5回目) 
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第5章 結論 
図5－1 屋上緑化空間のデザインモデル 
表5－1 評価指標の例 
表5－2 屋上緑化推進モデルの例 
  
 
 
 
 
 
 
■使用事例データ① 
「既存建築物屋上緑化事例集、2010年、東京都」 
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対象建物の一覧 
用途 建物名 緑化タイプ 施工年 緑化面積 建物施工年
 
 
 
 
業務 
 
 
 
 
 
01松田平田設計本社 低木 平面 2006 年 92㎡ 1960 年 
02豊島屋ビル 高木 立休 2006 年 110㎡ 1971年 
03高輸東誠ビル 地被 平面 2006 年 123㎡ 1961年 
04熊谷組本社ビル 高木 立休 2006 年 160㎡ 1974 年 
05雪印乳業本館 中木 立体 2009 年 163㎡ 1966 年 
06三井住建道路本社ビル 芝生 平面 2008 年 203㎡ 1995 年 
07丸の内センタ－ビル 地被 平面 2007 年 218㎡ 1984 年 
08新有楽町ビル 低木 平面 2009 年 345㎡ 1967 年 
09朝曰生命大手町ビル 中木 立休 2008 年 500㎡ 1971年 
10新東京ビル 地被 平面 2009 年 630㎡ 1963 年 
11郵船ビル 高木 立休 2008 年 693㎡ 1978 年 
12新国際ビル 中木 立休 2008 年 1.410 ㎡ 1966 年 
 
商業 
 
13新宿ルミネ1 高木 立体 2007 年 456㎡ 1976 年 
14恵比寿ビル 高木 立休 2009 年 1.134 ㎡ 1997 年 
15伊努丹本店 高木 立体 2006 年 1.690 ㎡ 1933年 
16玉川高島屋 高木 立休 2003 年 1,200 ㎡ 1969 年 
17ホテル ニューオータニ 低木 平面 2007 年 1,935 ㎡ 1964 年 
 
 
福祉 
医療 
 
18福祉系事務所 地被 平面 2009 年 131㎡ 1978 年 
19特別養護老人ホーム 暖心苑 高木 立体 2009 年 147㎡ 1988 年 
20ジョイステージ八王子 地被 平面 2009 年 200㎡ 1995 年 
21グレースメイト鷲ノ宮 高木 立休 2007 年 310㎡ 2005 年 
22青梅市立総合病院 高木 立休 2004 年 704㎡ 1979 年 
 
字校 
23曰本大学通信教育部 地被 平面 2007 年 87㎡ 1969 年 
24小松川第三中学校 地被 平面 2009 年 180 ㎡ 1961年 
25学校法人実践学園 高木 立体 2009 年 490 ㎡ 1996 年 
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■使用事例データ② 
財団法人都市緑化機構 
「屋上・壁面・特殊緑化技術コンクール 受賞作品」 
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対象建物の一覧 
 受賞作品 
①国土交通大臣賞 
②環境大臣賞 
③日本経済新聞社賞 
④都市緑化技術開発機構理事長賞 
2回 ①オルトヨコハマ 
②アーベインピオ川崎 
③東京交通会館有楽町コリーヌ 
④アイシンコムセン夕一 
3回 ①所沢市東部クリーンセンタ一 
②三井住友海上駿河台ビル 
③晴海アイランド トリトンスクエア 花
のテラス・緑のテラス 
4回 ①なんばパークス パークスガーデン 
②上汐北公園コーポラティブハウス 柯
風居 
 
5回 ①オーチャードプラザオーベルグラン
ディオ川崎 
②若松総合事業所サービスビル 
③㈱タジマ 埼玉工場 彩の葉ファクトリ
ーガーデン 
④赤坂インターシティ・ホーマットバイ 
カウント 
6回 ①関西大学総合学生会館メディアパー
ク凜風館 
②グリーンプラザひばりが丘南 屋上
緑化及び屋上ビオトープ 
③伊勢丹本店本館伊勢丹アイ・ガーデン 
④清水建設株式会社技術研究所本館 
7回 ①清水建設株式会社技術研究所本館 
②東品川屋上庭園 
③ブラーレ松戸“ぶら〜つとガーデン” 
④ふれあい町田ホスピタル シニアレジデ
ンス町田 
8回 ①THE CENTER TOKYOオーバルガーデン 
②深大寺レジデンス 武蔵野テラス 
③東京ドームシティMEETS PORT 
④郵船ビルディング屋上グリーンデッキ 
9回 ①ほたるまち 屋上庭園 
②実践学園中学・高等学校 
③住友商事竹橋ビル 庭園 
④日産先進技術開発センターグリーンキ
ューブ及び屋上庭園 
10回 ①丸の内パークビル・三菱一号館一号
館広場 
②郁文館夢学園 
③富士ゼロックスR＆D スクエア 「四季
彩の丘」屋上庭園 
④医療法人仁医会 あいちリハビリテーシ
ョン病院 
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第2回コンクール 受賞作品 
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第2回コンクール 受賞作品 
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第2回コンクール 受賞作品 
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第2回コンクール 受賞作品 
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第3回コンクール 受賞作品 
 
 
209 
 
 
 
210 
第3回コンクール 受賞作品 
 
 
211 
第3回コンクール 受賞作品 
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第4回コンクール 受賞作品 
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第4回コンクール 受賞作品 
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第5回コンクール 受賞作品 
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第5回コンクール 受賞作品 
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第5回コンクール 受賞作品 
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第5回コンクール 受賞作品 
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第6回コンクール 受賞作品 
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第6回コンクール 受賞作品 
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第6回コンクール 受賞作品 
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第6回コンクール 受賞作品 
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第7回コンクール 受賞作品 
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第7回コンクール 受賞作品 
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第7回コンクール 受賞作品 
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第7回コンクール 受賞作品 
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第8回コンクール 受賞作品 
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第8回コンクール 受賞作品 
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第8回コンクール 受賞作品 
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第8回コンクール 受賞作品 
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第9回コンクール 受賞作品 
 
240 
第9回コンクール 受賞作品 
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第9回コンクール 受賞作品 
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第9回コンクール 受賞作品 
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第10回コンクール 受賞作品 
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第10回コンクール 受賞作品 
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第10回コンクール 受賞作品 
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第10回コンクール 受賞作品 
 
